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第１章 九州管内における公共交通に関するアンケート 

調査（県） 

 

１．調査の概要 

（１）アンケートの配布状況 

１）配布・回収方法 

・以下に示す「送信ファイル（ワード・エクセルファイル）」の電子メールによる送信（九州管

内各県交通担当者への送信） 

・記入済み「アンケート調査票（エクセルファイル）」の電子メールによる回収（九州運輸局へ

の返信による回収） 

２）送信ファイル 

①「九州管内における公共交通に関するアンケート調査」のお願い 

②九州管内における公共交通に関するアンケート調査票（県用） 

３）アンケート実施時期 

・平成 29 年 1月 26 日（木）～平成 29 年 2月 22 日（水） 

（２）アンケートの回収状況 

 送信数 回収数 回収率 

合計 7 6 86％ 

（３）調査対象 

１）【問５ 県が運行費補助を実施している公共交通について】において対象とするバス・

乗合タクシーなどについて 

・交通事業者が運営するバス・乗合タクシーのなかで、平成 27 年度に県が何らかの金銭的支

援を実施している（していた）陸上交通を対象とした。 

・災害時やイベント時のもの、旅館の送迎など単発的な交通は除き、定められた路線を定期的

に運行している交通を対象とした。 

・自治体が公営交通事業者として運行・経営する「公営バス等」は対象外とした。 

２）【問５ 県が運行費補助を実施している公共交通について】において対象とする海上

交通などについて 

・平成 27 年度に県が何らかの金銭的支援を実施している（していた）海上交通を対象とした。 
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第１章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（県） 

 

３）調査対象年度について 

・「平成 27 年 4月 1日～平成 28 年 3月 31 日（平成 27 年度）」に運行実績のあるものを調査対

象とした。 

・平成 26 年度までに終了したもの、今年度からのもの、平成 29 年度以降に予定されているも

のは対象外とした。 
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第１章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（県） 

 

２．アンケート集計 

【問１ 交通関連予算や国の補助金の活用状況について】 

（１）交通関連予算の状況について 

○「鉄軌道関係」及び「旅客船関係」の平均予算額が高い。 

※「交通関連予算」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、

スクールバス、旅客船など、人の移動を支援する交通に対する予算額（自家用車及び貨物輸

送に係る移動に関わるものなどを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・

福祉タクシー乗車券）などに対する予算額も含むもの 

 

（２）国の補助金の活用状況について 

○九州全体で、平成 27 年度に国から県が交通関連補助を受けているケースは 5 県 10 件みら

れ、総補助額は約 53.7 億円となっている。 

※「交通関連補助額」：鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、ス

クールバスなど、人の移動を支援する交通に対する補助金額（自家用車及び貨物輸送に係る

移動に関わるものなどを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・福祉タ

クシー乗車券）などに対する補助額も含む 

【問２ 地域公共交通に対する施策の取り組み状況について】 

（１）公共交通担当者数について 

【専任担当者数】 

○公共交通関連業務に携わる専任担当者は全県で配置されている。 

○平均人数は 8.5 人となっており、前年度調査の平均人数 4.9 人からは増加している。 

【兼任担当者数】 

○公共交通関連業務に携わる兼任担当者を配置しているのは３県で、平均人数は 7.3 人となっ

ており、前年度調査（3.5 人）と比較すると、専任担当者数と同様に、兼任担当者数の平均人

数も増加している。 

 

項目 平均予算額（千円）

鉄軌道関係 781,516

バス関係（福祉・教育除く） 335,127

教育関係（スクールバスなど） 68,519

旅客船関係 676,534

その他交通関係 159,230

交通関連予算総額 1,798,020
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（２）協議会等の設置の有無について（該当するものを全て選択） 

○「①道路運送法に基づく地域公共交通会議や運営協議会」を設置している県は１県のみとな

っており、「②その他の任意の会議（分科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱等に基づく協議

会など）」については、回答があったすべての県で設置されている。 

○協議会等が設置されていない県は見られない。 

（３）公共交通の取り組みを進める上での課題について 

（該当するものを全て選択、そのうち重要課題を１つ選択） 

○公共交通の取り組みを進める上で、「⑦財源が不足している」ことが重要課題であると回答し

た県が最も多く、回答があったすべての県で課題と認識されている。 

○次いで、「②-4)公共交通の維持・改善に対する住民の問題意識が低い」「④専門部署がない、

または担当職員が不足している」ことが課題であるという回答が多い。 

 

  

■公共交通の取り組みを進める上での課題について

0 1 2 3 4 5 6

【①交通事業者の協力不足】

1)鉄軌道導入・延伸時の事業者との調整難航

2)ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ・乗合ﾀｸｼｰ導入時の事業者との調整難航

3)既存路線ﾈｯﾄﾜｰｸ再編を行う際の事業者との調整難航

4)事業者からの情報提供が不十分

5)合意・協議内容の事後破棄

6)事業者の経営改善努力の不足

【②市民・住民、利用者の理解・協力不足】

1)地域公共交通体系の変更に対する理解・協力不足

2)運行本数等の見直しに対する理解・協力不足

3)運賃又は制度見直しに対する理解・協力不足

4)住民の当事者意識の不足

5)活動に対する住民の協力不足

【③県内部の連携・理解不足】

1)予算措置への理解不足

2)異なる部署間の連携不足

3)県の重要施策との位置づけ不足

【④専門部署の不足、担当職員の不足】

【⑤相談相手の不足】

【⑥地域公共交通関連情報の不足】

【⑦財源不足】

重要課題 課題
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（４）異なる部署間の連携状況について 

（該当するものを全て選択、特に不足しているものを１つ選択） 

○「④福祉関連部署（高齢者関連）」との連携が不足しているという回答が最も多い。 

○「②都市計画関連部署」「⑤福祉関連部署（高齢者関連以外）」との連携についても、複数の県

で不足していると認識されている。 

 

（５）人材確保に有効な取り組みについて（特に有効を１つ、有効を２つ選択） 

○担当職員等の人材確保を進めるために有効な取り組みとしては、「④ＩＴ技術の活用により今

までの業務が簡略化され、大がかりな実態調査を行う必要がなくなるなど、既存業務を効率

化することで空いた人材を確保する」という回答が最も多い。 

○次いで、②・③のように、県と交通事業者の間の人材交流についても有効であるという回答

が多い。 

 

■異なる部署間の連携状況について

1

1

1

1

1

1

2

2

1

1

1

1

0 1 2 3 4

①交通関連部署との連携不足

②都市計画関連部署との連携不足

③総務・企画関連部署との連携不足

④福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足

⑤福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携不足

⑥教育関連部署との連携不足

⑦観光関連部署との連携不足

⑧農業・産業関連部署との連携不足

⑨財政関連部署との連携不足

⑩道路関連部署との連携不足

⑪環境関連部署との連携不足

⑫区役所・出張所など出先機関との連携不足

⑬その他の部署との連携不足

⑭特に連携不足はない

特に不足

不足

■人材確保に有効な取り組みについて

1

1

1

1

1

1

2

3

3

1

1

0 1 2 3 4 5

①大学など教育機関との連携による専門的な人材の確保

②交通事業者から県への出向による専門的な人材の確保

③県から交通事業者への出向による専門的な人材の育成

④既存業務効率化（IT活用等）による空いた人材の確保

⑤検討業務容易化（ﾃﾞｰﾀ活用等）による空いた人材の確保

⑥その他

⑦特に人材不足は感じていない

特に有効

有効
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（６）日頃から相談する相手について（該当するものを全て選択） 

○地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって日頃から相談している相手として

は、回答があったすべての県が「①交通事業者（協会等含む）」「④運輸局又は運輸支局の担当

者」と回答している。 

 

（７）必要としている情報について（特に必要を１つ、必要を２つ選択） 

○地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって必要な情報としては、回答があった

すべての県が「①国の支援制度の内容」が重要であると回答している。 

○次いで、「③他の地域における事例やその成功要因」に関する情報が重要であると考えている

県が多い。 

 

【問３ 高齢運転者の免許証返納について】 

○回答があった 6 県のうち、高齢者の免許証返納に対して何らかの取り組みを実施している県

は 4県となっている。 

○取り組みの具体的な内容としては、「交通事業者が独自で免許証返納者に対する割引等を実施

している」「民間事業者等と連携して、免許証返納者が飲食店等で特典（割引等）が受けられ

る取り組みを実施している」という回答が複数見られた。 

■日頃から相談する相手について
0 1 2 3 4 5 6

①交通事業者（協会等含む）

②他の都道府県の担当者

③市区町村の担当者

④運輸局または運輸支局の担当者

⑤地方整備局の担当者

⑥有識者・学識経験者

⑦コンサルタント

■必要としている情報について
0 1 2 3 4 5 6

①国の支援制度の内容

②地域の関係者との合意形成の方法

③他の地域における事例やその成功要因

④計画の立て方

⑤各種交通システムのしくみ

⑥どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか

⑦どのコンサルタントを選べばよいのか

特に重要

重要
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【問４ 交通に関する計画や方針の策定状況について】 

１）策定主体・策定年度について 

【策定主体】 

○平成 28 年度調査時点では、全７県において合計 36 の計画・方針が策定されている（策定中

含む）。 

○そのうち、「県が参加している協議会」が策定主体となっている計画・方針は 27、「県単独」

による策定が 3、「その他」の主体による策定が 6となっている。 

【策定年度】 

○策定年度は「④H28 年度以降（現在策定中）」の計画・方針が多く、全体的に策定年度が新し

い計画・方針が多い。 

 

※交通に関する計画・方針とは：都市基本計画や交通基本計画などのマスタープラン、県独自

で行っている鉄軌道やバスの維持活性化に関する計画、連携計画や生活交通ネットワーク計

画等の補助対象事業における計画など。 

  

■計画・方針の策定年度について（n=36）

※（　）内の数字は実数

①H25年以前（7）

19.4%

②H26年（1）

2.8%

③H27年（3）

8.3%

④H28年以降（現在策定

中）（25）

69.4%
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２）関連している策定内容について（該当するものを全て選択） 

○関連策定内容の総数は、平成 23年度調査：31、平成 24年度調査：43、平成 25年度調査：47

平成 26年度調査：39、平成 28年度調査：58となっており、平成 26年度調査では減少してい

たが、平成 28年度調査では増加している。 

○平成 25 年度、平成 26 年度調査では「④離島航路関連」の計画・方針が減少していたが、平

成 28年度調査では大きく増加し、最も多くなっている。 

○次いで「②路線バス関連」の計画・方針が多い。 

 

  

■関連している策定内容について（n=36）

5

8

3

7

4

4

5

12

3

14

5

4

9

13

4

10

6

5

8

11

4

9

4

3

9

15

9

16

5

4

0 5 10 15 20

①鉄軌道関連

②路線バス関連

③コミュニティバス・乗合タクシー関連

④離島航路関連

⑤バリアフリー関連

⑥その他

H23年度調査

H24年度調査

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査
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【問５ 県が運行費補助を実施している公共交通について】 

（１）路線等について 

１）事業形態・運行区分等について（いずれかを選択） 

○平成 27年度に県が運行費支援を実施した「交通事業者が運営するバス・乗合タクシーなどの

路線」総数は 112 となっている。 

○その路線は、「バス事業者」による「有償」の「道路運送法第４条に基づく路線定期運行」が

多い。 

２）運行費補助総額について 

○各路線に対する運行費補助総額（国費補助、市町村補助等を含む補助の総額）の平均値：1,727

万円（不明を除く） 

○平均値は 1,711 万円となっているが、各路線に対する運行費補助総額「①500 万円未満」の割

合が半数を占めており、全体の約２／３は運行費補助総額「1,000 万円未満（①＋②）」の路

線となっている。 

 
  

■運行費支援総額について（n=112）

※（　）内の数字は実数

①500万円未満（56）

50.0%

②500万円以上～1,000

万円未満（17）

15.2%

③1,000万円以上～1,500

万円未満（10）

8.9%

④1,500万円以上～2,000

万円未満（3）

2.7%

⑤2,000万円以上（18）

16.1%

⑥不明（8）

7.1%
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３）県による運行費補助額について 

○県による各路線に対する運行費補助額の平均値：1,126 万円 

○県による各路線に対する運行費補助額をみると、全体的には、「②100 万円以上～200 万円未

満」の路線が 28.6％と約３割を占めており最も多い。 

○全体の約２／３は運行費補助総額「500 万円未満（①＋②＋③＋④＋⑤）」の路線となってい

る。 

 

（２）航路等について 

○県による各航路に対する運航費補助額の平均値：2,361 万円（不明を除く） 

○「1,000 万円未満（①＋②）」39.0％、「1,000 万円以上～2,000 万円未満（③＋④）」29.3％と

なっており、平均値よりも補助額が低い航路が多い。 

 
  

■県による運行費支援額について（n=112）

※（　）内の数字は実数

①100万円未満（6）

5.4%

②100万円以上～200万

円未満（17）

15.2%

③200万円以上～300万

円未満（32）

28.6%
④300万円以上～400万

円未満（17）

15.2%

⑤400万円以上～500万

円未満（5）

4.5%

⑥500万円以上～1,000

万円未満（18）

16.1%

⑦1,000万円以上（17）

15.2%

■運航費支援総額について（n=41）

※（　）内の数字は実数

①500万円未満（9）

22.0%

②500万円以上～1,000

万円未満（7）

17.1%

③1,000万円以上～1,500

万円未満（8）

19.5%

④1,500万円以上～2,000

万円未満（4）

9.8%

⑤2,000万円以上（12）

29.3%

⑥不明（1）

2.4%
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【問６ 市町村との関わり状況について】 

（１）市町村からの相談状況について（該当するものを全て選択） 

○市町村から受ける具体的な相談内容としては「④民間事業者との協議における調整や仲介」

が最も多くなっている。 

 

（２）市町村に対する支援の状況について 

１）財政支援の有無について（いずれかを選択） 

○市町村に対して財政支援を行っている県が多い。 

 

 

  

■市町村からの相談内容について

0 1 2 3 4 5 6

①交通計画策定方法

②財政支援

③近隣市町村協議の調整・仲介

④民間事業者協議の調整・仲介

⑤地域住民等と市町村との協議の調整・仲介

⑥他県の市町村との協議の調整・仲介

⑦県主体の取り組み要請

⑧その他

■財政支援の有無について

0 1 2 3 4 5 6

①市町村（公益法人含む）への財政支援あり

②市町村（公益法人含む）への財政支援なし
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２）財政支援以外の取り組み内容について（該当するものを全て選択） 

○県が実施している市町村への財政支援以外の取り組みとして、「④市町村主宰の地域公共交

通会議への参加」は回答があったすべての県において実施されている。 

○次いで「③複数市町村で取り組みを進める時の仲介、市町村担当者間の連携を進める際の仲

介（コーディネーター役）」という回答が多い。 

 

 

 

  

■財政支援以外の取り組み内容について
0 1 2 3 4 5 6

①アドバイスの実施

②セミナー・研修等の実施

③複数市町村で取り組みを進める時の仲介等

④市町村主宰の地域公共交通会議への参加

⑤県による具体的な取り組みの実施

⑥県としての指針等の検討

⑦その他
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート 

調査（市町村） 

 

１．調査の概要 

（１）アンケートの配布状況 

１）配布・回収方法 

・以下に示す「送信ファイル（ワード・エクセルファイル）」の電子メールによる送信（九州管

内各市町村交通担当者への送信） 

・記入済み「アンケート調査票（エクセルファイル）」の電子メールによる回収（九州運輸局へ

の返信による回収） 

２）送信ファイル 

①「九州管内における公共交通に関するアンケート調査」のお願い 

②九州管内における公共交通に関するアンケート調査票（市町村用） 

３）アンケート実施時期 

・平成 29 年 1月 14 日（土）～平成 29 年 2月 13 日（月） 

（２）アンケートの回収状況 

 送信数 回収数 回収率 

福岡県 60 47 78％ 

佐賀県 20 14 70％ 

長崎県 21 16 76％ 

熊本県 45 31 69％ 

大分県 18 16 89％ 

宮崎県 26 20 77％ 

鹿児島県 43 29 67％ 

合計 233 173 74％ 

（３）調査対象 

１）本調査で対象とするコミュニティバス・乗合タクシーについて 

・「コミュニティバス・乗合タクシー」の定義は、平成 21 年 12 月 18 日の通達「地域公共交通

会議に関する国土交通省としての考え方について（国自旅第 161 号）」の別添２「コミュニ

ティバスの導入に関するガイドライン」に定義されているものとした。 
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《抜粋》 

２．コミュニティバスの定義 

本ガイドラインで「コミュニティバス」とは、交通空白地域・不便地域の解消等を図る

ため、市町村等が主体的に計画し、以下の方法により運行するものをいう。 

（１）交通事業者に委託して運送を行う乗合バス（乗車定員 11 人未満の車両を用いる「乗

合タクシー」を含む。 

（２）市町村自らが自家用有償旅客運送者の登録を受けて行う市町村運営有償運送 

２）調査対象外とするバスについて 

・本調査では、民間の路線バスや市町村が「交通事業者」という立場で経営・運行している公

営バス（いわゆる市営バス等）は対象外とした。 

３）調査対象年度について 

・「平成 27 年 4月 1日～平成 28 年 3月 31 日（平成 27 年度）」に運行実績のあるものを調査対

象とした。 

・平成 26 年度以前の取り組み、今年度からの取り組み、平成 29 年度以降予定されている取り

組みはすべて対象外とした。 

・平成 26 年度までに終了したもの、今年度からのもの、平成 29 年度以降に予定されているも

のは対象外とした。 

・コミュニティバス・乗合タクシー等については、実証運行段階か、本格運行段階かは問わず、

平成 27 年度に実績があるものはすべて調査対象とした。 

（４）人口関連データについて 

・前回調査（平成 26 年度調査）までの人口規模別・高齢化特性別の集計は、平成 22 年国勢調

査の市町村別データの数字を使用していたが、今年度調査（平成 28 年度調査）では、平成

27 年度国勢調査の市町村別データの数字を使用している。 
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２．アンケート集計 

【問１ 国・県補助金の活用状況について】 

（１）交通関連予算額について 

１）交通関連予算項目について 

○交通関連予算の配分先としては、「バス関係（福祉・教育を除く）」との回答が最も多い。 

○「鉄軌道関係」及び「旅客船関係」の平均予算額が高い。 

※「交通関連予算」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、

スクールバス、旅客船など、人の移動を支援する交通に対する予算額（自家用車及び貨物輸

送に係る移動に関わるものなどを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・

福祉タクシー乗車券）などに対する予算額も含むもの 

※市営路面電車等を運行している市町村など、交通関連予算額が非常に大きい市町村の数字が

含まれているため、平均予算額が大きくなっている。 

 

 

  

■交通関連予算項目について（n=173）

※【　】内の数字はn=173に対する割合

53

156

64

84

81

28

46

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

鉄軌道関係【30.6％】

バス関係（福祉・教育除く）【90.2％】

タクシー関係（福祉・教育除く）【37.0％】

福祉関係（福祉バスなど）【48.6％】

教育関係（スクールバスなど）【46.8％】

旅客船関係【16.2％】

その他交通関係【26.6％】

項目 平均予算額（千円）

鉄軌道関係 372,695

バス関係（福祉・教育除く） 97,638

タクシー関係（福祉・教育除く） 11,649

福祉関係（福祉バスなど） 41,614

教育関係（スクールバスなど） 28,419

旅客船関係 261,273

その他交通関係 11,685

交通関連予算総額 286,135
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２）交通関連予算について 

○人口規模が大きくなるにつれて、平均予算額が高くなっている。 

○過疎地域がない市町村、高齢化率が九州平均未満の市町村のほうが、それ以外の市町村より

も平均予算額が高い。 

 

 

 

 

 

 

  

■交通関連予算について（n=173）

21.4

37.5

29.8

12.1

2.3

16.5

25.5

17.3

35.0

26.0

40.0

31.6

18.2

11.6

32.9

20.2

28.6

17.5

17.3

12.5

14.0

30.3

16.3

16.5

18.1

20.3

7.5

9.2

5.0

8.8

15.2

9.3

12.7

6.4

11.3

2.5

12.1

2.5

10.5

12.1

23.3

8.9

14.9

12.0

12.5

13.9

2.5

5.3

12.1

37.2

12.7

14.9

10.5

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①2,500万円未満 ②2,500万円以上～5,000万円未満 ③5,000千万円以上～7,500万円未満

④7,500万円以上～1億円未満 ⑤1億円以上～2億円未満 ⑥2億円以上

①2,500

万円

未満

②2,500

万円以上

～5,000

万円未満

③5,000

万円以上

～7,500

万円未満

④7,500

万円以上

～1億円

未満

⑤1億円

以上～

2億円

未満

⑥2億円

以上
総計

平均

予算額

（千円）

■総計　　　　　　　　　 37 45 30 16 21 24 173 286,135

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 15 16 5 2 1 1 40 44,774

b)１万人以上～３万人未満 17 18 8 5 6 3 57 59,476

c)３万人以上～５万人未満 4 6 10 5 4 4 33 99,653

d)５万人以上 1 5 7 4 10 16 43 954,225

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 13 26 13 10 7 10 79 86,700

b)過疎地域以外 24 19 17 6 14 14 94 453,745

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 23 38 27 15 16 14 133 146,568

b)高齢化率九州平均未満 14 7 3 1 5 10 40 750,195
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（２）国・県の交通関連補助金の活用状況について 

１）補助受給先について 

○平成 25年度に国・県から交通関連の補助を受けた件数（回答数）：184 件 

○全体でみると、県からの補助を受けているケースが約７割となっている。 

○人口５万人以上の市町村、過疎地域がない市町村、高齢化率が九州平均未満の市町村のほう

が、それ以外の市町村よりも国から補助を受けている割合が高い。 

 

 

 

 

  

■交通関連補助受給先について（n=184）

13.0

4.3

13.9

23.6

5.4

18.2

6.9

28.3

15.8

10.0

21.7

13.9

15.3

21.6

11.8

19.1

7.5

71.2

90.0

73.9

72.2

61.1

73.0

70.0

74.0

64.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①国土交通省からの補助 ②国土交通省以外の国からの補助 ③県からの補助

①国土交通省

からの補助

②国土交通省以外

の国からの補助

③県からの

補助
総計

■総計　　　　　　　　　 24 29 131 184

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 3 27 30

b)１万人以上～３万人未満 2 10 34 46

c)３万人以上～５万人未満 5 5 26 36

d)５万人以上 17 11 44 72

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 4 16 54 74

b)過疎地域以外 20 13 77 110

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 9 25 97 131

b)高齢化率九州平均未満 15 4 34 53
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２）補助対象について（いずれかを選択） 

○全体でみると、補助対象の半分以上は「①欠損補助」となっており、そのほかの補助項目に

比べても非常に多い。 

○次いで「⑪公共交通利用促進」に関する補助が多い。 

 

 

 

 

■交通関連補助対象について（n=184）

54.3

80.0

41.3

61.1

48.6

55.4

53.6

55.7

50.9

3.8

6.5

5.6

2.8

6.8

1.8

3.8

3.8

1.1

2.2

1.4

1.8

0.8

1.9

3.8

4.3

5.6

4.2

4.1

3.6

4.6

1.9

0.5

1.4

0.9

0.8

1.1

2.8

1.4

1.8

0.8

1.9

1.6

4.2

2.7

0.8

3.8

7.1

10.9

11.1

5.6

10.8

4.5

8.4

3.8

2.7

4.3

4.2

4.5

2.3

3.8

1.6

2.2

2.8

1.4

1.8

0.8

3.8

7.6

6.7

10.9

11.1

4.2

8.1

7.3

7.6

7.5

13.6

10.0

17.4

19.4

12.2

14.5

12.2

17.0

1.1

3.3

2.8

1.4

0.9

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①欠損補助 ②車両購入（バリアフリー・省エネ以外）

③ターミナル等施設のバリアフリー化 ④バス停上屋・ベンチ・バスシェルター整備

⑤バスセンター整備 ⑥駅前広場整備

⑦駅舎改築（バリアフリー以外） ⑧スクールバス運行

⑨福祉バス運行 ⑩タクシー補助

⑪公共交通利用促進 ⑫その他

⑬不明

①

欠

損

補

助

②車両購

入（バリ

アフリー

・省エネ

以外）

③ターミ

ナル等施

設のバリ

アフリー

化

④バス停

上屋・ベ

ンチ・バ

スシェル

ター整備

⑤

バス

セン

ター

整備

⑥

駅

前

広

場

整

備

⑦駅舎

改築

（バリ

アフ

リー

以外）

⑧

スク

ール

バス

運行

⑨

福

祉

バ

ス

運

行

⑩

タ

ク

シ
ー

補

助

⑪

公共

交通

利用

促進

⑫

そ

の

他

⑬

不

明

総

計

■総計　　　　　　　　　 100 7 2 7 1 2 3 13 5 3 14 25 2 184

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 24 2 3 1 30

b)１万人以上～３万人未満 19 3 1 2 5 2 1 5 8 46

c)３万人以上～５万人未満 22 2 2 1 4 4 1 36

d)５万人以上 35 2 1 3 1 1 3 4 3 2 3 14 72

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 41 5 3 8 1 6 9 1 74

b)過疎地域以外 59 2 2 4 1 2 3 5 5 2 8 16 1 110

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 73 5 1 6 1 1 1 11 3 1 10 16 2 131

b)高齢化率九州平均未満 27 2 1 1 1 2 2 2 2 4 9 53
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３）補助率について 

○全体でみると、「③補助額 50％」のケースが最も多い。 

○人口規模別にみると、人口 1万人未満の市町村では、補助率 50％未満の割合が比較的高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■交通関連の補助率について（n=136）

※不明を除く

26.5

38.1

20.0

22.2

28.3

21.6

29.4

26.3

26.8

19.1

19.0

17.1

22.2

18.9

15.7

21.2

16.8

24.4

39.0

28.6

48.6

37.0

37.7

49.0

32.9

38.9

39.0

15.4

14.3

14.3

18.5

15.1

13.7

16.5

17.9

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①20％未満 ②20％以上～50％未満 ③50％ ④50％より大

①20％未満 ②20％以上～50％未満 ③50％ ④50％より大 ⑤不明 総計

■総計　　　　　　　　　 36 26 53 21 48 184

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 8 4 6 3 9 30

b)１万人以上～３万人未満 7 6 17 5 11 46

c)３万人以上～５万人未満 6 6 10 5 9 36

d)５万人以上 15 10 20 8 19 72

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 11 8 25 7 23 74

b)過疎地域以外 25 18 28 14 25 110

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 25 16 37 17 36 131

b)高齢化率九州平均未満 11 10 16 4 12 53
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４）国や県から受けた交通関連補助額について 

○全体でみると、補助額「①200 万円未満」のケースが多く、全体の６割以上は「500 万円未

満（①＋②）」の補助額となっている。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて、1,000 万円以上の比較的額が大きい

補助の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■国や県から受けた交通関連補助額について（n=184）

31.0

30.0

37.0

27.8

29.2

25.7

34.5

32.8

26.4

30.4

36.7

34.8

33.3

23.6

39.2

24.5

33.6

22.6

14.7

26.7

10.9

16.7

11.1

14.9

14.5

15.3

13.2

16.3

17.4

19.4

20.8

17.6

15.5

16.0

17.0

7.6

6.7

2.8

15.3

2.7

10.9

2.3

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①200万円未満 ②200万円以上～500万円未満 ③500万円以上～1,000万円未満

④1,000万円以上～3,000万円未満 ⑤3,000万円以上

①200

万円未満

②200万円以上

～500万円未満

③500万円以上

～1,000万円未満

④1,000万円以上

～3,000万円未満

⑤3,000

万円以上
総計

■総計　　　　　　　　　 57 56 27 30 14 184

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 9 11 8 2 30

b)１万人以上～３万人未満 17 16 5 8 46

c)３万人以上～５万人未満 10 12 6 7 1 36

d)５万人以上 21 17 8 15 11 72

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 19 29 11 13 2 74

b)過疎地域以外 38 27 16 17 12 110

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 43 44 20 21 3 131

b)高齢化率九州平均未満 14 12 7 9 11 53
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【問２ 地域公共交通に対する施策の取り組み状況について】 

（１）公共交通担当者数について 

１）専任担当者数について 

○公共交通関連業務について、専任担当者を配置している市町村の割合は、全体でみると 16.8％

となっており、専任担当者を配置している市町村は少ない。 

○人口規模別にみると、人口５万人以上の市町村では専任担当者を配置している割合が約４割

と比較的高い。 

 

  

■公共交通等の専任担当者数について（n=173）

8.1

7.5

1.8

12.1

14.0

7.6

8.5

8.3

7.5

8.7

5.0

6.1

25.6

3.8

12.8

5.3

20.0

83.2

87.5

98.2

81.8

60.5

88.6

78.7

86.5

72.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①1人 ②2人以上 ③専任担当者なし

①1人 ②2人以上 ③専任担当者なし 総計

■総計　　　　　　　　　 14 15 144 173

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 3 2 35 40

b)１万人以上～３万人未満 1 56 57

c)３万人以上～５万人未満 4 2 27 33

d)５万人以上 6 11 26 43

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 6 3 70 79

b)過疎地域以外 8 12 74 94

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 11 7 115 133

b)高齢化率九州平均未満 3 8 29 40
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２）兼任担当者数について 

○公共交通関連業務の兼任担当者数を全体でみると、半数は「①1 人」のみの配置となってお

り、約４割が２人以上の複数人配置となっている。 

※「④兼任担当者なし」の 16市町村にはすべて専任担当者が配置されている。 

 

 

 

  

■公共交通等の兼任担当者数について（n=173）

50.3

67.5

54.4

42.4

34.9

54.4

46.8

53.4

40.0

28.9

17.5

36.8

42.4

18.6

29.1

28.7

29.3

27.5

11.6

12.5

7.0

3.0

23.3

10.1

12.8

9.0

20.0

9.2

2.5

1.8

12.1

23.3

6.3

11.7

8.3

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①1人 ②2人 ③3人以上 ④兼任担当者なし

①1人 ②2人 ③3人以上 ④兼任担当者なし 総計

■総計　　　　　　　　　 87 50 20 16 173

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 27 7 5 1 40

b)１万人以上～３万人未満 31 21 4 1 57

c)３万人以上～５万人未満 14 14 1 4 33

d)５万人以上 15 8 10 10 43

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 43 23 8 5 79

b)過疎地域以外 44 27 12 11 94

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 71 39 12 11 133

b)高齢化率九州平均未満 16 11 8 5 40
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３）担当者数の推移について 

【専任担当者数】 

○近年、専任担当者を配置している市町村の割合は、横ばい状態にある。 

【兼任担当者数】 

○兼任担当者数については、平成 28年度調査は、前回調査に比べて「①1人」の割合が低く、

複数人の割合が高くなっている。 

 

            

 

            

■専任担当者数の推移について

11.3

10.5

10.0

8.1

8.1

9.1

9.0

6.3

7.6

8.7

79.7

80.5

83.7

84.3

83.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23年度調査

H24年度調査

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査

①1人 ②2人以上 ③専任担当者なし

①1人 ②2人以上 ③専任担当者なし 総計

H23年度調査 26 21 184 231

H24年度調査 22 19 169 210

H25年度調査 22 14 185 221

H26年度調査 16 15 167 198

H28年度調査 14 15 144 173

■兼任担当者数の推移について

48.1

42.9

50.7

52.5

50.3

28.6

30.0

28.5

27.3

28.9

15.2

21.9

12.2

10.6

11.6

8.2

5.2

8.6

9.6

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23年度調査

H24年度調査

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査

①1人 ②2人 ③3人以上 ④兼任担当者なし

①1人 ②2人 ③3人以上 ④兼任担当者なし 総計

H23年度調査 111 66 35 19 231

H24年度調査 90 63 46 11 210

H25年度調査 112 63 27 19 221

H26年度調査 104 54 21 19 198

H28年度調査 87 50 20 16 173
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（２）協議会等の設置の有無について（該当するものを全て選択） 

○平成 28年度調査で「①道路運送法に基づく地域公共交通会議や運営協議会」を設置している

と回答した市町村の割合は 76.3％となっており、その割合は増加傾向にある。 

○平成 28年度調査で「④協議会等を設置していない」と回答した市町村の割合は全体で 13.9％

となっており、平成 25年度から減少傾向にある。 

 

 

   

■協議会等の設置の有無について（H25年度n=221、H26年度n=198、H28年度n=173） （％）

※数字は、各年度nに対する割合

68.3

32.6

31.2

18.1

70.2

35.4

29.8

16.2

76.3

41.0

25.4

13.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①地域公共交通会議や運営協議会を設置

②法定協議会を設置

③その他の任意の会議を設置

④協議会等を設置していない

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査

■協議会等を設置していない市町村について（H25年度n=40、H26年度n=32、H28年度n=24）（％）

※数字は、各年度それぞれのカテゴリー総数に対する割合
（人口１万人未満の場合、総数40に対する割合）　　　

41.7

13.5

14.0

7.1

17.1

19.0

17.5

20.5

31.6

13.4

19.0

5.9

16.5

15.9

14.0

24.4

22.5

17.5

12.1

2.3

12.7

14.9

10.5

25.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査

H25年度

調査

H26年度

調査

H28年度

調査

①地域公共交通会議や運営協議会を設置 151 139 132

②法定協議会を設置 72 70 71

③その他の任意の会議を設置 69 59 44

④協議会等を設置していない 40 32 24

市町村数 221 198 173

H25年度

調査

H26年度

調査

H28年度

調査

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 20 12 9

b)１万人以上～３万人未満 10 9 10

c)３万人以上～５万人未満 6 8 4

d)５万人以上 4 3 1

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 18 15 10

b)過疎地域以外 22 17 14

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 31 22 14

b)高齢化率九州平均未満 9 10 10
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（３）公共交通の取り組みを進める上での課題について 

（該当する課題を全て選択、特に重要な課題を１つ選択） 

○公共交通の取り組みを進める上での課題については、専任担当者を配置していない市町村が

多いこともあり、「④専門部署がない、または担当職員が不足している」ことが「特に重要」

な課題であると回答した市町村が最も多い。また、「重要」もあわせると、全体の 64.7％の市

町村が課題であると回答している。 

○次いで、「⑦財源が不足している」が多く、半数以上の市町村が課題であると回答している。 

○「②-4 住民の当事者意識が低く、利用促進・周知活動などに協力が得られない」「①-6 自治

体が赤字補填しているため、事業者の経営改善努力が不足している」など、住民や事業者の

意識改善が課題であるという回答も多くなっている。 

 

  

■公共交通の取り組みを進める上での課題について（n=173）

※【　】内の数字は「特に重要＋重要」の総数（173）に対する割合

1

10

10

3

22

3

26

2

5

4

2

54

4

3

24

5

11

6

30

31

37

2

40

16

15

8

44

18

2

13

17

15

58

29

44

63

30

3

0 20 40 60 80 100 120

①交通事業者の協力不足

1)鉄軌道導入・延伸時の事業者との調整難航【 4.0％】

2)ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ等導入時の事業者との調整難航【23.1％】

3)既存路線ﾈｯﾄﾜｰｸ再編時の事業者との調整難航【23.7％】

4)事業者からの情報提供が不十分【23.1％】

5)合意・協議内容の事後破棄【 1.2％】

6)事業者の経営改善努力の不足【35.8％】

②市民・住民、利用者の理解・協力不足

1)地域公共交通体系変更への理解・協力不足【11.0％】

2)運行本数等の見直しに対する理解・協力不足【 8.7％】

3)運賃又は制度見直しに対する理解・協力不足【 4.6％】

4)住民の当事者意識の不足【40.5％】

5)活動に対する住民の協力不足【11.6％】

6)その他【 1.2％】

③市町村内部の連携・理解不足

1)予算措置への理解不足【10.4％】

2)異なる部署間の連携不足【12.1％】

3)市町村の重要施策との位置づけ不足【 9.8％】

④専門部署の不足、担当職員の不足 【64.7％】

⑤相談相手の不足 【19.1％】

⑥地域公共交通関連情報の不足 【27.2％】

⑦財源不足 【50.3％】

⑧どのように取り組んでよいかわからない 【20.2％】

⑨その他 【 1.7％】

⑩特に課題はない 【 6.4％】
特に重要 重要
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（４）異なる部署間の連携状況について 

（該当するものを全て選択、特に不足しているものを１つ選択） 

○全体的には、「⑭特に連携不足はない」という回答が最も多い。 

○「④福祉関連部署（高齢者関連）」との連携が「特に不足」しているという回答が最も多く、

「不足」しているという回答も含めると、３割以上の市町村が連携不足と認識している。 

○福祉関連部署については、「⑤福祉関連部署（高齢者関連以外）」との連携不足という回答も

多く、２割以上となっている。 

○「⑥教育関連部署」「⑦観光関連部署」との連携不足という回答も多い。 

 

  

■異なる部署間の連携状況について（n=173）

※【　】内の数字は「特に不足＋不足」の総数（173）に対する割合

3

9

6

20

1

3

8

2

1

3

6

19

7

34

34

31

27

7

11

15

8

3

5

79

0 20 40 60 80

①交通関連部署との連携不足【 5.2％】

②都市計画関連部署との連携不足【16.2％】

③総務・企画関連部署との連携不足【 7.5％】

④福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足【31.2％】

⑤福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携不足【20.2％】

⑥教育関連部署との連携不足【19.7％】

⑦観光関連部署との連携不足【20.2％】

⑧農業・産業関連部署との連携不足【 4.0％】

⑨財政関連部署との連携不足【 7.5％】

⑩道路関連部署との連携不足【 8.7％】

⑪環境関連部署との連携不足【 5.2％】

⑫区役所・出張所など出先機関との連携不足【 3.5％】

⑬その他の部署との連携不足【 2.9％】

⑭特に連携不足はない【45.7％】

特に不足

不足
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（５）人材確保に有効な取り組みについて（特に有効を１つ、有効を２つ選択） 

○担当職員等の人材確保を進めるために「特に有効」な取り組みとしては、「②交通事業者から

市町村へ出向してもらい、交通に関する専門的な人材を確保するとともに、人材交流・育成

を進める」という回答が最も多い。 

○一方で、「特に有効＋有効」な取り組みとしては、「①大学など教育機関と連携することで専

門的な人材を確保する」という回答が最も多い。 

○④、⑤の選択肢についても、約３分の１の市町村が有効と回答している。 

 

  

■人材確保に有効な取り組みについて（n=173）

※【　】内の数字は「特に有効＋有効」の総数（173）に対する割合

33

35

4

19

11

49

45

40

42

46

9

35

0 20 40 60 80 100

特に有効

有効
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（６）日頃から相談する相手について（該当するものを全て選択） 

○市町村が地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、日頃から相談している相

手は、平成 25・26、28 年度調査すべてで「①交通事業者（協会等含む）」「②他の市区町村の

担当者」「③県の担当者」「④運輸局又は運輸支局の担当者」と回答した市町村が多く、以上の

４主体が主な相談相手となっている。 

 

              

  

■日常的に相談する相手について（H25年度n=221、H26年度n=198、H28年度n=173） （％）

※数字は、各年度nに対する割合

71.9

61.5

53.8

60.6

5.9

12.2

15.8

3.2

10.0

3.2

65.7

55.6

47.0

60.6

2.0

10.1

13.1

3.0

3.5

3.0

69.9

56.1

54.3

66.5

0.6

13.9

16.8

0.6

4.0

4.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

①交通事業者（協会等含む）

②他の市町村の担当者

③県の担当者

④運輸局または運輸支局の担当者

⑤地方整備局の担当者

⑥有識者・学識経験者

⑦コンサルタント

⑧その他

⑨特定の相手がおらず困っている

⑩特に相談する必要はない

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査

H25年度

調査

H26年度

調査

H28年度

調査

①交通事業者（協会等含む） 159 130 121

②他の市町村の担当者 136 110 97

③県の担当者 119 93 94

④運輸局または運輸支局の担当者 134 120 115

⑤地方整備局の担当者 13 4 1

⑥有識者・学識経験者 27 20 24

⑦コンサルタント 35 26 29

⑧その他 7 6 1

⑨特定の相手がおらず困っている 22 7 7

⑩特に相談する必要はない 7 6 7

市町村数 221 198 173
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（７）必要としている情報について（特に必要を１つ、必要を２つ選択） 

○地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、「①国の支援制度の内容」に関する

情報が「特に重要」であると考えている市町村が最も多いが、「⑤計画の立て方（利用者ニー

ズの把握方法、需要予測等、交通計画策定時における調査の方法、効果の検証の方法）」に関

する情報が「特に重要」と考えている市町村も多くなっている。 

○「④他の地域における事例やその成功要因」に関する情報が「重要」であると考えている市町

村も多い。 

 

 

  

■必要としている情報について（H28年度調査）

※【　】内の数字は、「特に重要+重要（合計値）」のn=173に対する割合

50

3

20

20

42

18

1

61

68

27

72

55

40

6

9

1

3

0 50 100 150

①国の支援制度の内容【64.2％】

②県の支援制度の内容【41.0％】

③地域の関係者との合意形成の方法【27.2％】

④他の地域における事例やその成功要因【53.2％】

⑤計画の立て方【56.1％】

⑥各種交通システムのしくみ【33.5％】

⑦どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか【 3.5％】

⑧どのコンサルタントを選べばよいのか【 5.8％】

⑨その他【 0.6％】

⑩特に必要な情報はない【 1.7％】

特に重要

重要

■必要としている情報について（H26年度調査）

※【　】内の数字は、「特に重要+重要（合計値）」のn=198に対する割合

70

13

20

64

8

3

1

67

63

42

68

63

55

6

18

3

5

0 50 100 150

①国の支援制度の内容【69.2％】

②県の支援制度の内容【31.8％】

③地域の関係者との合意形成の方法【27.8％】

④他の地域における事例やその成功要因【44.4％】

⑤計画の立て方【64.1％】

⑥各種交通システムのしくみ【31.8％】

⑦どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか【 4.5％】

⑧どのコンサルタントを選べばよいのか【 9.6％】

⑨その他【 1.5％】

⑩特に必要な情報はない【 2.5％】

特に重要

重要
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【問３ 地域公共交通の取り組み事例について】 

（１）各事例に対する取り組み意向について（該当するものを全て選択） 

○市町村の意向が最も高かった取り組みは「④数値目標を設定し、住民が利用促進を続けなが

ら新しいバス路線を確保維持する取り組み≪福岡市≫」となっている。 

○「①自治会が有価物回収によって公共交通運営経費を確保する取り組み≪大分市≫」「⑥自治

会が主導する運行計画の改善・利用促進の取り組み≪函館市≫」に対する取り組み意向も比

較的高い。 

○地域住民、自治会など、地域の自主的・積極的な活動が一定の成果を上げている事例に対す

る取り組み意向が比較的高い。 

※各事例の詳細ついては P.184～P.195 の事例シートを参照 

 

  

■各事例に対する取り組み意向について（n=173）

※【　】内の数字はn=173に対する割合

37

20

26

42

16

33

14

23

14

10

24

29

20

35

0 10 20 30 40 50

①有価物回収による公共交通運営経費確保【21.4％】

②事業者によるバス停環境整備及び表彰【11.6％】

③買い物支援・見守りサービスの取り組み【15.0％】

④住民の利用促進によるバス路線確保維持【24.3％】

⑤運行収益に応じた補助金支給の取り組み【 9.2％】

⑥自治会主導の運行計画の改善・利用促進【19.1％】

⑦児童・生徒・学生を対象としたＭＭ【8.1％】

⑧数値目標の設定、見直し基準の明確化【13.3％】

⑨住民ボランティアによる交通拠点整備【 8.1％】

⑩住民ボランティアによる交通拠点賑わい創出【5.8％】

⑪行政区域を越えたコミュニティバス運行【13.9％】

⑫バス利用に対する地元商店による特典付与【16.8％】

⑬地元企業と連携したノーマイカーウィーク【11.6％】

⑭取り組みたい事例は特にない【20.2％】
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（２）取り組む上での問題について（特に問題を１つ、問題を２つ選択） 

○「②住民の理解・協力が得られない」という回答が、７事例において問題の第一位、４事例に

おいて問題の第二位に挙げられており、それが「特に問題」であると回答されている事例も

多い。 

○全 13事例の中で、12事例において「⑪取り組み方法が分からない・情報不足」が問題である

との回答がベスト５に含まれている。 

○「⑨予算の確保が難しい」との回答も全 13事例の中で、12事例においてベスト５に含まれて

いるが、それが問題の第一位となっているのは２事例のみとなっている。 

○「⑧新しい取り組みを実施する余力がない」という回答も比較的多い。 

 

 

  

■有価物回収による公共交通運営経費確保≪問題ベスト５≫（n=37）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=37に対する割合

■事業者によるバス停環境整備及び表彰≪問題ベスト５≫（n=20）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=20に対する割合

■買い物支援・見守りサービスの取り組み≪問題ベスト５≫（n=26）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=26に対する割合

14

7

7

2

9

6

5

6

6

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【62.2％】

⑫取り組みの主体を決められない【35.1％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【32.4％】

⑨予算の確保が難しい【21.6％】

①交通事業者の理解・協力が得られない【16.2％】

特に問題

問題

3

5

3

2

3

5

2

4

5

1

0 5 10 15 20 25 30 35

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【40.0％】

②住民の理解・協力が得られない【35.0％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【35.0％】

⑨予算の確保が難しい【35.0％】

①交通事業者の理解・協力が得られない【20.0％】

特に問題

問題

5

6

3

1

3

7

4

4

6

3

0 5 10 15 20 25 30 35

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【46.2％】

①交通事業者の理解・協力が得られない【38.5％】

⑨予算の確保が難しい【26.9％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【26.9％】

⑫取り組みの主体を決められない【23.1％】

特に問題

問題
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■住民の利用促進によるバス路線確保維持≪問題ベスト５≫（n=42）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=42に対する割合

■運行収益に応じた補助金支給の取り組み≪問題ベスト５≫（n=16）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=16に対する割合

■自治会主導の運行計画の改善・利用促進≪問題ベスト５≫（n=33）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=33に対する割合

■児童・生徒・学生を対象としたＭＭ≪問題ベスト６≫（n=14）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=14に対する割合

28

4

4

2

1

7

6

5

7

5

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【83.3％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【23.8％】

⑫取り組みの主体を決められない【21.4％】

⑨予算の確保が難しい【21.4％】

⑦担当できる人材がいない【14.3％】

特に問題

問題

9

4

2

2

3

3

3

3

0 5 10 15 20 25 30 35

①交通事業者の理解・協力が得られない【68.8％】

②住民の理解・協力が得られない【43.8％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【31.3％】

⑨予算の確保が難しい【18.8％】

⑩既存の枠組みを変更できない【18.8％】

特に問題

問題

21

1

4

1

3

5

7

3

6

3

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【78.8％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【24.2％】

①交通事業者の理解・協力が得られない【21.2％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【21.2％】

⑫取り組みの主体を決められない【18.2％】

特に問題

問題

1

3

2

1

1

1

3

1

2

1

1

0 5 10 15 20 25 30 35

③行政内部の理解・協力が得られない【28.6％】

②住民の理解・協力が得られない【21.4％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【21.4％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【21.4％】

⑨予算の確保が難しい【14.3％】

⑫取り組みの主体を決められない【14.3％】

特に問題

問題



 -33- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

 

 

  

■数値目標の設定、見直し基準の明確化≪問題ベスト６≫（n=23）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=23に対する割合

■住民ボランティアによる交通拠点整備≪問題ベスト６≫（n=14）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=14に対する割合

■住民ボランティアによる交通拠点賑わい創出≪問題ベスト５≫（n=10）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=10に対する割合

■行政区域を越えたコミュニティバス運行≪問題ベスト５≫（n=24）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=24に対する割合

7

6

2

1

1

1

5

2

3

4

2

2

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【52.2％】

⑤計画・施策の位置づけが必要【34.8％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【21.7％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【21.7％】

①交通事業者の理解・協力が得られない【13.0％】

⑦担当できる人材がいない【13.0％】

特に問題

問題

6

3

1

1

1

3

2

4

4

1

1

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【64.3％】

⑫取り組みの主体を決められない【35.7％】

⑨予算の確保が難しい【35.7％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【28.6％】

⑤計画・施策の位置づけが必要【14.3％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【14.3％】

特に問題

問題

5

2

1

1

3

2

2

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【60.0％】

⑫取り組みの主体を決められない【30.0％】

⑨予算の確保が難しい【30.0％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【20.0％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【20.0％】

特に問題

問題

3

2

3

3

2

5

4

2

2

3

0 5 10 15 20 25 30 35

⑨予算の確保が難しい【33.3％】

①交通事業者の理解・協力が得られない【25.0％】

⑤計画・施策の位置づけが必要【20.8％】

⑫取り組みの主体を決められない【20.8％】

⑩既存の枠組みを変更できない【20.8％】

特に問題

問題
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■バス利用に対する地元商店による特典付与≪問題ベスト５≫（n=29）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=29に対する割合

■地元企業と連携したノーマイカーウィーク≪問題ベスト５≫（n=20）

※【　】内の数字は「特に問題+問題（合計値）」各事例のn=20に対する割合

4

3

3

4

3

6

5

5

3

3

0 5 10 15 20 25 30 35

⑨予算の確保が難しい【34.5％】

②住民の理解・協力が得られない【27.6％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【27.6％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【24.1％】

⑫取り組みの主体を決められない【20.7％】

特に問題

問題
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1

5

5

4

1

3

0 5 10 15 20 25 30 35

②住民の理解・協力が得られない【60.0％】

⑨予算の確保が難しい【35.0％】

⑧新しい取り組みを実施する余力がない【30.0％】

⑪取り組み方法が分からない・情報不足【25.0％】

⑤計画・施策の位置づけが必要【20.0％】

特に問題

問題
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【問４ 高齢運転者の免許証返納について】（該当するものを全て選択） 

○173 市町村のうち、高齢者の免許証返納に対して何らかの取り組みを実施している市町村は

「72（41.6％）」となっており、取り組みを実施していない市町村が「53」、取り組みは実施し

ていないが今後の実施に向けて検討している市町村は「40」、不明「8」となっている。 

○取り組みの具体的な内容としては、「交通事業者が独自で免許証返納者に対する割引等を実施

している」「免許証返納者に対して、公共交通機関の乗車券・回数券等（ICカード含む）を発

行している」という回答が多い。 

○平成 26年度以前から開始されている取り組みが多い。 

 

 

  

■高齢運転者の免許証返納に対する取り組みについて（n=173）

※【　】内の数字はn=173に対する割合

29

27

19

7

3

3

7

53

40

0 10 20 30 40 50 60

交通事業者が独自で割引等を実施【16.8％】

公共交通機関の乗車券・回数券等の発行【15.6％】

割引運賃が適用される乗車証等の発行【11.0％】

公共交通機関の乗車券以外の特典付与【 4.0％】

補助金の支給【 1.7％】

飲食店等で特典が受けられる取り組み【 1.7％】

その他【 4.0％】

取り組みを実施していない【30.6％】

今後の実施に向けて検討を行っている【23.1％】

■高齢運転者の免許証返納の取り組み開始時期

H26年度以前から H27年度から H28年度から 不明 総数

交通事業者が独自で割引等を実施 24 2 3 29

公共交通機関の乗車券・回数券等の発行 17 1 8 1 27

割引運賃が適用される乗車証等の発行 13 1 3 2 19

公共交通機関の乗車券以外の特典付与 6 1 7

補助金の支給 2 1 3

飲食店等で特典が受けられる取り組み 3 3
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【問５ 交通に関する計画や方針の策定状況について】 

（１）地域公共交通網形成計画等の作成状況について 

１）立地適正化計画の策定について（いずれかを選択） 

○全体でみると、立地適正化計画を策定している（策定中含む）市町村は全体の 9.5％と低く、

「④策定予定なし」の割合が３／４以上と非常に高い。 

○人口５万人以上の市町村では、「③策定検討中」も含めると策定している割合が半数を超えて

おり、人口規模が比較的大きい市町村では策定が進んでいる。 

○また、過疎地域がない市町村、高齢化率が九州平均未満の市町村のほうが、それ以外の市町

村よりも策定している割合が高い。 

 

  

■立地適正化計画の策定について（n=157）

※不明を除く

1.9

7.5

3.4

1.7

2.6

7.6

2.0

3.3

25.0

1.4

12.6

6.7

10.5

14.0

5.4

14.0

10.0

25.0

8.6

18.4

11.8

21.1

76.4

94.6

84.0

86.7

42.5

90.0

65.5

79.8

65.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①策定済み ②策定中 ③策定検討中 ④策定予定なし

①策定済み ②策定中 ③策定検討中 ④策定予定なし ⑤不明 総計

■総計　　　　　　　　　 3 12 22 120 16 173

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 2 35 3 40

b)１万人以上～３万人未満 1 7 42 7 57

c)３万人以上～５万人未満 1 3 26 3 33

d)５万人以上 3 10 10 17 3 43

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 1 6 63 9 79

b)過疎地域以外 3 11 16 57 7 94

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 2 8 14 95 14 133

b)高齢化率九州平均未満 1 4 8 25 2 40
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２）公共交通網形成計画の策定について（いずれかを選択） 

○全体でみると、公共交通網形成計画を策定している（策定中含む）市町村は全体の 33.1％と

全体の約１／３となっているが、「③策定検討中」が約３割見られるため、今後、策定が進む

ものと考えられる。 

○「③策定検討中」も含めると、人口規模が大きくなるにつれて策定している割合が高くなっ

ており、人口５万人以上の市町村ではその割合が 83.7％と高い。 

○地域特性別、高齢化特性別には、人口規模ほど大きな差はみられない。 

 

  

■公共交通網形成計画の策定について（n=169）

※不明を除く

17.2

17.5

9.3

12.5

30.2

14.3

19.6

16.2

20.5

16.0

10.0

11.1

18.8

25.6

15.6

16.3

16.2

15.4

29.6

17.5

37.0

34.4

27.9

32.5

27.2

30.8

25.6

37.3

55.0

42.6

34.4

16.3

37.7

37.0

36.9

38.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①策定済み ②策定中 ③策定検討中 ④策定予定なし

①策定済み ②策定中 ③策定検討中 ④策定予定なし ⑤不明 総計

■総計　　　　　　　　　 29 27 50 63 4 173

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 7 4 7 22 40

b)１万人以上～３万人未満 5 6 20 23 3 57

c)３万人以上～５万人未満 4 6 11 11 1 33

d)５万人以上 13 11 12 7 43

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 11 12 25 29 2 79

b)過疎地域以外 18 15 25 34 2 94

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 21 21 40 48 3 133

b)高齢化率九州平均未満 8 6 10 15 1 40
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（２）交通に関する計画や方針の策定状況について 

１）計画・方針の策定主体について（いずれかを選択） 

○平成 28 年度調査において、交通に関する計画・方針を策定していると回答した市町村は 88

市町村（回答があった 173 市町村の 50.9％）となっており、合計 163 の計画・方針が策定（策

定中含む）されている。 

○策定主体は「①市区町村単独」の割合が 71.2％と最も高く、次いで「③市区町村が参加して

いる協議会」の割合が高くなっており、その２主体が大半を占めている。 

※交通に関する計画・方針とは：都市基本計画や交通基本計画などのマスタープラン、市町村

独自で行っている鉄軌道やバスの維持活性化に関する計画、連携計画や生活交通ネットワー

ク計画等の補助対象事業における計画など。 

 

  

■計画・方針の策定主体について（n=163）

※（　）内の数字は実数

①市区町村単独（116）

71.2%

②複数市区町村（7）

4.3%

③市区町村が参加してい

る協議会（39）

23.9%

④不明（1）

0.6%
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２）計画・方針の策定年度について 

○策定年度は「⑦H28 年度以降（現在策定中）」の計画・方針が多く、全体的に策定年度が新し

い計画・方針が多い。 

 

３）計画・方針の目標年度について 

○計画・方針の目標年度は、「⑥H33 年度以降」と目標年次が 5年後以降の割合が 30.1％と最も

高くなっているが、全体的には、平成 28 年度（今年度）～平成 32 年度までの 5 年以内の計

画が多くなっている。 

 

  

■計画・方針の策定年度について（n=163）

※（　）内の数字は実数

①H22年度以前（30）

18.4%

②H23年度（12）

7.4%
③H24年度（5）

3.1%

④H25年度（22）

13.5%

⑤H26年度（13）

8.0%

⑥H27年度（25）

15.3%

⑦H28年度以降（現在策

定中）（56）

34.4%

■計画・方針の目標年度について（n=163）

※（　）内の数字は実数

①H28年度（今年度）（13）

8.0%

②H29年度（27）

16.6%

③H30年度（14）

8.6%

④H31年度（16）

9.8%
⑤H32年度（26）

16.0%

⑥H33年度以降（49）

30.1%

⑦不明（18）

11.0%
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４）関連している策定内容について（該当するものを全て選択） 

○総計画・方針数は、平成 23年度調査：172、平成 24年度調査：218、平成 25年度調査：247、

平成 26年度：148、平成 28年度調査：163 となっている。 

○すべての調査年度において、「③コミュニティバス・乗合タクシー関連」の内容が記載された

計画・方針が最も多い。年々、掲載されている割合が高くなっており、平成 28年度ではほぼ

すべての計画・方針で掲載されている。 

○次いで「②路線バス関連」の計画・方針が多く、全体的にバス関連の内容が記載されている計

画・方針が多い。 

○「④離島航路関連」計画は、掲載率が低くなる傾向にある。 

 

※平成 26・28年度調査では目標年次の記載を新たに追加しており、目標年次を経過している計

画・方針についてはすべて集計対象外としている。 

 

  

■関連している策定内容について

※各年度、総計画・方針数に対する割合

28.5%

55.8%

70.9%

11.0%

17.4%

13.4%

26.1%

53.7%

73.9%

9.6%

17.4%

13.8%

30.4%

57.9%

79.4%

10.1%

19.4%

10.9%

30.4%

56.8%

83.1%

9.5%

18.9%

8.8%

44.8%

75.5%

95.7%

9.2%

22.7%

16.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①鉄軌道関連

②路線バス関連

③コミュニティバス・乗合タクシー関連

④離島航路関連

⑤バリアフリー関連

⑥その他

H23年度調査

H24年度調査

H25年度調査

H26年度調査

H28年度調査
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【問６ 地域公共交通の状況について】 

（１）コミュニティバス・乗合タクシーの運行状況について 

１）集計項目及び集計対象について 

 

集計対象 n 集計対象 n

2)路線・運行形態について － 路線総数 1,043

3)フリー乗降について － 路線総数 1,043

4)有償・無償について － 路線総数 1,043

5)運行開始時期について － 路線総数 1,043

6)事業区分について 当該市町村総数 129 路線総数 1,043

7)運行段階について － 路線総数 1,043

8)運行の主目的について － 路線総数 1,043

9)前身について － 路線総数 1,043

10)事業の運営主体について － 路線総数 1,043

11)事業の運行主体について － 路線総数 1,043

12)運行事業者との契約状況について － 路線総数 1,043

13)協議会等の設置状況について － 路線総数 1,043

14)使用車両について 当該市町村総数 129 路線総数 1,043

予約型運行（区域型）除く 922

予約型運行（区域型）のみ 121

16)路線キロについて 当該市町村総数 129 予約型運行（区域型）及び不明除く 847

17)年間運行日数について － 不明除く 1,016

18)年間運行回数について 当該市町村総数 129 不明除く 1,029

19)週間運行日数について － 不明除く 1,034

20)週間運行回数について 当該市町村総数 129 不明除く 1,007

21)年間実車走行キロについて 当該市町村総数 129 不明除く 952

22)車両１台あたり年間実車走行キロ

　について
－

年間実車走行キロ及び使用車両台数データの

記入がある路線のみ（11人以上・11人未満車

両を両方使用している路線は除外）

497

356

23)年間総走行キロについて 当該市町村総数 129 不明除く 683

24)始発時間について － 路線総数 1,043

25)終発時間について － 路線総数 1,043

26)利用者制限について － 路線総数 1,043

27)運賃について － 路線総数 1,043

28)割引運賃導入状況について － 路線総数 1,043

29)高齢者運転免許自主返納に対する

　支援について
－ 路線総数 1,043

30)デマンドシステムについて － 不明除く 105

31)年間運行経費について 当該市町村総数 129 不明除く 987

32)路線１kmあたり年間運行経費につ

　いて
－

年間運行経費及び路線キロデータの記入があ

る路線のみ（予約型運行（区域型）除く）
809

33)実車走行１㎞あたり運行経費につ

　いて
－

年間運行経費及び年間実車走行キロデータの

記入がある路線のみ
908

34)総走行１㎞あたり運行経費につい

　て
－

年間運行経費及び年間総走行キロデータの記

入がある路線のみ
646

35)１回あたり運行経費について －
年間運行経費及び年間運行回数データの記入

がある路線のみ
979

36)車両１台あたり年間運行経費につ

　いて
－

年間運行経費及び使用車両台数データの記入

がある路線のみ（11人以上・11人未満車両を

両方使用している路線は除外）

490

385

37)年間運賃収入について 当該市町村総数 129 不明除く 988

38)路線１kmあたり年間運賃収入につ

　いて
－

年間運賃収入及び路線キロデータの記入があ

る路線のみ（予約型運行（区域型）除く）
805

39)実車走行１㎞あたり運賃収入につ

　いて
－

年間運賃収入及び年間実車走行キロデータの

記入がある路線のみ
909

40)総走行１㎞あたり運賃収入につい

　て
－

年間運賃収入及び年間総走行キロデータの記

入がある路線のみ
642

41)１回あたり運賃収入について －
年間運賃収入及び１週間あたり運行回数デー

タの記入がある定時定路線運行路線のみ
981

集計項目
当該市町村別集計 路線別集計

15)所要時間について －
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【数字の補正について】 

①H27 年度に運行開始された路線のデータ修正 

・H27 年度に運行開始された路線については、まだ開始から１年経過していないため、年間データよ

りも数値が低くなることから、運行期間から割り増しして集計を行った（運行期間４ヶ月の場合、

記載されている数値×３：12ヶ月分）。 

②按分化 

≪各市町村によって記入された按分の状況（149 路線）≫ 

・路線単位の数値が不明で、市町村全体もしくは数路線分の合計数値しかない場合、以下の順番に従

い、各市町村の判断による数値の按分を行った。 

1)実車走行キロ……96路線（16市町村） 

2)総利用者数…………37路線（3市町村） 

3)総走行キロ………7路線（1市町村） 

4)その他………………12路線（3市町村）：市町村が定めたルール 

≪合計値のみ記入されていた路線の按分ルール≫ 

・按分されず、数路線分の合計値しか記入されていない数値については、上記の状況をふまえ、以下

の順番で按分を行い、その数値による集計を行った。 

順位 1）実車走行キロによる按分 

順位 2）総利用者数による按分 

順位 3）総走行キロによる按分 

 

  

集計対象 n 集計対象 n

42)車両１台あたり年間運賃収入につ

　いて
－

年間運賃収入及び使用車両台数データの記入

がある路線のみ（11人以上・11人未満車両を

両方使用している路線は除外）

482

394

43)運賃外収入について － 路線総数 1,043

44)年間運行経費のうち年間運賃収入

　が占める割合について
当該市町村総数 129

年間運行経費及び年間運賃収入データの記入

がある路線のみ
949

45)補助金（国・県・市町村・その他

　の補助金合計）の状況について
当該市町村総数 129 補助金なし・不明路線を除く 838

46)補助金の受給先について － 路線総数 1,043

47)H25年度年間乗車人員について 当該市町村総数 129
年間運行乗車人員データの記入がある路線の

み
1,029

48)乗車人員動向について －
２カ年比較…運行開始年度がH22.4以前の路線

のみ
934

－
３カ年比較…運行開始年度がH21.4以前の路線

のみ
875

49)１便あたり平均乗車人員について － 不明除く 1,024

50)車両１台あたり年間乗車人員につ

　いて
－

年間乗車人員及び使用車両台数データの記入

がある路線のみ（11人以上・11人未満車両を

両方使用している路線は除外）

511

406

51)今後の見通しについて － 路線総数 1,043

集計項目
当該市町村別集計 路線別集計
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２）路線・運行形態について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、「定時定路線運行（①＋②）」が 75.6％、「予約型運行（③＋④）」が 21.7％

と定時定路線運行の路線が多い。 

○その中でも「①定時定路線運行（往復型）」の路線が多く、全体の半数以上となっている。 

 

 

 

 

 

■路線形態について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

55.8

47.3

49.2

67.4

53.1

63.5

48.4

56.9

51.2

19.8

20.4

17.6

23.9

18.0

11.6

27.8

17.9

27.9

10.1

19.4

13.6

2.3

11.5

7.3

12.8

8.8

15.4

11.6

10.8

18.4

4.0

13.3

15.5

7.9

13.4

4.0

0.7

2.2

1.2

0.5

0.8

0.6

0.6

1.0

2.0

2.3

3.5

1.4

2.6

2.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①定時定路線運行（往復型） ②定時定路線運行（循環型） ③予約型運行（路線型）

④予約型運行（区域型） ⑤その他 ⑥不明

①定時

定路線運行

（往復型）

②定時

定路線運行

（循環型）

③予約型

運行

（路線型）

④予約型

運行

（区域型）

⑤その他 ⑥不明 総計

■総計　　　　　　　　　 582 207 105 121 7 21 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 44 19 18 10 2 93

b)１万人以上～３万人未満 123 44 34 46 3 250

c)３万人以上～５万人未満 203 72 7 12 7 301

d)５万人以上 212 72 46 53 2 14 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 324 59 37 79 4 7 510

b)過疎地域以外 258 148 68 42 3 14 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 479 151 74 113 5 20 842

b)高齢化率九州平均未満 103 56 31 8 2 1 201



 -44- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３）フリー乗降について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、「①フリー乗降あり」路線が多い。 

○過疎地域が含まれる市町村の路線（以下：過疎路線）や高齢化率九州平均以上市町村の路線

（以下：高齢化路線）ではフリー乗降を導入している路線の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

■フリー乗降について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

59.4

52.7

52.0

73.1

55.4

67.3

52.0

61.9

49.3

40.2

47.3

48.0

25.9

44.4

32.2

47.8

37.8

50.2

0.4

1.0

0.3

0.6

0.2

0.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①フリー乗降あり ②フリー乗降なし ③不明

①フリー

乗降あり

②フリー

乗降なし
③不明 総計

■総計　　　　　　　　　 620 419 4 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 49 44 93

b)１万人以上～３万人未満 130 120 250

c)３万人以上～５万人未満 220 78 3 301

d)５万人以上 221 177 1 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 343 164 3 510

b)過疎地域以外 277 255 1 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 521 318 3 842

b)高齢化率九州平均未満 99 101 1 201
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４）有償・無償について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○ほとんどの路線が「①有償」にて運行されている。 

 

 

 

 

 

■有償・無償について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

97.1

94.6

96.8

98.0

97.2

96.5

97.7

97.3

96.5

2.8

5.4

3.2

2.0

2.5

3.5

2.1

2.7

3.0

0.1

0.3

0.2

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①有償 ②無償 ③不明

①有償 ②無償 ③不明 総計

■総計　　　　　　　　　 1,013 29 1 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 88 5 93

b)１万人以上～３万人未満 242 8 250

c)３万人以上～５万人未満 295 6 301

d)５万人以上 388 10 1 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 492 18 510

b)過疎地域以外 521 11 1 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 819 23 842

b)高齢化率九州平均未満 194 6 1 201
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

５）運行開始時期について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、H23 年度～H27 年度の最近５年間の間に運行開始された路線の割合が 34.8％

となっており、その前の５年間に該当する「②H18～H22 年度」の割合 37.5％とほぼ同じ割

合となっている。 

○過疎路線、高齢化路線では、「②H18～H22 年度」の間に運行開始された路線の割合が高い。 

 

 

 

 

 

■運行開始時期について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

25.2

15.1

21.2

18.9

34.8

13.5

36.4

22.2

37.8

37.5

54.8

36.4

41.9

30.8

52.2

23.5

43.0

14.4

8.7

9.7

14.4

8.6

5.0

13.1

4.5

9.7

4.5

10.9

1.1

12.4

9.3

13.5

4.5

17.1

9.4

17.4

5.1

2.2

7.6

3.3

5.5

4.7

5.4

4.2

9.0

5.8

8.6

4.0

4.7

7.0

5.3

6.2

4.4

11.4

4.3

6.5

2.8

6.3

3.3

3.9

4.7

4.0

5.5

2.5

2.2

1.2

7.0

2.7

2.3

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①H17年度以前 ②H18～H22年度 ③H23年度 ④H24年度

⑤H25年度 ⑥H26年度 ⑦H27年度 ⑧不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

H17年度

以前

H18～

H22年度

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度
不明

■総計　　　　　　　　　 263 391 91 114 53 60 45 26 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 14 51 9 1 2 8 6 2 93

b)１万人以上～３万人未満 53 91 36 31 19 10 7 3 250

c)３万人以上～５万人未満 57 126 26 28 10 14 19 21 301

d)５万人以上 139 123 20 54 22 28 13 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 69 266 67 23 24 27 20 14 510

b)過疎地域以外 194 125 24 91 29 33 25 12 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 187 362 82 79 35 37 34 26 842

b)高齢化率九州平均未満 76 29 9 35 18 23 11 201

総計
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

６）事業区分について（いずれかを選択） 

【当該市町村別集計】 

○全体でみると、「①法４条路線定期運行」を実施している市町村が最も多く、次いで「⑤法

７８条市町村運営有償運送（交通空白輸送）」が多い。 

 

 

■事業区分別市町村数

路線

数

導入

市町村

数

総市町村

数173に対

する割合

コミバス

導入市町村

数129に

対する割合

①法４条に基づく「路線定期運行」 624 85 49% 66%

②法４条に基づく「路線不定期運行」 44 12 7% 9%

③法４条に基づく「区域運行」 147 38 22% 29%

④法４条に基づく「市町村借上げ無料バス」等 16 5 3% 4%

⑤法７８条に基づく「市町村運営有償運送（交通空白輸送）」 194 26 15% 20%

⑥法７８条に基づく「市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）」 1 1 1% 1%

⑦法７８条に基づく「過疎地有償運送」 2 2 1% 2%

⑧法７８条に基づく「福祉有償運送」

⑨法２１条に基づく乗合輸送許可 9 3 2% 2%

⑩①～⑨以外 6 2 1% 2%

全路線　総計 1,043 129 75% 100%

※導入市町村数は重複があるため、その合計は、全路線総計(129）とは一致しない

※「総市町村数173」はアンケートに回答があった市町村の総数

■定時定路線運行路線

路線

数

導入

市町村

数

総市町村

数173に対

する割合

コミバス

導入市町村

数129に

対する割合

定時定路線

運行市町村数

107に対する

割合

定時定路線運行路線　総計 789 107 62% 83% 100%

　うち①法４条に基づく「路線定期運行」 580 79 46% 61% 74%

　うち⑤法７８条に基づく「市町村運営有償運送（交通空白輸送）」 171 23 13% 18% 21%

■予約型運行路線（路線型）

路線

数

導入

市町村

数

総市町村

数173に対

する割合

コミバス

導入市町村

数129に

対する割合

予約型運行

（路線型）

市町村数17

に対する割合

予約型運行（路線型・区域型）路線　総数 105 17 10% 13% 100%

　うち②法４条に基づく「路線不定期運行」 33 7 4% 5% 41%

　うち⑥法７８条に基づく「市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）」 0 0 0% 0% 0%

■予約型運行路線（区域型）

路線

数

導入

市町村

数

総市町村

数173に対

する割合

コミバス

導入市町村

数129に

対する割合

予約型運行

（区域型）

市町村数37

に対する割合

予約型運行（路線型・区域型）路線　総数 121 37 21% 29% 100%

　うち③法４条に基づく「区域運行」 112 34 20% 26% 92%

　うち⑥法７８条に基づく「市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）」 1 1 1% 1% 3%
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、約６割は「①法４条路線定期運行」となっている。 

○人口規模別にみると、人口１万人未満市町村の路線では、「①法４条路線定期運行」よりも

「⑤法７８条に基づく「市町村運営有償運送（交通空白輸送）」」の割合が高い。 

○過疎路線、高齢化路線では、「③法４条区域運行」及び「⑤法７８条市町村運営有償運送（交

通空白輸送）」の割合がそれ以外の路線よりも高い。 

 

 

 

  

■事業区分について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

59.8

35.5

58.0

67.1

61.2

53.5

65.9

57.6

69.2

4.2

10.8

2.0

2.3

5.5

3.1

5.3

3.3

8.0

14.1

10.8

20.0

4.7

18.3

15.3

12.9

14.6

11.9

1.5

0.4

4.7

0.3

2.0

1.1

1.3

2.5

18.6

41.9

16.8

18.3

14.5

23.7

13.7

21.0

8.5

0.9

1.1

2.7

0.8

0.9

1.1

0.9

2.8

0.3

0.3

1.6

0.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①法４条に基づく「路線定期運行」 ②法４条に基づく「路線不定期運行」

③法４条に基づく「区域運行」 ④法４条に基づく「市町村借上げ無料バス」等

⑤法７８条に基づく「市町村運営有償運送（交通空白輸送）」 ⑨法２１条に基づく乗合輸送許可

その他・不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩ 総計

■総計　　　　　　　　　 624 44 147 16 194 1 2 9 6 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 33 10 10 39 1 93

b)１万人以上～３万人未満 145 5 50 1 42 1 6 250

c)３万人以上～５万人未満 202 7 14 14 55 1 8 301

d)５万人以上 244 22 73 1 58 1 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 273 16 78 10 121 2 4 6 510

b)過疎地域以外 351 28 69 6 73 1 5 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 485 28 123 11 177 1 2 9 6 842

b)高齢化率九州平均未満 139 16 24 5 17 201

①法４条に基づく「路線定期運行」 ⑥法７８条に基づく「市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）」

②法４条に基づく「路線不定期運行」 ⑦法７８条に基づく「過疎地有償運送」

③法４条に基づく「区域運行」 ⑧法７８条に基づく「福祉有償運送」

④法４条に基づく「市町村借上げ無料バス」等 ⑨法２１条に基づく乗合輸送許可

⑤法７８条に基づく「市町村運営有償運送（交通空白輸送）」 ⑩①～⑨以外
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

７）運行段階について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、「②本格運行段階」にある路線が多い。 

○人口規模別にみると、人口３万人以上～５万人未満市町村の路線では、「①実証運行段階」

路線の割合が比較的高い。 

 

 

 

 

 

■運行段階について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

10.5

2.2

14.8

17.6

4.3

15.1

6.0

12.7

1.0

88.6

88.2

84.8

82.4

95.7

82.9

94.0

86.1

99.0

1.0

9.7

0.4

2.0

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①実証運行段階 ②本格運行段階 ③不明

①実証運行段階 ②本格運行段階 ③不明 総計

■総計　　　　　　　　　 109 924 10 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 2 82 9 93

b)１万人以上～３万人未満 37 212 1 250

c)３万人以上～５万人未満 53 248 301

d)５万人以上 17 382 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 77 423 10 510

b)過疎地域以外 32 501 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 107 725 10 842

b)高齢化率九州平均未満 2 199 201
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

８）運行の主目的について（２つまで選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○運行の主目的として最も多いものは「④買い物」、次いで「③通院」となっており、ともに

全体の９割以上に該当している。 

○「通院」「買い物」を主目的として運行するケースが標準的と見られる。 

 

 

 

９）前身について（該当するものを全て選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「混乗化」が 49路線、「移管」が 153 路線となっており、全体的には混乗化よりも移管によ

るケースが多い。 

○現在運行されているコミュニティバス・乗合タクシーの前身については、「⑥福祉バスから

移管」されたケースが最も多く、次いで「⑧企業バスから移管」されたケースが多い。 

 

 

 

■運行の主目的について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

27

123

940

955

32

18

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

①通 勤【 2.6％】

②通 学【11.8％】

③通 院【90.1％】

④買い物【91.6％】

⑤観 光【 3.1％】

⑥その他【 1.7％】

■前身について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

15

16

34

72

65

15

0 10 20 30 40 50 60 70 80

①スクールバス混乗化【1.4％】

②スクールバス移管【1.5％】

③病院バス混乗化【0.0％】

④病院バス移管【0.0％】

⑤福祉バス混乗化【3.3％】

⑥福祉バス移管【6.9％】

⑦企業バス混乗化【0.0％】

⑧企業バス移管【6.2％】

⑨その他【1.4％】
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①自市町村 970

②他市町村 1

③第３セクター 2

④非営利団体 4

⑤住民等 20

⑥その他 40

⑦不明 6

総計 1,043

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１０）事業の運営主体について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○事業の運営主体は「①自市町村」という路線が最も多い。 

 

 

 

１１）事業の運行主体について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○事業の運行主体は「③民間事業者」という路線が最も多い。 

 

 

 

  

■事業の運営主体について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①自市町

村

93.0%

②他市町

村

0.1%

③第３セク

ター

0.2%

④非営利

団体

0.4%

⑤住民等

1.9%
⑥その他

3.8%

⑦不明

0.6%

■事業の運行主体について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①自市町

村

8.1%

②他市町

村

1.0%

③民間事

業者

87.9%

④第３セク

ター

0.2%

⑤非営利

団体

1.9%

⑥その他

0.7% ⑦不明

0.2%

①自市町村 85

②他市町村 10

③民間事業者 917

④第３セクター 2

⑤非営利団体 20

⑥その他 7

⑦不明 2

総計 1,043
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１２）運行事業者との契約状況について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「②委託（協定等を締結した上での運行補助金の支給などを含む）」によって運行事業者と

契約しているという路線が最も多い。 

 

 

 

１３）協議会等の設置状況について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「①地域公共交通会議」を設置しているという路線が最も多く、「③法定協議会」と両方を

設置している路線も含めると、全体の 86.6％の路線で設置されている。 

 

 

 

 

■運行事業者との契約状況について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①自主運

行

2.1%

②委託・協

定等の締

結・運行補
助金支給

96.7%

③指定管

理者

1.2%

■協議会等の設置状況について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

531

17

67

18

372

38

0 100 200 300 400 500 600

①地域公共交通会議【50.9％】

②運営協議会【 1.6％】

③法定協議会【 6.4％】

④その他の任意会議【 1.7％】

⑤「①」及び「③」【35.7％】

⑥設置していない【 3.6％】

①自主運行 22

②委託・協定等の締結・運行補助金支給 1,009

③指定管理者 12

総計 1,043
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１４）使用車両について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、定員 11人以上の車両を使用している市町村が多い。 

○定員 11人以上・11人未満ともに、複数台の車両で運行を実施している市町村が多い。 

 

  

 

  

 

 

 

■使用車両台数：定員11人以上（n=129）

①1台

10.1%

②2台

7.8%

③3台

4.7%

④4・5台

15.5%

⑤6～10台

18.6%

⑥11台以上

17.1%

⑦なし・不明

26.4%

■使用車両台数：定員11人未満（n=129）

①1台

10.9%

②2台

10.9%

③3台

3.9%

④4・5台

10.1%

⑤6～10台

10.1%

⑥11台以上

19.4%

⑦なし・不明

34.9%

①1台 13

②2台 10

③3台 6

④4・5台 20

⑤6～10台 24

⑥11台以上 22

⑦なし・不明 34

総計 129

平均値：台 8.7

※平均値はなし・不明を除く

①1台 14

②2台 14

③3台 5

④4・5台 13

⑤6～10台 13

⑥11台以上 25

⑦なし・不明 45

総計 129

平均値：台 9.4

※平均値はなし・不明を除く
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○定員 11人以上車両の使用台数を全体でみると、平均値は 1.51 台となっているが、実際には

1台以下の台数で運行されている路線が多い。 

○予約型運行の場合は、定員 11人以上車両を使用している路線の割合は低い。 

※1台で複数路線を運行している場合は、按分ルールに基づいて使用台数を按分している（平

均値等が 1台以下の数字になる可能性あり）。 

 

  

■定員11人以上車両の使用台数について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

40.8

54.8

41.6

29.2

45.9

36.7

44.8

36.0

61.2

51.7

44.0

11.4

1.7

42.4

38.9

11.9

10.8

8.8

18.3

9.3

9.0

14.6

13.2

6.5

9.5

30.4

1.9

3.3

6.3

20.3

47.3

34.4

49.6

52.5

44.9

54.3

40.5

50.8

32.3

38.8

25.6

86.7

95.0

51.3

40.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①1台以下 ②1台～ ③なし・不明

①1台以下 ②1台～ ③なし・不明 総計 平均値：台

■総計　　　　　　　　　 426 124 493 1,043 1.51

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 51 10 32 93 1.30

b)１万人以上～３万人未満 104 22 124 250 1.23

c)３万人以上～５万人未満 88 55 158 301 2.09

d)５万人以上 183 37 179 399 1.35

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 187 46 277 510 1.42

b)過疎地域以外 239 78 216 533 1.58

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 303 111 428 842 1.59

b)高齢化率九州平均未満 123 13 65 201 1.27

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 301 55 226 582 1.32

b)定時定路線運行（循環型） 91 63 53 207 1.94

c)予約型運行（路線型） 12 2 91 105 1.47

d)予約型運行（区域型） 2 4 115 121 3.50

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 263 39 318 620 1.23

b)フリー乗降なし 163 85 171 419 1.85

※平均値は不明を除く
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○11人未満車両を使用している路線の平均値は11人以上車両の平均値に比べてやや高くなっ

ている。 

○予約型運行では、11 人未満車両を使用している路線が多く、定時定路線運行に比べて複数

台で運行している路線の割合が高い。 

 

  

■定員11人未満車両の使用台数について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

31.0

18.3

37.2

30.9

30.1

34.3

27.8

35.4

12.4

28.7

18.4

42.9

55.4

37.9

20.0

11.7

15.1

8.0

15.6

10.3

11.4

12.0

12.0

10.4

6.7

5.3

30.5

31.4

10.6

13.4

57.3

66.7

54.8

53.5

59.6

54.3

60.2

52.6

77.1

64.6

76.3

26.7

13.2

51.5

66.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①1台以下 ②1台～ ③なし・不明

①1台以下 ②1台～ ③なし・不明 総計 平均値：台

■総計　　　　　　　　　 323 122 598 1,043 1.78

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 17 14 62 93 2.32

b)１万人以上～３万人未満 93 20 137 250 1.73

c)３万人以上～５万人未満 93 47 161 301 2.04

d)５万人以上 120 41 238 399 1.48

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 175 58 277 510 1.94

b)過疎地域以外 148 64 321 533 1.59

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 298 101 443 842 1.68

b)高齢化率九州平均未満 25 21 155 201 2.59

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 167 39 376 582 1.39

b)定時定路線運行（循環型） 38 11 158 207 1.24

c)予約型運行（路線型） 45 32 28 105 1.96

d)予約型運行（区域型） 67 38 16 121 2.68

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 235 66 319 620 1.56

b)フリー乗降なし 84 56 279 419 2.26

※平均値は不明を除く
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○運行に使用している車両の所有形態については、「⑤運行事業者所有」によるものが 67.8％

と２／３以上を占めている。 

○「②市町村が所有し、運行事業者に無償貸与」している路線は 29.9％と全体の３割を占め

ている。 

 

  

■使用車両の所有形態について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①市町村

所有（運行

事業者へ
有償貸与）

0.1%

②市町村

所有（運行

事業者へ
無償貸与）

29.9%

③その他の

運営主体

所有（運行
事業者へ

有償貸与）

1.0%

⑤運行事

業者所有

67.8%

⑥その他

1.2%

⑦不明

0.1%

①市町村所有（運行事業者へ有償貸与） 1

②市町村所有（運行事業者へ無償貸与） 312

③その他の運営主体所有（運行事業者へ有償貸与） 10

④その他の運営主体所有（運行事業者へ無償貸与）

⑤運行事業者所有 707

⑥その他 12

⑦不明 1

総計 1,043
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１５）所要時間について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、所要時間「③30～39分」の路線が最も多く、次いで「②20～29分」「④40～

49分」の路線が多く、所要時間の平均値は 41分となっている。 

○地域特性別、高齢化特性別では、平均値に差はほとんど見られない。 

 

  

■所要時間について（n=922）：路線別集計（一路線あたりの数値）

10.4

1.2

11.8

8.0

13.9

5.6

14.7

10.4

10.4

8.4

9.2

21.0

6.1

16.8

17.4

9.6

20.6

21.8

13.6

19.0

15.9

17.7

16.1

19.4

6.3

29.5

14.7

21.3

19.8

21.7

24.0

26.0

11.8

23.2

16.9

21.1

15.0

22.7

15.0

11.4

21.7

17.3

16.6

12.0

12.3

22.8

15.0

15.1

17.9

16.3

17.6

16.3

23.7

3.8

19.1

13.0

11.5

15.7

6.9

12.5

12.4

9.0

13.6

10.0

17.1

11.3

16.9

1.9

12.1

10.6

15.1

15.7

21.6

9.0

16.2

14.8

15.3

14.7

16.6

13.9

27.1

1.0

15.4

14.4

9.2

24.1

2.9

17.1

13.2

5.7

9.7

7.3

7.9

1.9

31.4

11.0

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①20分未満 ②20～29分 ③30～39分 ④40～49分 ⑤50～59分 ⑥60分以上 ⑦不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

20分

未満

20～

29分

30～

39分

40～

49分

50～

59分

60分

以上
不明

■総計　　　　　　　　　 96 160 183 153 106 139 85 922 41

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 1 8 18 10 13 13 20 83 47

b)１万人以上～３万人未満 24 42 49 25 14 44 6 204 43

c)３万人以上～５万人未満 23 63 75 66 36 26 289 39

d)５万人以上 48 47 41 52 43 56 59 346 42

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 24 82 100 65 39 64 57 431 43

b)過疎地域以外 72 78 83 88 67 75 28 491 41

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 76 129 154 119 73 107 71 729 41

b)高齢化率九州平均未満 20 31 29 34 33 32 14 193 42

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 49 113 132 95 66 81 46 582 41

b)定時定路線運行（循環型） 19 13 31 49 35 56 4 207 50

c)予約型運行（路線型） 22 31 12 4 2 1 33 105 25

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 33 80 118 104 66 84 60 545 43

b)フリー乗降なし 63 80 65 49 40 54 25 376 39

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：分
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○予約型運行（区域型）の１日のサービス時間は、「①４時間未満」の割合が最も高い。 

○１日のサービス平均時間は約４時間となっている。 

 

 

 

 

 

 

■区域運行の１日のサービス時間について（n=121）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①4時間未

満

59.5%
②4時間以

上～8時間

未満
16.5%

③8時間以

上

24.0%
①4時間未満 72

②4時間以上～8時間未満 20

③8時間以上 29

総計 121

平均値：時間 4

※平均値は不明を除く
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１６）路線キロについて 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、路線キロの平均値は 159km となっているが、路線キロ「50km 未満（①＋②」

の割合が 27.9％と１／４以上を占めており、平均値より短い路線キロの市町村も多い。 

○過疎地域を抱える市町村のほうが、路線キロ平均値が大きい。 

 

 

 

 

■路線キロについて（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

14.7

23.1

23.1

3.8

7.9

16.9

12.9

14.7

14.8

13.2

15.4

15.4

7.7

13.2

10.2

15.7

11.8

18.5

10.1

11.5

10.3

15.4

5.3

8.5

11.4

9.8

11.1

6.2

7.7

7.7

7.9

3.4

8.6

5.9

7.4

18.6

23.1

17.9

26.9

10.5

20.3

17.1

19.6

14.8

8.5

3.8

7.7

7.7

13.2

11.9

5.7

8.8

7.4

7.0

5.1

11.5

10.5

3.4

10.0

7.8

3.7

11.6

11.5

7.7

15.4

13.2

15.3

8.6

11.8

11.1

10.1

11.5

5.1

3.8

18.4

10.2

10.0

9.8

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①25km未満 ②25km以上～50km未満 ③50km以上～75km未満

④75km以上～100km未満 ⑤100km以上～150km未満 ⑥150km以上～200km未満

⑦200km以上～300km未満 ⑧300km以上 ⑨不明・区域運行

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

25

km

未

満

25km

以上～

50km

未満

50km

以上～

75km

未満

75km

以上～

100km

未満

100km

以上～

150km

未満

150km

以上～

200km

未満

200km

以上～

300km

未満

300

km

以

上

不明

・

区域

運行

■総計　　　　　　　　　 19 17 13 8 24 11 9 15 13 129 159

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 6 4 3 6 1 3 3 26 151

b)１万人以上～３万人未満 9 6 4 3 7 3 2 3 2 39 121

c)３万人以上～５万人未満 1 2 4 2 7 2 3 4 1 26 188

d)５万人以上 3 5 2 3 4 5 4 5 7 38 187

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 10 6 5 2 12 7 2 9 6 59 184

b)過疎地域以外 9 11 8 6 12 4 7 6 7 70 138

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 15 12 10 6 20 9 8 12 10 102 159

b)高齢化率九州平均未満 4 5 3 2 4 2 1 3 3 27 160

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

総

計

平

均

値

：km
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口１万人未満市町村では、比較的路線キロの長い路線の割合が高

く、平均値も 39km と大きい。 

○地域特性別、高齢化特性別、フリー乗降別でみた場合、平均値に大きな差は見られない。 

 

  

■路線キロについて（n=847）：路線別集計（一路線あたりの数値）

19.5

5.5

21.7

17.6

23.3

16.7

21.8

19.6

19.0

18.3

15.2

32.9

13.4

28.4

25.5

19.2

24.2

34.9

18.5

26.0

25.1

26.1

23.2

25.7

24.0

31.6

25.3

25.8

23.6

20.5

22.2

27.3

21.6

24.7

22.7

24.6

19.6

27.0

18.6

14.5

25.7

20.5

12.0

15.1

12.1

7.3

16.0

10.7

13.2

10.8

17.3

13.0

11.3

7.9

13.6

9.7

7.0

12.3

4.0

6.6

8.0

7.3

6.7

6.8

7.7

5.9

12.3

7.9

5.6

5.8

6.8

5.6

3.8

7.7

4.4

6.9

5.6

6.5

4.8

10.3

2.6

6.3

5.0

6.6

20.5

10.1

2.4

4.9

10.2

3.7

6.6

6.5

5.2

8.3

10.5

7.7

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①10km未満 ②10km以上～15km未満 ③15km以上～20km未満 ④20km以上～25km未満

⑤25km以上～30km未満 ⑥30km以上～40km未満 ⑦40km以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10km

未満

10km以上

～

15km未満

15km以上

～

20km未満

20km以上

～

25km未満

25km以上

～

30km未満

30km以上

～

40km未満

40km

以上

■総計　　　　　　　　　 165 216 200 102 59 49 56 847 21

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 4 14 15 11 9 5 15 73 39

b)１万人以上～３万人未満 43 48 44 24 8 11 20 198 21

c)３万人以上～５万人未満 51 101 79 21 19 11 7 289 16

d)５万人以上 67 53 62 46 23 22 14 287 20

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 64 100 95 41 28 17 39 384 23

b)過疎地域以外 101 116 105 61 31 32 17 463 19

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 133 177 167 73 46 38 45 679 20

b)高齢化率九州平均未満 32 39 33 29 13 11 11 168 23

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 99 139 146 70 32 26 28 540 19

b)定時定路線運行（循環型） 31 49 38 23 25 21 17 204 23

c)予約型運行（路線型） 25 24 11 6 2 8 76 23

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 68 128 130 69 40 32 39 506 23

b)フリー乗降なし 97 88 70 33 19 17 17 341 18

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

総計
平均値

：km
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１７）年間運行日数について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、年間運行日数の平均値は 195 日となっており、平均値で見ると年間の半分以

上運行しているということになるが、年間運行日数が「①100 日未満」の路線が 27.4％、

「250 日以上（⑤＋⑥）」の路線が 33.4％とその日数にはややばらつきがみられる。 

○路線・運行形態別にみると、予約型運行のほうが定時定路線運行よりも年間運行日数平均値

が小さい。 

 

 

■年間運行日数について（n=1,016）：路線別集計（一路線あたりの数値）

27.4

27.8

27.6

21.0

32.1

30.4

24.4

27.4

27.2

29.7

6.8

50.6

32.8

33.1

17.9

16.3

2.2

12.2

25.0

15.5

18.7

14.0

15.6

19.6

16.6

20.5

11.8

14.3

21.6

8.1

5.2

1.1

5.7

7.3

4.2

6.4

4.1

5.4

4.3

6.2

3.9

2.4

5.0

7.0

2.5

17.7

27.8

17.1

14.7

18.2

15.7

19.7

18.3

15.2

17.2

18.5

8.2

20.2

15.9

20.7

14.4

22.2

19.5

8.7

13.7

12.7

16.0

15.0

11.4

12.8

17.1

16.5

17.6

12.5

17.4

19.0

18.9

17.9

23.3

16.3

16.1

21.8

18.3

22.3

17.6

33.2

10.6

10.1

9.9

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①100日未満 ②100日～149日 ③150日～199日

④200日～249日 ⑤250日～299日 ⑥300日以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

100日

未満

100日～

149日

150日～

199日

200日～

249日

250日～

299日

300日

以上

■総計　　　　　　　　　 278 166 53 180 146 193 1,016 195

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 25 2 1 25 20 17 90 217

b)１万人以上～３万人未満 68 30 14 42 48 44 246 200

c)３万人以上～５万人未満 63 75 22 44 26 70 300 196

d)５万人以上 122 59 16 69 52 62 380 186

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 153 94 32 79 64 81 503 180

b)過疎地域以外 125 72 21 101 82 112 513 210

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 228 130 45 152 125 152 832 196

b)高齢化率九州平均未満 50 36 8 28 21 41 184 190

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 172 96 36 100 74 102 580 189

b)定時定路線運行（循環型） 14 42 8 38 35 68 205 247

c)予約型運行（路線型） 43 10 2 7 14 9 85 147

d)予約型運行（区域型） 39 17 6 24 21 12 119 175

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 204 133 43 98 77 61 616 166

b)フリー乗降なし 71 32 10 82 69 132 396 241

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：日
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１８）年間運行回数について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間運行回数の平均値は 8,726 回となっているが、「5,000 回未満（①＋②

＋③）」の市町村も比較的多い。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて年間運行回数の平均値も大きくなって

おり、人口５万人以上市町村の平均値は、人口１万人未満市町村の平均値の約５倍となって

いる。 

○過疎地域を抱える市町村、高齢化率が高い市町村のほうが、年間運行回数の平均値が小さ

い。 

 

 

■年間運行回数について（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

7.0

11.5

10.3

3.8

2.6

10.2

4.3

7.8

3.7

18.6

30.8

25.6

15.4

5.3

18.6

18.6

19.6

14.8

20.2

26.9

20.5

15.4

18.4

16.9

22.9

16.7

33.3

26.4

15.4

25.6

38.5

26.3

25.4

27.1

27.5

22.2

17.1

17.9

23.1

23.7

18.6

15.7

18.6

11.1

7.8

3.8

23.7

3.4

11.4

5.9

14.8

3.1

15.4

6.8

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①1千回未満 ②1千回以上～3千回未満 ③3千回以上～5千回未満 ④5千回以上～1万回未満

⑤1万回以上～2万回未満 ⑥2万回以上 ⑦不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

1,000

未満

1,000

以上～

3,000

未満

3,000

以上～

5,000

未満

5,000

以上～

10,000

未満

10,000

以上～

20,000

未満

20,000

以上
不明

■総計　　　　　　　　　 9 24 26 34 22 10 4 129 8,726

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 3 8 7 4 4 26 3,195

b)１万人以上～３万人未満 4 10 8 10 7 39 5,484

c)３万人以上～５万人未満 1 4 4 10 6 1 26 8,852

d)５万人以上 1 2 7 10 9 9 38 15,170

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 6 11 10 15 11 2 4 59 6,437

b)過疎地域以外 3 13 16 19 11 8 70 10,524

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 8 20 17 28 19 6 4 102 8,287

b)高齢化率九州平均未満 1 4 9 6 3 4 27 10,319

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：回
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、年間運行回数の平均値は 1,060 回となっているが、「500 回未満」の路線

割合が 54.7％と半数以上を占めており、比較的運行回数が少ない路線が多い。 

○過疎路線、高齢化路線のほうが、年間運行回数の平均値は小さい。 

 

 

■年間運行回数について（n=1,029）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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6.8

10.9

7.7

16.5

12.0

11.5

10.3

18.0

11.4
0.5

26.3

22.7

10.7

13.0

20.2

18.2

21.9

23.0

17.5

27.6

13.2

22.8

9.5

25.9

4.9

29.3

9.2

29.2

6.8

9.4

12.5

10.1

10.0

7.9

11.0

7.9

8.7

12.5

10.0

5.8

13.1

9.2

10.4

8.1

13.3

12.5

11.3

16.0

12.7

12.4

14.2

12.5

16.5

12.1

24.3

6.1

8.4

15.4

10.0

15.4

19.3

18.2

17.7

10.9

17.6

13.2

16.0

12.5

15.9

17.0

10.1

14.3

14.3

16.9

16.6

21.6

13.8

19.3

15.2

12.4

20.6

17.0

15.0

13.1

27.7

11.1

15.1

12.5

23.0

13.3

9.1

13.8

6.3

19.3

7.0

19.3

12.7

16.0

11.6

19.9

4.0

21.0

7.5

22.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①100未満 ②100以上～200未満 ③200以上～300未満 ④300以上～500未満

⑤500以上～1,000未満 ⑥1,000以上～2,000未満 ⑦2,000以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

100

未満

100

以上～

200

未満

200

以上～

300

未満

300

以上～

500

未満

500

以上～

1,000

未満

1,000

以上～

2,000

未満

2,000

以上

■総計　　　　　　　　　 121 208 97 137 158 171 137 1,029 1,060

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 6 16 11 11 17 19 8 88 799

b)１万人以上～３万人未満 27 54 25 28 45 34 34 247 866

c)３万人以上～５万人未満 23 69 30 48 53 58 19 300 767

d)５万人以上 65 69 31 50 43 60 76 394 1,463

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 60 138 55 62 88 62 35 500 708

b)過疎地域以外 61 70 42 75 70 109 102 529 1,393

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 85 189 72 104 133 141 105 829 980

b)高齢化率九州平均未満 36 19 25 33 25 30 32 200 1,393

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 66 150 58 70 92 76 67 579 963

b)定時定路線運行（循環型） 1 10 12 50 35 57 41 206 1,555

c)予約型運行（路線型） 26 29 13 6 10 11 4 99 413

d)予約型運行（区域型） 27 11 11 10 17 18 25 119 1,279

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 66 180 64 95 88 77 46 616 703

b)フリー乗降なし 53 28 33 41 69 94 91 409 1,605

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：回
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

１９）週間運行日数について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、１週間（７日間）の運行日数で最も多いのは「２日」となっており、全体の

約１／４を占めている。 

○次いで「５日」が多いが、運行日数が「１日」と少ない路線が 13.1％、「７日」と多い路線

が 17.1％と様々な路線がみられる。 

 

 

 

 

■週間運行日数について（n=1,034）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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19.0
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17.6
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18.4

11.7
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15.8

23.8

13.6

10.3

18.1

10.3

14.1

11.5

15.6

15.0

8.0

11.9

18.0

7.8

22.5

14.1

13.1

17.1

17.2

16.5
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14.4

12.9

21.1

16.8

18.6

15.9

31.1

10.7

6.7

8.7

29.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 総計
平均値

：日

■総計　　　　　　　　　 135 260 97 28 196 141 177 1,034 4.0

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 13 11 5 8 26 9 15 87 4.3

b)１万人以上～３万人未満 38 44 27 10 44 45 41 249 4.1

c)３万人以上～５万人未満 29 95 30 5 47 31 64 301 4.0

d)５万人以上 55 110 35 5 79 56 57 397 3.8

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 81 138 50 16 95 58 65 503 3.7

b)過疎地域以外 54 122 47 12 101 83 112 531 4.3

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 93 215 76 25 161 125 140 835 4.0

b)高齢化率九州平均未満 42 45 21 3 35 16 37 199 3.6

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 96 152 53 9 108 69 92 579 3.8

b)定時定路線運行（循環型） 5 34 21 7 38 37 64 206 5.0

c)予約型運行（路線型） 23 40 6 3 12 8 11 103 3.0

d)予約型運行（区域型） 9 27 15 8 26 27 8 120 4.0

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 93 197 69 21 98 87 54 619 3.5

b)フリー乗降なし 42 61 26 7 98 54 123 411 4.7

※平均値は不明を除く
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２０）週間運行回数について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、週間運行回数の平均値は 185 回となっているが、「50 未満（①＋②）」の割

合が 26.4％、「③50以上～100 未満」の割合が 21.7％と 100 回未満の市町村が約半数を占め

ている。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて週間運行回数の平均値が大きくなって

おり、人口５万人以上市町村の路線の平均値は人口１万人未満市町村の路線の平均値の５倍

以上となっている。 

○過疎地域を抱えている市町村のほうが、週間運行回数の平均値が小さい。 

 

 

 

■週間運行回数について（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

13.2

15.4

17.9

7.7

10.5

18.6

8.6

13.7

11.1

13.2

30.8

10.3

7.7

7.9

13.6

12.9

14.7

7.4

21.7

26.9

25.6

19.2

15.8

18.6

24.3

18.6

33.3

12.4

11.5

12.8

15.4

10.5

15.3

10.0

13.7

7.4

11.6

3.8

10.3

19.2

13.2

5.1

17.1

9.8

18.5

13.2

17.9

19.2

13.2

16.9

10.0

15.7

3.7

11.6

2.6

11.5

28.9

5.1

17.1

9.8

18.5

3.1

11.5

2.6

6.8

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①30未満 ②30以上～50未満 ③50以上～100未満 ④100以上～150未満

⑤150以上～200未満 ⑥200以上～300未満 ⑦300以上 ⑧不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

30

未

満

30

以上

～50

未満

50

以上～

100

未満

100

以上～

150

未満

150

以上～

200

未満

200

以上～

300

未満

300

以上
不明

■総計　　　　　　　　　 17 17 28 16 15 17 15 4 129 185

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 4 8 7 3 1 3 26 61

b)１万人以上～３万人未満 7 4 10 5 4 7 1 1 39 113

c)３万人以上～５万人未満 2 2 5 4 5 5 3 26 209

d)５万人以上 4 3 6 4 5 5 11 38 314

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 11 8 11 9 3 10 3 4 59 123

b)過疎地域以外 6 9 17 7 12 7 12 70 233

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 14 15 19 14 10 16 10 4 102 182

b)高齢化率九州平均未満 3 2 9 2 5 1 5 27 195

※平均値は不明を除く

平均値

：回

総

計
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口５万人以上市町村の路線では、「⑦50以上」の割合が高く、平均

値も非常に大きい。 

○過疎路線では、週間運行回数が比較的少ない路線の割合が高く、それ以外の地域との平均値

にも大きな差が見られる。 

 

 

  

■週間運行回数について（n=1,007）：路線別集計（一路線あたりの数値）

21.6

4.6

17.7

24.9

25.3

29.2

14.7

21.6

22.0

28.8

6.8

25.0

13.3

25.5

16.3

14.4

19.5

14.7

15.9

11.9

13.5

15.3

14.5

14.0

14.8

10.2

23.0

8.0

18.5

8.5

17.5

25.3

19.9

18.9

13.1

18.8

16.2

17.3

18.0

16.2

22.8

20.0

14.2

19.4

14.6

15.0

16.1

16.5

14.3

14.4

14.3

15.6

15.0

15.0

13.5

18.4

10.0

21.2

13.5

16.6

10.0

20.7

7.4

11.6

8.0

10.6

9.5

10.2

9.5

8.0

16.0

12.0

8.8

9.1

11.5

11.4

8.0

16.5

7.6

12.1

9.3

13.4

12.4

7.5

8.7

14.6

5.0

23.9

8.8

15.4

10.0

5.7

7.4

6.6

15.2

4.3

15.3

9.0

14.0

10.0

11.2

5.0

10.6

5.2

17.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①3未満 ②3以上～5未満 ③5以上～10未満 ④10以上～20未満 ⑤20以上～30未満 ⑥30以上～50未満 ⑦50以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

3

未

満

3以上

～

5未満

5以上

～

10未満

10以上

～

20未満

20以上

～

30未満

30以上

～

50未満

50

以

上

■総計　　　　　　　　　 218 145 176 151 101 115 101 1,007 23

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 4 17 22 14 18 7 5 87 16

b)１万人以上～３万人未満 41 34 46 38 17 38 17 231 19

c)３万人以上～５万人未満 75 48 57 43 35 23 20 301 18

d)５万人以上 98 46 51 56 31 47 59 388 31

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 141 65 91 69 51 45 21 483 14

b)過疎地域以外 77 80 85 82 50 70 80 524 31

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 174 117 140 121 82 100 73 807 22

b)高齢化率九州平均未満 44 28 36 30 19 15 28 200 26

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 162 83 91 76 45 49 56 562 22

b)定時定路線運行（循環型） 14 21 47 38 33 30 23 206 28

c)予約型運行（路線型） 25 23 20 10 12 5 5 100 20

d)予約型運行（区域型） 15 9 16 24 10 27 12 113 24

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 151 110 115 80 54 52 31 593 17

b)フリー乗降なし 67 35 60 68 47 63 70 410 32

平均値

：回

総

計



 -67- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２１）年間実車走行キロについて 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間実車走行キロが「10万㎞未満（①＋②）」の市町村が 45.7％と４割以上

を占めており、平均値は約 16万㎞となっている。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて、市町村の年間実車走行キロの平均値

が大きくなっている。 

 

 

 

 

■年間実車走行キロについて（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

22.5

30.8

35.9

7.7

13.2

20.3

24.3

22.5

22.2

23.3

23.1

20.5

26.9

23.7

20.3

25.7

19.6

37.0

23.3

23.1

20.5

34.6

18.4

28.8

18.6

27.5

7.4

16.3

7.7

12.8

15.4

26.3

15.3

17.1

16.7

14.8

6.2

11.5

13.2

3.4

8.6

3.9

14.8

8.5

15.4

10.3

3.8

5.3

11.9

5.7

9.8

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①5万㎞未満 ②5万㎞以上～10万㎞未満 ③10万㎞以上～20万㎞未満

④20万㎞以上～50万㎞未満 ⑤50万㎞以上 ⑥不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

5万

㎞

未満

5万㎞以

上～10万

㎞未満

10万㎞以

上～20万

㎞未満

20万㎞以

上～50万

㎞未満

50万

㎞

以上

不

明

■総計　　　　　　　　　 29 30 30 21 8 11 129 160,331

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 8 6 6 2 4 26 81,807

b)１万人以上～３万人未満 14 8 8 5 4 39 95,604

c)３万人以上～５万人未満 2 7 9 4 3 1 26 205,600

d)５万人以上 5 9 7 10 5 2 38 239,809

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 12 12 17 9 2 7 59 141,432

b)過疎地域以外 17 18 13 12 6 4 70 175,221

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 23 20 28 17 4 10 102 151,579

b)高齢化率九州平均未満 6 10 2 4 4 1 27 191,299

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：km
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口 1万人未満市町村の路線では、路線キロが比較的長い路線が多いことから、人口５万人

以上市町村では運行回数が比較的多い路線が多いことから、年間実車走行距離「３万㎞以上

（⑥＋⑦）」の割合が高く、平均値も大きい。 

○過疎路線、高齢化路線のほうが、年間実車走行キロの平均値が小さい。 

○定時定路線運行に比べて、予約型運行は予約時のみの運行となるため、その平均値は小さ

い。 

 

 

■年間実車走行キロについて（n=952）：路線別集計（一路線あたりの数値）

18.1

8.5

23.4

12.6

21.3

20.9

15.4

18.0

18.2

14.6

2.0

50.7

48.4

17.9

18.1

19.5

11.0

22.9

25.5

14.8

21.9

17.2

20.5

15.3

22.8

12.6

26.1

11.0

25.3

10.8

17.6

22.0

13.8

16.1

20.2

17.7

17.6

16.2

23.9

18.4

20.7

11.6

12.1

20.1

14.0

17.6

19.5

14.2

21.3

16.4

16.6

18.7

17.5

18.2

16.8

24.2

7.2

16.5

18.0

17.0

7.9

13.4

8.7

7.0

6.8

7.0

8.7

9.1

2.3

6.7

16.2

2.9

2.2

6.6

9.7

10.0

17.1

11.0

9.8

7.9

9.6

10.4

10.4

8.0

10.0

13.1

5.5

7.3

14.3

9.2

8.5

6.0

7.7

12.6

6.4

12.0

8.1

14.2

10.7

11.1

1.4

4.4

4.9

16.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①2千㎞未満 ②2千㎞以上～5千㎞未満 ③5千㎞以上～1万㎞未満 ④1万㎞以上～2万㎞未満

⑤2万㎞以上～3万㎞未満 ⑥3万㎞以上～5万㎞未満 ⑦5万㎞以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

2千

㎞

未満

2千㎞

以上～

5千㎞

未満

5千㎞

以上～

1万㎞

未満

1万㎞

以上～

2万㎞

未満

2万㎞

以上～

3万㎞

未満

3万㎞

以上～

5万㎞

未満

5万

㎞

以上

■総計　　　　　　　　　 172 186 168 168 75 95 88 952 19,873

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 7 9 18 16 11 14 7 82 21,948

b)１万人以上～３万人未満 51 50 30 31 19 24 13 218 15,349

c)３万人以上～５万人未満 36 73 46 61 20 28 22 286 17,972

d)５万人以上 78 54 74 60 25 29 46 366 23,588

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 98 103 83 78 33 45 30 470 15,648

b)過疎地域以外 74 83 85 90 42 50 58 482 23,993

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 140 159 126 136 71 81 63 776 17,971

b)高齢化率九州平均未満 32 27 42 32 4 14 25 176 28,260

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 83 130 105 96 38 57 61 570 21,256

b)定時定路線運行（循環型） 4 25 41 48 32 26 22 198 25,269

c)予約型運行（路線型） 35 18 8 5 2 1 69 5,735

d)予約型運行（区域型） 44 10 11 15 2 5 4 91 11,188

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 103 146 116 104 38 42 28 577 13,560

b)フリー乗降なし 67 40 52 63 36 53 60 371 29,805

※平均値は不明を除く

総

計

平均値

：㎞
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２２）車両 1台あたり年間実車走行キロについて 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○車両１台あたり年間実車走行キロ＝年間実車走行キロ÷使用車両台数（定員 11 人以上、以

下別） 

○定員 11 人以上車両と定員 11 人未満車両の比較でみると、車両 1 台あたり年間実車走行キ

ロは定員 11人以上車両のほうが長く、平均値でみると約 1.8 倍となっている。 

※11人以上車両・11人未満車両の両方を使用して運行している路線は除外して集計 

 

  

■車両１台あたり年間実車走行キロについて（n=497、356）
　：路線別集計（一路線あたりの数値） （㎞）

【定員11人以上】

【定員11人未満】

※《　》内の数字は路線総数

25,000

24,673

22,163

24,827

26,745

19,388

29,107

23,000

30,588

23,827

29,279

20,947

17,792

15,039

36,016

13,608

11,341

7,484

11,374

20,093

9,876

18,077

12,008

33,107

16,460

20,769

3,431

9,296

12,034

17,634

0 10,000 20,000 30,000 40,000

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 57》

b)１万人以上～３万人未満《117》

c)３万人以上～５万人未満《111》

d)５万人以上《212》

■地域特性別

a)過疎地域《210》

b)過疎地域以外《287》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《366》

b)高齢化率九州平均未満《131》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《332》

b)定時定路線運行（循環型）《137》

c)予約型運行（路線型）《 10》

d)予約型運行（区域型）《 1》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《261》

b)フリー乗降なし《236》

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 19》

b)１万人以上～３万人未満《 98》

c)３万人以上～５万人未満《104》

d)５万人以上《135》

■地域特性別

a)過疎地域《194》

b)過疎地域以外《162》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《329》

b)高齢化率九州平均未満《 27》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《182》

b)定時定路線運行（循環型）《 38》

c)予約型運行（路線型）《 44》

d)予約型運行（区域型）《 86》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《250》

b)フリー乗降なし《102》
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２３）年間総走行キロについて 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、平均値は約 15.5 万㎞となっているが、年間総走行キロが「10万㎞未満（①

＋②）」の市町村が 38.0％と１／３以上を占めており、比較的多い（不明市町村も多い）。 

○年間実車走行キロと同様に、人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて、市町村

の年間総走行キロの平均値も大きくなっている。 

※年間総走行キロについては不明が非常に多いことから、数字が記載されている市町村だけの

平均値を算出すると、「２１）年間実車走行キロについて」の当該市町村別集計の平均値よ

りも低くなっている（通常は実車走行キロよりも総走行キロのほうが長い）。 

 

 

■年間総走行キロについて（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

20.2

23.1

30.8

7.7

15.8

15.3

24.3

20.6

18.5

17.8

26.9

17.9

19.2

10.5

20.3

15.7

16.7

22.2

19.4

26.9

15.4

26.9

13.2

22.0

17.1

22.5

7.4

17.8

7.7

10.3

19.2

31.6

18.6

17.1

19.6

11.1

24.8

15.4

25.6

26.9

28.9

23.7

25.7

20.6

40.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①5万㎞未満 ②5万㎞以上～10万㎞未満 ③10万㎞以上～20万㎞未満 ④20万㎞以上 ⑤不明

① ② ③ ④ ⑤

5万㎞

未満

5万㎞以

上～10万

㎞未満

10万㎞以

上～20万

㎞未満

20万㎞

以上

不

明

■総計　　　　　　　　　 26 23 25 23 32 129 154,738

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 6 7 7 2 4 26 93,123

b)１万人以上～３万人未満 12 7 6 4 10 39 106,033

c)３万人以上～５万人未満 2 5 7 5 7 26 179,529

d)５万人以上 6 4 5 12 11 38 239,812

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 9 12 13 11 14 59 154,959

b)過疎地域以外 17 11 12 12 18 70 154,548

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 21 17 23 20 21 102 157,364

b)高齢化率九州平均未満 5 6 2 3 11 27 141,448

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：km
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、総走行キロ／実車走行キロは 1.14 と、実車よりも約１.5割増しとなってい

る。 

○人口 1万人未満市町村の路線では、路線キロが比較的長い路線が多いことから、人口５万人

以上市町村では運行回数が比較的多い路線が多いことから、年間総走行距離「３万㎞以上（⑥

＋⑦）」の割合が高く、平均値も大きい。 

 

 

■年間総走行キロについて（n=683）：路線別集計（一路線あたりの数値）

16.1

5.6

20.2

12.6

20.7

19.5

11.7

15.9

18.9

13.4

35.5

38.6

15.5

17.2

19.9

10.1

27.6

29.0

9.2

24.4

14.1

20.6

11.3

24.0

9.2

25.8

14.5

26.2

9.4

16.8

20.2

11.7

21.5

14.7

17.9

15.4

17.5

9.4

17.1

21.7

16.1

10.8

19.2

12.9

16.7

27.0

11.7

17.8

15.2

13.8

20.5

15.9

26.4

16.3

23.3

16.1

7.2

17.3

15.6

8.6

9.0

7.4

5.1

12.9

6.2

11.7

8.6

9.4

7.4

18.3

1.6

6.0

6.8

11.7

11.6

18.0

12.3

8.9

11.1

10.4

13.1

11.9

7.5

10.1

15.0

3.2

15.7

8.9

16.0

10.2

10.1

9.2

5.1

16.1

7.8

13.4

9.7

17.0

11.6

12.5

1.6

7.2

6.1

17.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①2千㎞未満 ②2千㎞以上～5千㎞未満 ③5千㎞以上～1万㎞未満 ④1万㎞以上～2万㎞未満

⑤2万㎞以上～3万㎞未満 ⑥3万㎞以上～5万㎞未満 ⑦5万㎞以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

2千

㎞

未満

2千㎞

以上～

5千㎞

未満

5千㎞

以上～

1万㎞

未満

1万㎞

以上～

2万㎞

未満

2万㎞

以上～

3万㎞

未満

3万㎞

以上～

5万㎞

未満

5万

㎞

以上

■総計　　　　　　　　　 110 136 115 114 59 79 70 683 21,976 1.14

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 5 9 18 24 8 16 9 89 23,019 1.11

b)１万人以上～３万人未満 33 45 19 19 12 20 15 163 18,865 1.30

c)３万人以上～５万人未満 27 62 46 38 11 19 11 214 15,939 1.07

d)５万人以上 45 20 32 33 28 24 35 217 29,838 1.13

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 75 94 69 53 24 40 30 385 18,112 1.17

b)過疎地域以外 35 42 46 61 35 39 40 298 26,968 1.12

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 100 130 110 100 54 75 61 630 20,232 1.14

b)高齢化率九州平均未満 10 6 5 14 5 4 9 53 42,701 1.15

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 54 97 69 66 30 41 47 404 22,732 1.16

b)定時定路線運行（循環型） 11 26 28 22 18 15 120 27,761 1.07

c)予約型運行（路線型） 22 16 10 10 1 2 1 62 8,434 1.19

d)予約型運行（区域型） 32 12 9 6 5 13 6 83 19,840 1.25

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 66 112 82 74 29 38 26 427 15,211 1.14

b)フリー乗降なし 44 24 33 40 30 41 44 256 33,260 1.15

※平均値は不明を除く、総走行キロ／実車走行キロは、両方のデータがある路線のみの集計（n=665）

総走行

キロ

／

実車走行

キロ

総

計

平均値

：㎞
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２４）始発時間について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「②７時台」「③８時台」「④９時台」始発の路線が多い。 

 

  

２５）終発時間について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「⑤16時台」終発の路線が多いが、「①13時以前」「⑦18時以降」の路線も比較的多い。 

 

 

■始発時間について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①5・6時台

9.7%

②7時台

27.3%

③8時台

40.2%

④9時台

17.1%

⑤10時台

以降

5.6%

⑥不明

0.2%

■終発時間について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①13時以

前

13.7%

②13時台

11.4%

③14時台

12.5%

④15時台

13.0%

⑤16時台

18.7%

⑥17時台

14.2%

⑦18時台

以降

16.1%

⑧不明

0.4%

①5・6時台 101

②7時台 285

③8時台 419

④9時台 178

⑤10時台以降 58

⑥不明 2

総計 1,043

①13時以前 143

②13時台 119

③14時台 130

④15時台 136

⑤16時台 195

⑥17時台 148

⑦18時台以降 168

⑧不明 4

総計 1,043
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２６）利用者制限について（該当するものを全て選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○特に、利用者に対して制限を設けていない路線が多い。 

 

 

 

２７）運賃について（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「①均一運賃」の路線が多いが、「②ゾーン運賃、③対距離別運賃」の事例もみられる。 

○子供用運賃を設定していると回答した路線は 811 路線（78％）となっている。 

 

 

 

 

■利用者制限について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

989

1

8

9

49

0 200 400 600 800 1,000 1,200

①制限なし【94.8％】

②学生限定【 0.1％】

③高齢者限定【 0.8％】

④障がい者限定【 0.9％】

⑤その他【 4.7％】

■運賃について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①均一運

賃

76.2%

②ゾーン運

賃

6.9%

③対距離

別運賃

14.9%

④その他

1.3%

⑤不明

0.7%

①均一運賃 795

②ゾーン運賃 72

③対距離別運賃 155

④その他 14

⑤不明 7

総計 1,043



 -74- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２８）割引運賃導入状況について（該当するものを全て選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○「③障がい者割引」の実施、「④定期・回数券」の導入を行っている路線が多い。 

 

 

 

２９）高齢者運転免許自主返納に対する支援について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○高齢者運転免許の自主返納に対して、コミュニティバス・乗合タクシー等による支援を実施

している路線は 382 路線（37％）となっている。 

○支援の内容としては「⑤回数券・乗車券・利用券等の配布」が最も多い。 

○「利用料金無料化（有期も含む）」による支援も比較的多い。 

 

 

 

  

■割引運賃導入状況について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

128

172

586

326

2

36

206

0 100 200 300 400 500 600 700

①高齢者割引【12.3％】

②乗り継ぎ割引【16.5％】

③障がい者割引【56.2％】

④定期・回数券【31.3％】

⑤往復割引【 0.2％】

⑥フリー切符【 3.5％】

⑦その他【19.8％】

■高齢者運転免許自主返納に対する支援について（n=1,043）
：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

84

36

67

12

171

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

①利用料金無料化【 8.1％】

②利用料金無料化（1年、3年等の有期）【 3.5％】

③利用料金半額化【 6.4％】

④利用料金割引（100円引き等）【 1.2％】

⑤回数券・乗車券・利用券等の配布【16.4％】
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３０）デマンドシステムについて（いずれかを選択） 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○「③タクシー会社の無線」「④その他」を利用している路線が多い。 

 

 

 

■デマンドシステムの種類について（n=105）：路線別集計（一路線あたりの数値）

①東大型

8.6%

②ＮＴＴ型

10.5%

③タクシー

会社の無

線
37.1%

④その他

43.8%

①東大型 9

②ＮＴＴ型 11

③タクシー会社の無線 39

④その他 46

総計 105
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３１）年間運行経費について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間運行経費の平均値は 3,326 万円となっているが、年間運行経費が「1,000

万円未満（①＋②）」の市町村も２割以上を占めており、比較的多い。 

○年間運行経費が「⑦5,000 万円以上」の市町村の割合が 17.1％となっており、それらの市町

村が全体の平均値を押し上げている。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて、年間運行経費の平均値も高くなって

いる。 

○過疎地域を抱える市町村、高齢化率が高い市町村のほうが、年間運行経費の平均値が小さ

い。 

 

  

■年間運行経費について（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

6.2

3.8

10.3

7.7

2.6

6.8

5.7

6.9

3.7

14.0

26.9

20.5

3.8

5.3

13.6

14.3

16.7

3.7

10.9

23.1

7.7

3.8

10.5

11.9

10.0

9.8

14.8

9.3

7.7

12.8

11.5

5.3

8.5

10.0

7.8

14.8

17.8

23.1

20.5

15.4

13.2

22.0

14.3

18.6

14.8

20.2

3.8

15.4

30.8

28.9

15.3

24.3

22.5

11.1

17.1

3.8

5.1

26.9

31.6

15.3

18.6

13.7

29.6

4.7

7.7

7.7

2.6

6.8

2.9

3.9

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～1,500万円未満

④1,500万円以上～2,000万円未満 ⑤2,000万円以上～3,000万円未満 ⑥3,000万円以上～5,000万円未満

⑦5,000万円以上 ⑧不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

500

万円

未満

500万

円以上

～

1,000万

円未満

1,000万

円以上

～

1,500万

円未満

1,500万

円以上

～

2,000万

円未満

2,000万

円以上

～

3,000万

円未満

3,000万

円以上

～

5,000万

円未満

5,000

万円

以上

不

明

■総計　　　　　　　　　 8 18 14 12 23 26 22 6 129 3,326

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 1 7 6 2 6 1 1 2 26 1,811

b)１万人以上～３万人未満 4 8 3 5 8 6 2 3 39 2,116

c)３万人以上～５万人未満 2 1 1 3 4 8 7 26 3,984

d)５万人以上 1 2 4 2 5 11 12 1 38 5,024

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 4 8 7 5 13 9 9 4 59 3,016

b)過疎地域以外 4 10 7 7 10 17 13 2 70 3,577

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 7 17 10 8 19 23 14 4 102 3,029

b)高齢化率九州平均未満 1 1 4 4 4 3 8 2 27 4,490

※平均値は不明を除く

総

計

平均値

：万円
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○路線キロ及び実車走行キロが比較的長い路線が多い人口１万人未満市町村の路線が、年間運

行経費の平均値が最も高く、次いで比較的運行回数が多い人口５万人以上市町村の路線の平

均値が高くなっている。 

○フリー乗降別にみると、フリー乗降を導入した場合のほうが年間運行経費の平均値が低くな

っている。 

 

 

■年間運行経費について（n=987）：路線別集計（一路線あたりの数値）

33.1

25.0

39.2

32.8

32.0

39.7

27.1

32.4

35.9

30.7

18.8

68.0

40.8

36.3

27.9

19.3

19.3

14.2

24.3

18.2

20.4

18.2

20.2

15.4

23.2

17.3

10.7

10.7

25.4

9.5

23.5

26.1

22.2

22.6

24.3

21.2

25.6

23.6

23.1

22.0

32.5

13.6

23.3

22.6

25.0

15.1

13.6

17.5

12.8

15.9

11.0

18.8

15.3

14.4

14.7

18.3

6.8

17.5

12.1

20.0

9.0

15.9

7.1

7.4

9.7

7.6

10.3

8.5

11.3

9.4

13.1

1.0

7.8

3.6

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上

① ② ③ ④ ⑤

100万円

未満

100万円以上

～

200万円未満

200万円以上

～

500万円未満

500万円以上

～

1,000万円未満

1,000

万円以上

■総計　　　　　　　　　 327 190 232 149 89 987 414

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 22 17 23 12 14 88 494

b)１万人以上～３万人未満 83 30 47 37 15 212 359

c)３万人以上～５万人未満 97 72 67 38 22 296 350

d)５万人以上 125 71 95 62 38 391 475

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 187 96 100 52 36 471 352

b)過疎地域以外 140 94 132 97 53 516 471

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 257 160 187 121 67 792 375

b)高齢化率九州平均未満 70 30 45 28 22 195 576

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 173 131 124 83 53 564 420

b)定時定路線運行（循環型） 36 33 62 35 25 191 526

c)予約型運行（路線型） 70 11 14 7 1 103 160

d)予約型運行（区域型） 42 11 24 18 8 103 438

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 219 153 136 73 22 603 273

b)フリー乗降なし 106 36 95 76 67 380 642

※平均値は不明を除く

総

計

平均値

：万円
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３２）路線１㎞あたり年間運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○路線１㎞あたり年間運行経費＝年間運行経費÷路線キロ 

○人口規模別でみると、年間運行経費の平均値は人口１万人未満市町村の路線が最も高かった

が、路線キロが比較的長い路線が多いため、路線１km あたり年間運行経費は人口１万人未

満市町村の路線が 12.3 万円と最も低い。 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、路線１kmあたり年間運行経費が低い。 

○路線・運行形態別にみると、予約型運行路線のほうが、定時定路線運行路線よりも路線１km

あたり年間運行経費が低い。 

 

 

 

■路線１kmあたり年間運行経費について（n=809）：路線別集計（一路線あたりの数値）（万円）

※《　》内の数字は総数

20.4

12.3

17.1

21.8

25.2

15.3

25.4

18.6

26.8

22.8

21.9

5.0

11.6

37.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 63》

b)１万人以上～３万人未満《176》

c)３万人以上～５万人未満《284》

d)５万人以上《280》

■地域特性別

a)過疎地域《363》

b)過疎地域以外《446》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《647》

b)高齢化率九州平均未満《162》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《522》

b)定時定路線運行（循環型）《188》

c)予約型運行（路線型）《 74》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《490》

b)フリー乗降なし《319》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３３）実車走行１㎞あたり運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○実車走行１㎞あたり運行経費＝年間運行経費÷年間実車走行キロ 

○人口規模別でみると、年間運行経費の平均値と同様に、実車走行１㎞あたり運行経費につい

ても人口１万人未満市町村の路線が 230 円と最も高いが、大きな差は見られない。 

○路線・運行形態別にみると、年間実車走行キロの平均値は予約型運行路線のほうが短かった

こともあり、定時定路線運行よりも、予約型運行のほうが実車走行１㎞あたり運行経費は高

くなっている。 

 

 

 

■実車走行１kmあたり運行経費について（n=908）：路線別集計（一路線あたりの数値）
（円）

※《　》内の数字は総数

206

230

211

193

207

207

205

196

236

195

213

232

299

196

213

0 50 100 150 200 250 300 350

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 78》

b)１万人以上～３万人未満《189》

c)３万人以上～５万人未満《282》

d)５万人以上《359》

■地域特性別

a)過疎地域《434》

b)過疎地域以外《474》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《733》

b)高齢化率九州平均未満《175》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《553》

b)定時定路線運行（循環型）《188》

c)予約型運行（路線型）《 69》

d)予約型運行（区域型）《 74》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《568》

b)フリー乗降なし《336》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３４）総走行１㎞あたり運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○総走行１㎞あたり運行経費＝年間運行経費÷年間総走行キロ 

○実車走行１㎞あたりの場合と同様に、総走行１㎞あたり運行経費は、人口１万人未満市町村

の路線が 208 円と最も高い。 

 

※実車走行１㎞あたり運行経費のサンプル数（908）に比べて、総走行１㎞あたり運行経費の

サンプル数（646）は少ない 

 

 

 

■総走行１kmあたり運行経費について（n=646）：路線別集計（一路線あたりの数値）
（円）

※《　》内の数字は総数

185

208

165

204

178

187

184

179

218

167

213

188

225

182

188

0 50 100 150 200 250

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 85》

b)１万人以上～３万人未満《140》

c)３万人以上～５万人未満《210》

d)５万人以上《211》

■地域特性別

a)過疎地域《355》

b)過疎地域以外《291》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《593》

b)高齢化率九州平均未満《 53》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《391》

b)定時定路線運行（循環型）《113》

c)予約型運行（路線型）《 62》

d)予約型運行（区域型）《 66》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《423》

b)フリー乗降なし《223》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３５）１回あたり運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○１回あたり運行経費＝年間運行経費÷年間運行回数 

○人口規模別でみると、人口１万人未満市町村路線の１回あたり運行経費が非常に高くなって

いる。運行回数は非常に少ないが、運行経費が非常に高い路線が複数見られる影響と考えら

れる。 

○人口５万人以上市町村の路線は、年間運行回数の平均値が非常に大きいこともあり、１回あ

たり運行経費は非常に低くなっている。 

○地域特性別では、年間運行経費の平均値は過疎地域以外のほうが高くなっていたが、１回あ

たり運行経費では過疎地域以外のほうが低い。 

 

 

 

 

  

■１回あたり運行経費について（n=979）：路線別集計（一路線あたりの数値）
（円）

※《　》内の数字は総数

3,827

5,421

3,950

4,619

3,268

4,692

3,426

3,721

4,124

4,347

3,454

2,806

2,815

3,842

3,815

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 84》

b)１万人以上～３万人未満《212》

c)３万人以上～５万人未満《296》

d)５万人以上《387》

■地域特性別

a)過疎地域《464》

b)過疎地域以外《515》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《785》

b)高齢化率九州平均未満《194》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《562》

b)定時定路線運行（循環型）《191》

c)予約型運行（路線型）《 99》

d)予約型運行（区域型）《102》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《602》

b)フリー乗降なし《373》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３６）車両１台あたり年間運行経費について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○車両１台あたり年間運行経費＝年間運行経費÷使用車両台数（定員 11人以上、以下別） 

○定員 11 人以上車両と定員 11人未満車両の比較でみると、年間運行経費は定員 11 人以上車

両のほうが高く、平均値でみると約 2.2 倍となっている。 

※11人以上車両・11人未満車両の両方を使用して運行している路線は除外して集計 

 

 

  

■車両１台あたり年間運行経費について（n=490、385）：路線別集計（一路線あたりの数値）
（万円）

【定員11人以上】

【定員11人未満】

※《　》内の数字は路線総数

347
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213
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143
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423

60
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161

158
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 54》

b)１万人以上～３万人未満《114》

c)３万人以上～５万人未満《111》

d)５万人以上《211》

■地域特性別

a)過疎地域《204》

b)過疎地域以外《286》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《360》

b)高齢化率九州平均未満《130》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《325》

b)定時定路線運行（循環型）《131》

c)予約型運行（路線型）《 12》

d)予約型運行（区域型）《 4》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《262》

b)フリー乗降なし《228》

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 27》

b)１万人以上～３万人未満《 88》

c)３万人以上～５万人未満《112》

d)５万人以上《158》

■地域特性別

a)過疎地域《193》

b)過疎地域以外《192》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《339》

b)高齢化率九州平均未満《 46》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《183》

b)定時定路線運行（循環型）《 37》

c)予約型運行（路線型）《 74》

d)予約型運行（区域型）《 85》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《265》

b)フリー乗降なし《116》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

３７）年間運賃収入について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、年間運賃収入の平均値は 714 万円となっているが、年間運賃収入が 500 万円

未満の市町村も半数以上を占めており、比較的多い。 

○人口規模別にみると、人口５万人以上市町村の年間運賃収入の平均値が最も高く、他のカテ

ゴリーとの差が非常に大きい。 

○過疎地域を抱える市町村、高齢化率が高い市町村のほうが、年間運賃収入の平均値が低い。 

 

 

 

 

■年間運賃収入について（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上 ⑥不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

100

万円

未満

100万円

以上～200

万円未満

200万円

以上～500

万円未満

500万円

以上～1,000

万円未満

1,000

万円

以上

不

明

■総計　　　　　　　　　 22 18 34 21 23 11 129 714

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 8 5 8 2 3 26 207

b)１万人以上～３万人未満 9 8 9 5 5 3 39 444

c)３万人以上～５万人未満 3 2 6 4 8 3 26 989

d)５万人以上 2 3 11 10 10 2 38 1,131

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 10 9 19 6 8 7 59 552

b)過疎地域以外 12 9 15 15 15 4 70 841

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 17 14 29 17 16 9 102 644

b)高齢化率九州平均未満 5 4 5 4 7 2 27 974

※平均値は不明を除く

総

計

平均値

：万円
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別でみると、市町村合計値の傾向と同様に、人口５万人以上市町村の年間運賃収入

平均値が最も高く、人口規模が大きくなるにつれて平均値が高くなっている。 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、年間運賃収入の平均値は低い。 

○路線・運行形態別でみると、予約型運行路線のほうが、定時定路線運行路線よりも年間運賃

収入の平均値が低い。 

 

 

■年間運賃収入について（n=988）：路線別集計（一路線あたりの数値）

34.7
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24.0

10.9

20.2

13.3

17.0

20.2

17.4
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22.2
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7.9

10.8

9.9
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2.0
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6.0
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5.9
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5.0

3.7
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2.0
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①10万円未満 ②10万円以上～20万円未満 ③20万円以上～50万円未満 ④50万円以上～100万円未満

⑤100万円以上～200万円未満 ⑥200万円以上～500万円未満 ⑦500万円以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10万円

未満

10万円

以上～

20万円

未満

20万円

以上～

50万円

未満

50万円

以上～

100万円

未満

100万円

以上～

200万円

未満

200万円

以上～

500万円

未満

500万円

以上

■総計　　　　　　　　　 343 173 168 124 93 62 25 988 85

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 25 13 17 12 12 5 84 57

b)１万人以上～３万人未満 80 41 41 33 27 9 5 236 68

c)３万人以上～５万人未満 96 61 54 30 24 18 6 289 79

d)５万人以上 142 58 56 49 30 30 14 379 107

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 196 85 80 57 38 16 6 478 60

b)過疎地域以外 147 88 88 67 55 46 19 510 109

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 261 146 134 113 79 47 16 796 75

b)高齢化率九州平均未満 82 27 34 11 14 15 9 192 127

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 212 92 94 60 43 40 18 559 93

b)定時定路線運行（循環型） 32 38 41 25 29 14 6 185 114

c)予約型運行（路線型） 44 24 16 14 2 100 23

d)予約型運行（区域型） 51 13 15 17 16 6 1 119 56

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 243 120 104 54 42 22 8 593 49

b)フリー乗降なし 98 52 63 70 51 40 17 391 142

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：万円
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３８）路線１㎞あたり年間運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○路線１㎞あたり年間運賃収入＝年間運賃収入÷路線キロ 

○人口規模別でみると、年間運賃収入の平均値と同様の傾向となっており、運賃収入の平均値

が最も低い人口１万人未満市町村の路線が、路線１kmあたりに換算した場合でも最も低く、

路線キロが比較的長い路線が多いこともあり、他のカテゴリーとの差が非常に大きくなって

いる。 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、路線１㎞あたり年間運賃収入が低い。 

 

 

 

 

■路線１kmあたり年間運賃収入について（n=805）：路線別集計（一路線あたりの数値）（万円）

※《　》内の数字は総数

4.5

1.5

3.6

5.0

6.2

3.0

6.0

4.2

5.9

5.2

4.8

1.0

2.1

9.5

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 64》

b)１万人以上～３万人未満《184》

c)３万人以上～５万人未満《277》

d)５万人以上《280》

■地域特性別

a)過疎地域《362》

b)過疎地域以外《443》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《643》

b)高齢化率九州平均未満《162》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《525》

b)定時定路線運行（循環型）《182》

c)予約型運行（路線型）《 74》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《488》

b)フリー乗降なし《317》
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３９）実車走行１㎞あたり運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○実車走行１㎞あたり運賃収入＝年間運賃収入÷年間実車走行キロ 

○人口規模別でみると、人口 1万人未満市町村の路線については、年間実車走行キロが比較的

長い路線が多く、実車走行１㎞あたりに換算した運賃収入も低くなっている。 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、実車走行１kmあたり運賃収入は低い。 

 

 

■実車走行１kmあたり運賃収入について（n=909）：路線別集計（一路線あたりの数値） （円）

※《　》内の数字は総数
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 74》

b)１万人以上～３万人未満《209》

c)３万人以上～５万人未満《275》

d)５万人以上《351》

■地域特性別

a)過疎地域《443》

b)過疎地域以外《466》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《739》

b)高齢化率九州平均未満《170》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《548》

b)定時定路線運行（循環型）《178》

c)予約型運行（路線型）《 69》

d)予約型運行（区域型）《 91》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《553》

b)フリー乗降なし《352》



 -87- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４０）総走行１㎞あたり運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○総走行１㎞あたり運賃収入＝年間運賃収入÷年間総走行キロ 

○人口規模別でみると、実車走行１㎞あたり運賃収入のケースと同様に、人口１万人未満市町

村路線の総走行１㎞あたり運賃収入が低い。 

○また、実車走行１㎞あたり運賃収入のケースと同様に、過疎路線・高齢化路線のほうが、総

走行１kmあたり運賃収入は低い。 

 

 

■総走行１kmあたり運賃収入について（n=642）：路線別集計（一路線あたりの数値） （円）

※《　》内の数字は総数

38

23

39

42

41

35

41

37

47

34

54

27

36

30

46

0 10 20 30 40 50 60

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 81》

b)１万人以上～３万人未満《156》

c)３万人以上～５万人未満《203》

d)５万人以上《202》

■地域特性別

a)過疎地域《359》

b)過疎地域以外《283》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《594》

b)高齢化率九州平均未満《 48》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《384》

b)定時定路線運行（循環型）《101》

c)予約型運行（路線型）《 62》

d)予約型運行（区域型）《 82》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《405》

b)フリー乗降なし《237》
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４１）１回あたり運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○１回あたり運賃収入＝年間運賃収入÷年間運行回数 

○人口規模別でみると、人口５万人以上市町村の路線は、年間運行回数の平均値が非常に大き

かったこともあり、１回あたり運賃収入は低くなっている。 

○地域特性別でみると、年間運賃収入の平均値は過疎地域のほうが低くなっていたが、１回あ

たり運賃収入では過疎地域のほうが高い。 

 

 

 

  

■１回あたり運賃収入について（n=981）：路線別集計（一路線あたりの数値） （円）

※《　》内の数字は総数
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 80》

b)１万人以上～３万人未満《236》

c)３万人以上～５万人未満《289》

d)５万人以上《376》

■地域特性別

a)過疎地域《471》

b)過疎地域以外《510》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《789》

b)高齢化率九州平均未満《192》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《557》

b)定時定路線運行（循環型）《185》

c)予約型運行（路線型）《 97》

d)予約型運行（区域型）《118》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《592》

b)フリー乗降なし《385》
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４２）車両１台あたり年間運賃収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○車両１台あたり年間運賃収入＝年間運賃収入÷使用車両台数（定員 11人以上、以下別） 

○定員 11人以上車両と定員 11人未満車両の比較でみると、年間運行経費と同様に、年間運賃

収入も定員 11人以上車両のほうが高く、平均値でみると約 2.9 倍となっている。 

※11人以上車両・11人未満車両の両方を使用して運行している路線は除外して集計 

 

   

■車両１台あたり年間運賃収入について（n=482、394）：路線別集計（一路線あたりの数値）
（万円）

【定員11人以上】

【定員11人未満】

※《　》内の数字は路線総数
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 49》

b)１万人以上～３万人未満《116》

c)３万人以上～５万人未満《106》

d)５万人以上《211》

■地域特性別

a)過疎地域《199》

b)過疎地域以外《283》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《351》

b)高齢化率九州平均未満《131》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《324》

b)定時定路線運行（循環型）《124》

c)予約型運行（路線型）《 12》

d)予約型運行（区域型）《 4》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《254》

b)フリー乗降なし《228》

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 28》

b)１万人以上～３万人未満《110》

c)３万人以上～５万人未満《110》

d)５万人以上《146》

■地域特性別

a)過疎地域《205》

b)過疎地域以外《189》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《352》

b)高齢化率九州平均未満《 42》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《179》

b)定時定路線運行（循環型）《 38》

c)予約型運行（路線型）《 71》

d)予約型運行（区域型）《101》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《263》

b)フリー乗降なし《127》
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４３）運賃外収入について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○運賃外収入は、「①広告収入」であるケースが多い。 

 

 

■運賃外収入について（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合
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①広告収入【 8.0％】

②住民負担【 0.7％】

③地元企業負担【 0.1％】

④寄付【 0.4％】

⑤その他【 0.4％】

⑥不明【 0.9％】



 -91- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４４）年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○収支率＝年間運賃収入÷年間運行経費×100 ％ 

○全体でみると、平均値は 21％となっており、年間運行経費のうち約１／５を運賃収入で補

っていることになるが、割合でみると収支率「20％未満（①＋②）」の市町村が多く、半数

以上を占めている。 

○人口規模別にみると、人口１万人未満の市町村の収支率平均値が最も低い。 

○過疎地域を抱える市町村、高齢化率が高い市町村のほうが、やや収支率平均値が低い。 

 

 

 

 

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について（n=129）
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上 ⑥不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

10％

未満

10％以上

～

20％未満

20％以上

～

30％未満

30％以上

～

50％未満

50％以

上
不明

■総計　　　　　　　　　 25 47 25 15 2 15 129 21%

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 9 10 2 1 4 26 11%

b)１万人以上～３万人未満 5 16 8 3 1 6 39 21%

c)３万人以上～５万人未満 4 8 5 6 3 26 23%

d)５万人以上 7 13 10 5 1 2 38 23%

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 14 21 10 3 1 10 59 19%

b)過疎地域以外 11 26 15 12 1 5 70 23%

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 17 40 20 11 2 12 102 21%

b)高齢化率九州平均未満 8 7 5 4 3 27 22%

※平均値は不明を除く

総計 平均値
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別でみると、人口１万人未満市町村路線の収支率平均値が非常に低い。 

○路線形態別では、予約型運行よりも定時定路線型運行のほうが、収支率が高い。 

 

 

 

 

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について（n=949）
　：路線別集計（一路線あたりの数値）

40.3

43.4

28.7

38.8

46.8

42.8

38.0

37.9

49.7

47.8

33.0

27.0

24.5

48.6

26.6

30.2

33.7

36.1

30.1

26.5

34.5

26.4

31.1

26.7

29.3

21.0

43.0

42.2

30.2

30.4

15.2

13.3

20.8

13.3

14.0

14.3

15.9

15.5

13.9

12.5

18.8

18.0

20.6

12.2

20.0

11.0

7.2

9.9

15.4

9.0

4.9

16.3

11.7

8.0

6.4

25.6

9.0

10.8

6.9

17.5

3.0

1.2

4.0

1.7

3.7

2.7

3.2

3.3

1.6

3.7

1.1

2.0

2.0

1.6

5.2

0.4

1.2

0.5

0.7

0.7

0.2

0.5

0.4

0.6

1.0

0.5

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

10％

未満

10％以上

～

20％未満

20％以上

～

30％未満

30％以上

～

50％未満

50％以上

～

100％未満

100％

以上

■総計　　　　　　　　　 382 287 144 104 28 4 949 21%

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 36 28 11 6 1 1 83 11%

b)１万人以上～３万人未満 58 73 42 20 8 1 202 22%

c)３万人以上～５万人未満 111 86 38 44 5 2 286 23%

d)５万人以上 177 100 53 34 14 378 23%

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 191 154 64 22 12 3 446 19%

b)過疎地域以外 191 133 80 82 16 1 503 23%

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 289 237 118 89 25 4 762 21%

b)高齢化率九州平均未満 93 50 26 15 3 187 22%

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 261 160 68 35 20 2 546 23%

b)定時定路線運行（循環型） 58 37 33 45 2 1 176 22%

c)予約型運行（路線型） 27 43 18 9 2 1 100 14%

d)予約型運行（区域型） 25 43 21 11 2 102 17%

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 282 175 71 40 9 3 580 18%

b)フリー乗降なし 97 111 73 64 19 1 365 24%

※平均値は不明を除く

総計 平均値
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４５）補助金（国・県・市町村・その他の補助金合計）の状況について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○全体でみると、補助金平均値は 2,021 万円となっており、年間運賃収入の平均値 714 万円の

約 2.8 倍となっている。 

○人口規模別にみると、人口規模が大きくなるにつれて、補助金の平均値が徐々に高くなって

おり、人口５万人以上市町村の補助金平均値は 2,923 万円とその他の市町村の平均値に比

べて高くなっている。 

 

 

 

 

■補助金（国・県・市町村・その他の補助金合計）の状況について（n=129）
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

24.0

23.1

20.5

23.1

28.9

23.7

24.3

25.5

18.5

17.1

15.4

25.6

19.2

7.9

16.9

17.1

18.6

11.1

17.1

19.2

12.8

19.2

18.4

16.9

17.1

15.7

22.2

17.8

19.2

17.9

11.5

21.1

15.3

20.0

17.6

18.5

10.9

2.6

19.2

21.1

8.5

12.9

7.8

22.2

13.2

23.1

20.5

7.7

2.6

18.6

8.6

14.7

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～2,000万円未満

④2,000万円以上～5,000万円未満 ⑤5,000万円以上 ⑥補助金なし・不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

500

万円

未満

500万円

以上～

1,000

万円未満

1,000万円

以上～

2,000万円

未満

2,000万円

以上～

5,000万円

未満

5,000

万円

以上

補助金

なし・

不明

■総計　　　　　　　　　 31 22 22 23 14 17 129 2,021

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 6 4 5 5 6 26 1,433

b)１万人以上～３万人未満 8 10 5 7 1 8 39 1,287

c)３万人以上～５万人未満 6 5 5 3 5 2 26 2,068

d)５万人以上 11 3 7 8 8 1 38 2,923

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 14 10 10 9 5 11 59 1,829

b)過疎地域以外 17 12 12 14 9 6 70 2,165

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 26 19 16 18 8 15 102 1,739

b)高齢化率九州平均未満 5 3 6 5 6 2 27 3,004

※平均値は補助金なし・不明を除く

総計
平均値

：万円
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○人口規模別にみると、人口１万人未満市町村の路線の補助金平均値が 415 万円と最も高い。 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、補助金平均値は低い。 

 

 

 

■補助金（国・県・市町村・その他の補助金合計）の状況について（n=838）
　：路線別集計（一路線あたりの数値）

43.0

19.6

25.3

60.7

53.0

39.1

47.3

41.0

56.7

43.7

38.9

111.4

38.2

50.1

35.2

18.2

5.9

18.4

15.8

22.6

15.8

20.8

16.2

32.2

16.4

25.0

45.7

14.7

22.1

14.2

17.5

37.3

10.2

15.3

22.6

15.5

19.6

14.4

38.9

17.6

21.3

37.1

8.8

23.0

11.9

23.0

39.2

13.1

25.1

28.3

19.6

26.8

19.5

46.7

21.3

32.4

25.7

21.6

25.2

20.2

11.0

19.6

6.1

9.3

15.7

7.0

15.5

10.5

14.4

11.8

15.7

2.9

10.8

9.5

12.5

5.5

13.7

2.9

4.9

7.0

4.6

6.5

4.0

15.6

4.3

13.0

2.9

4.9

3.4

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①50万円未満 ②50万円以上～100万円未満 ③100万円以上～200万円未満

④200万円以上～500万円未満 ⑤500万円以上～1,000万円未満 ⑥1,000万円以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

50万円

未満

50万円

以上～

100万円

未満

100万円

以上～

200万円

未満

200万円

以上～

500万円

未満

500万円

以上～

1,000万

円未満

1,000

万円

以上

■総計　　　　　　　　　 305 129 124 163 78 39 838 270

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 10 3 19 20 10 7 69 415

b)１万人以上～３万人未満 62 45 25 32 15 7 186 214

c)３万人以上～５万人未満 111 29 28 46 17 9 240 207

d)５万人以上 122 52 52 65 36 16 343 315

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 146 59 58 73 26 17 379 232

b)過疎地域以外 159 70 66 90 52 22 459 302

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 254 100 89 121 65 25 654 231

b)高齢化率九州平均未満 51 29 35 42 13 14 184 408

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 181 68 73 88 49 18 477 260

b)定時定路線運行（循環型） 42 27 23 35 17 14 158 362

c)予約型運行（路線型） 39 16 13 9 1 1 79 140

d)予約型運行（区域型） 39 15 9 22 11 5 101 287

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 179 79 82 90 34 12 476 197

b)フリー乗降なし 124 50 42 71 44 27 358 369

※平均値は補助金なし・不明を除く

総計
平均値

：万円
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４６）補助金の受給先について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○市町村からの補助金を受給している路線が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■補助金の受給先について（n=1,043）

※【　】内の数字は路線総数（1,043）に対する割合

365

177

526

15

0 100 200 300 400 500 600

国補助金【34.8％】

県補助金【16.9％】

市町村補助金【50.2％】

その他補助金【 1.4％】
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４７）H27 年度年間乗車人員について 

【当該市町村別集計（運行する全路線の総計）】 

○平成 27年度の市町村単位の年間平均乗車人員は 49,723 人となっている。 

 

 

 

 

■H27年度年間乗車人員について（n=129）：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

12.4

19.2

20.5

7.7

2.6

13.6

11.4

14.7

3.7

14.0

23.1

15.4

7.7

10.5

10.2

17.1

13.7

14.8

18.6

30.8

20.5

15.4

10.5

25.4

12.9

18.6

18.5

14.0

7.7

12.8

11.5

21.1

16.9

11.4

14.7

11.1

14.0

11.5

15.4

19.2

10.5

10.2

17.1

14.7

11.1

17.1

3.8

15.4

23.1

23.7

18.6

15.7

16.7

18.5

9.3

15.4

21.1

3.4

14.3

5.9

22.2

0.8

3.8

1.7

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①5,000人未満 ②5,000人以上～10,000人未満 ③10,000人以上～20,000人未満

④20,000人以上～30,000人未満 ⑤30,000人以上～50,000人未満 ⑥50,000人以上～100,000人未満

⑦100,000人以上 ⑧不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

5,000

人

未満

5,000

人以上

～

10,000

人未満

10,000

人以上

～

20,000

人未満

20,000

人以上

～

30,000

人未満

30,000

人以上

～

50,000

人未満

50,000

人以上

～

100,000

人未満

100,000

人以上

不

明

■総計　　　　　　　　　 16 18 24 18 18 22 12 1 129 49,723

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 5 6 8 2 3 1 1 26 15,971

b)１万人以上～３万人未満 8 6 8 5 6 6 39 25,698

c)３万人以上～５万人未満 2 2 4 3 5 6 4 26 57,289

d)５万人以上 1 4 4 8 4 9 8 38 91,408

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 8 6 15 10 6 11 2 1 59 30,229

b)過疎地域以外 8 12 9 8 12 11 10 70 65,875

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 15 14 19 15 15 17 6 1 102 38,545

b)高齢化率九州平均未満 1 4 5 3 3 5 6 27 91,537

※平均値は不明を除く

総

計

平均値

：人
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○過疎路線・高齢化路線のほうが、H27 年度年間乗車人員の平均値は小さい。 

○予約型運行の H27 年度年間乗車人員の平均値は、定時定路線運行路線よりも小さい。 

 

 

 

 

■H27年度年間乗車人員について（n=1,029）：路線別集計（一路線あたりの数値）

27.2

21.7

27.3

24.3

30.6

30.7

23.9

25.1

36.0

25.6

13.6

48.0

43.3

30.3

22.3

15.4

14.1

17.8

17.3

12.7

17.6

13.3

16.6

10.0

16.8

13.6

21.0

7.5

19.7

9.0

15.6

16.3

13.2

21.0

12.9

17.8

13.6

16.5

12.0

16.1

15.0

18.0

10.0

17.8

12.4

18.3

21.7

19.0

16.3

18.5

17.0

19.5

19.3

14.0

18.2

18.4

10.0

25.8

17.8

18.9

9.8

12.0

10.3

9.7

9.1

9.2

10.4

10.4

7.5

8.5

18.0

2.0

7.5

8.3

12.1

8.6

10.9

9.5

7.0

8.6

5.6

11.4

7.8

11.5

9.4

11.7

1.0

4.2

3.9

15.5

5.2

3.3

2.9

4.3

7.6

2.2

8.0

4.2

9.0

5.4

9.7

1.7

2.1

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①500人未満 ②500人以上～1,000人未満 ③1,000人以上～2,000人未満

④2,000人以上～5,000人未満 ⑤5,000人以上～10,000人未満 ⑥10,000人以上～20,000人未満

⑦20,000人以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

500人

未満

500人

以上～

1,000人

未満

1,000人

以上～

2,000人

未満

2,000人

以上～

5,000人

未満

5,000人

以上～

10,000人

未満

10,000人

以上～

20,000人

未満

20,000

人以上

■総計　　　　　　　　　 280 158 161 188 101 88 53 1,029 6,185

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 20 13 15 20 11 10 3 92 4,340

b)１万人以上～３万人未満 66 43 32 46 25 23 7 242 4,141

c)３万人以上～５万人未満 73 52 63 49 29 21 13 300 4,965

d)５万人以上 121 50 51 73 36 34 30 395 8,794

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 154 88 89 85 46 28 11 501 3,500

b)過疎地域以外 126 70 72 103 55 60 42 528 8,733

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 208 138 137 160 86 65 35 829 4,696

b)高齢化率九州平均未満 72 20 24 28 15 23 18 200 12,358

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 148 97 93 105 49 54 31 577 6,197

b)定時定路線運行（循環型） 28 28 31 38 37 24 20 206 10,844

c)予約型運行（路線型） 48 21 18 10 2 1 100 1,085

d)予約型運行（区域型） 52 9 12 31 9 5 2 120 2,782

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 186 121 109 109 51 24 13 613 2,832

b)フリー乗降なし 92 37 51 78 50 64 40 412 11,218

※平均値は不明を除く

総

計

平均値

：人
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４８）乗車人員動向について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、乗車人員が増加傾向にある路線よりも減少傾向にある路線のほうが多く、運

行開始時期が新しい年度の路線では、増加傾向路線割合が半数以上の路線も見られる。 

※H26～27年度増減状況については運行開始時期がH26.4以前の路線のみを対象として集計を

行った（２カ年の比較ができる路線のみの集計） 

 

 

■H26年度～H27年度の増減状況について（n=934）：路線別集計（一路線あたりの数値）
　

46.5

45.9

48.4

48.0

44.2

44.1

48.8

45.0

53.3

42.5

57.2

40.9

55.8

41.6

54.2

43.8

53.8

36.6

70.6

68.2

53.5

54.1

51.6

52.0

55.8

55.9

51.2

55.0

46.7

57.5

42.8

59.1

44.2

58.4

45.8

56.2

46.2

63.4

29.4

31.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

■運行開始時期

a)H22年度以前

b)H23年度

c)H24年度

d)H25年度

e)H26.4運行開始

①増加

②減少

①増加 ②減少 総計

■総計　　　　　　　　　 434 500 934

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 39 46 85

b)１万人以上～３万人未満 109 116 225

c)３万人以上～５万人未満 131 142 273

d)５万人以上 155 196 351

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 206 261 467

b)過疎地域以外 228 239 467

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 345 422 767

b)高齢化率九州平均未満 89 78 167

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 224 303 527

b)定時定路線運行（循環型） 103 77 180

c)予約型運行（路線型） 36 52 88

d)予約型運行（区域型） 63 50 113

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 237 333 570

b)フリー乗降なし 195 165 360

■運行開始時期別　　　　

a)H22年度以前 278 356 634

b)H23年度 49 42 91

c)H24年度 41 71 112

d)H25年度 36 15 51

e)H26.4運行開始 15 7 22
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると、22.3％が増加傾向継続路線となっている。 

○運行開始時期別にみると、運行開始時期が新しい路線のほうが「①増加→増加」傾向路線の

割合が高い。 

※H25～27年度増減状況については運行開始時期がH25.4以前の路線のみを対象として集計を

行った（３カ年の比較ができる路線のみの集計） 

 

 

■H25年度～H27年度の増減状況について（n=875）：路線別集計（一路線あたりの数値）

22.3

21.8

21.8

21.9

23.0

21.3

23.3

21.2

27.9

19.6

25.5

19.5

34.1

20.1

26.0

19.4

36.3

20.7

47.6

22.5

19.2

24.8

24.6

20.2

20.9

24.2

22.3

23.8

22.3

29.7

22.0

15.4

19.9

26.9

24.2

17.6

15.3

19.0

24.8

25.6

24.3

24.2

25.4

27.2

22.4

25.5

21.1

25.6

19.4

28.0

26.4

26.0

23.0

25.6

23.1

25.2

19.0

30.4

33.3

29.1

29.2

31.4

30.6

30.2

31.0

27.2

32.5

25.5

30.5

24.2

34.0

24.2

30.7

23.1

38.7

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

■運行開始時期

a)H22年度以前

b)H23年度

c)H24年度

d)H25.4運行開始

①増加→増加

②減少→増加

③増加→減少

④減少→減少

①増加→増加 ②減少→増加 ③増加→減少 ④減少→減少 総計

■総計　　　　　　　　　 195 197 217 266 875

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 17 15 20 26 78

b)１万人以上～３万人未満 45 51 50 60 206

c)３万人以上～５万人未満 57 64 63 76 260

d)５万人以上 76 67 84 104 331

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 94 92 120 135 441

b)過疎地域以外 101 105 97 131 434

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 154 162 186 226 728

b)高齢化率九州平均未満 41 35 31 40 147

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 100 114 131 166 511

b)定時定路線運行（循環型） 42 49 32 42 165

c)予約型運行（路線型） 16 18 23 25 82

d)予約型運行（区域型） 31 14 24 22 91

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 108 107 140 183 538

b)フリー乗降なし 87 90 77 81 335

■運行開始時期別　　　　

a)H22年度以前 122 152 161 193 628

b)H23年度 33 16 21 21 91

c)H24年度 23 17 28 43 111

d)H25.4運行開始 10 4 4 3 21
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４９）１便あたりの平均乗車人員について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○１便あたりの平均乗車人員は、5.8 人となっている 

○予約型運行路線よりも定時定路線運行路線のほうが、平均乗車人員が多い。 

 

 

 

 

■H27年度１便あたりの平均乗車人員について（n=1,024）：路線別集計（一路線あたりの数値）

30.6

35.2

33.5

22.0

34.3

30.4

30.7

29.7

34.0

19.8

24.8

51.5

76.5

31.0

29.7

37.3

34.1

35.5

43.7

34.3

39.7

35.0

39.3

29.0

38.8

40.3

41.4

21.8

40.0

33.3

21.6

22.7

22.7

22.3

20.1

19.6

23.5

22.5

18.0

27.8

24.8

4.0

0.8

21.6

21.6

6.5

5.7

5.4

7.7

6.6

6.9

6.3

5.8

9.5

8.0

7.3

3.0

5.4

8.3

4.0

2.3

2.9

4.3

4.8

3.4

4.5

2.7

9.5

5.6

2.9

0.8

2.0

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①2人未満 ②2人以上～5人未満 ③5人以上～10人未満 ④10人以上～15人未満 ⑤15人以上

① ② ③ ④ ⑤

2人未満
2人以上～

5人未満

5人以上～

10人未満

10人以上～

15人未満
15人以上

■総計　　　　　　　　　 313 382 221 67 41 1,024 5.8

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 31 30 20 5 2 88 5.1

b)１万人以上～３万人未満 81 86 55 13 7 242 4.7

c)３万人以上～５万人未満 66 131 67 23 13 300 6.5

d)５万人以上 135 135 79 26 19 394 6.0

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 151 197 97 34 17 496 4.8

b)過疎地域以外 162 185 124 33 24 528 6.3

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 245 324 185 48 22 824 4.7

b)高齢化率九州平均未満 68 58 36 19 19 200 8.9

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 114 223 160 46 32 575 6.4

b)定時定路線運行（循環型） 51 83 51 15 6 206 7.0

c)予約型運行（路線型） 51 41 4 3 99 2.2

d)予約型運行（区域型） 91 26 1 1 119 2.1

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 190 245 132 33 12 612 4.0

b)フリー乗降なし 121 136 88 34 29 408 7.0

総計
平均値

：人
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【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体で見ると、H25～H27 年度にかけて１便あたり平均乗車人員は徐々に減少傾向となって

いる。 

 

 

 

■１便あたりの平均乗車人員の推移について：路線別集計（一路線あたりの数値） （人）

6.0

5.8

4.7

6.2

6.5

4.4

6.9
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7.3

2.3

2.0

4.0

7.3

5.8

5.1

4.7
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4.7

8.9

6.4

7.0

2.2

2.1

4.0

7.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

H25

H26

H27
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５０）車両１台あたり年間乗車人員について 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○車両１台あたり年間乗車人員＝年間乗車人員÷使用車両台数（定員 11人以上、以下別） 

○1台あたりの年間乗車人員は、定員 11人以上・未満の車両で大きな差がみられる。 

※11人以上車両・11人未満車両の両方を使用して運行している路線は除外して集計 

 

  

■車両１台あたり年間乗車人員について（n=511、406）：路線別集計（一路線あたりの数値）
（人）

【定員11人以上】

【定員11人未満】

※《　》内の数字は路線総数

6,199

3,944

5,207

3,834

9,374

3,180

8,188

4,089

13,577

5,899

7,397

1,256

598

2,611

8,786

1,579

815

1,022

953

2,905

1,080

2,295

1,742

732

2,475

3,161

467

1,037

1,715

1,392

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 57》

b)１万人以上～３万人未満《123》

c)３万人以上～５万人未満《115》

d)５万人以上《216》

■地域特性別

a)過疎地域《213》

b)過疎地域以外《298》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《375》

b)高齢化率九州平均未満《136》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《335》

b)定時定路線運行（循環型）《144》

c)予約型運行（路線型）《 10》

d)予約型運行（区域型）《 4》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《269》

b)フリー乗降なし《242》

■総計

■人口規模別

a)１万人未満《 28》

b)１万人以上～３万人未満《109》

c)３万人以上～５万人未満《112》

d)５万人以上《157》

■地域特性別

a)過疎地域《214》

b)過疎地域以外《192》

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上《361》

b)高齢化率九州平均未満《 45》

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）《186》

b)定時定路線運行（循環型）《 39》

c)予約型運行（路線型）《 73》

d)予約型運行（区域型）《102》

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり《268》

b)フリー乗降なし《134》
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５１）今後の見通しについて（いずれかを選択） 

【路線別集計（一路線あたりの数値）】 

○全体でみると「①継続」予定との回答が 85.0％と最も多く、「②廃止」予定は 2.5％と非常

に少ない。 

○人口１万人未満市町村の路線では「③変更」予定の割合が比較的高い。 

 

 

 

 

  

■今後の見通しについて（n=1,043）：路線別集計（一路線あたりの数値）
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1.7

3.7

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型）

b)定時定路線運行（循環型）

c)予約型運行（路線型）

d)予約型運行（区域型）

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり

b)フリー乗降なし

①継続

②廃止

③変更

④不明

①継続 ②廃止 ③変更 ④不明 総計

■総計　　　　　　　　　 887 26 98 32 1,043

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 70 15 8 93

b)１万人以上～３万人未満 214 2 32 2 250

c)３万人以上～５万人未満 280 10 11 301

d)５万人以上 323 14 40 22 399

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 450 1 48 11 510

b)過疎地域以外 437 25 50 21 533

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 737 11 63 31 842

b)高齢化率九州平均未満 150 15 35 1 201

■路線・運行形態別

a)定時定路線運行（往復型） 495 13 50 24 582

b)定時定路線運行（循環型） 162 12 29 4 207

c)予約型運行（路線型） 93 11 1 105

d)予約型運行（区域型） 111 1 7 2 121

■フリー乗降別

a)フリー乗降あり 513 23 61 23 620

b)フリー乗降なし 370 3 37 9 419
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（２）過去の調査との比較について 

１）当該市町村数及び路線数の状況 

【平成 21年度データ（平成 22年度調査）】 

○回答市町村数……227 市町村（回収率 97％） 

○当該市町村数……141 市町村 

○路線数……………987 路線 

【平成 22年度データ（平成 23年度調査）】 

○回答市町村数……231 市町村（回収率 99％） 

○当該市町村数……145 市町村 

○路線数……………767 路線 

※平成 22年度データの特徴 

○当該市町村数はほぼ同数だが、H21・H23・H25 年度に比べて路線数が非常に少ない。 

○実際に路線数が減少しているわけではなく、複数の路線を合計した「市町村合計デー

タ」を「路線データ」として記入している市町村が多くみられる。 

→路線データと市町村合計データが混在した状況→路線データに関しては平均値が大き

く算出される傾向 

【平成 23年度データ（平成 24年度調査）】 

○回答市町村数……210 市町村（回収率 90％） 

○当該市町村数……142 市町村 

○路線数……………945 路線 

【平成 24年度データ（平成 25年度）】 ※調査なし 

【平成 25年度データ（平成 26年度調査）】 

○回答市町村数……198 市町村（回収率 85％） 

○当該市町村数……137 市町村 

○路線数……………1,146 路線 

【平成 27年度データ（平成 28年度：今年度調査）】 

○回答市町村数……173 市町村（回収率 74％） 

○当該市町村数……129 市町村 

○路線数……………1,043 路線 

【過去の調査との比較について】 

○基本的に、H21・H23・H25・H27 年度データを使用し、１年おきの状況を比較した分析を行

う。 

○一部データについては、H23・H25・H27 年度の３カ年の比較を行う（H21 未調査項目）。 

※1回あたり運行経費・運賃収入について 

・H21 年度データには、年間運行回数に関する設問がなかったため、年間運行回数は「1 週

あたり運行回数×52週」により計算 

・H23 年度データには「17)年間運行回数について」にあるように、新たなデータを追加（曜

日別運行本数、曜日別運行日数から計算） 

・同様の条件で比較を行うため、過去の調査との比較においては「1回あたり運行経費・運

賃収入」を前年度調査と同様の方式で再計算を行った。 

※当該市町村数…コミュニティ

バス・乗合タクシー等を運行

している市町村数 
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

２）運行形態について 

○「③予約型運行（区域型）」の割合が徐々に増加している。 

 

 

 

 
 

３）所要時間について 

○一路線あたりの所要時間平均値はほとんど変化していない。 

 

 

 

 

■運行形態について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

85.8

81.9

78.3

77.7

14.2

18.1

21.7

22.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①定時運行 ②予約型運行

①定時運行 ②予約型運行 ③不明 総計

H21年度 817 135 35 987

H23年度 771 170 4 945

H25年度 844 234 68 1,146

H27年度 789 226 28 1,043

■所要時間について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明・予約型運行（区域型）を除く

10.7

15.5

10.7

11.5

19.0

19.7

19.4

19.1

25.8

19.1

21.8

21.9

16.7

15.2

19.4

18.3

10.7

10.3

12.4

12.7

17.0

20.2

16.2

16.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①20分未満 ②20～29分 ③30～39分 ④40～49分 ⑤50～59分 ⑥60分以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

20分未満 20～29分 30～39分 40～49分 50～59分 60分以上 不明

H21年度 95 168 228 148 95 150 103 987 42

H23年度 125 159 154 123 83 163 25 832 42

H25年度 96 175 196 175 112 146 89 989 41

H27年度 96 160 183 153 106 139 85 922 41

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

総計
平均値

：分
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４）路線キロについて 

○H25 年度は路線キロの平均値がやや小さくなっていたが、H27 年度には増加しており、概ね

約 20㎞前後で推移している。 

 

 

５）一週間あたりの運行回数について 

○H25 年度に１週間あたり平均運行回数は減少していたが、H27 年度には増加しており、概ね

一定の回数で推移している。 

 

  

■路線キロについて：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明・予約型運行（区域型）を除く

19.8

25.6

19.6

19.5

26.5

24.3

26.2

25.5

20.2

20.8

21.9

23.6

10.4

10.2

12.9

12.0

7.6

5.7

7.0

7.0

7.9

6.9

7.1

5.8

7.5

6.5

5.3

6.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①10km未満 ②10km以上～15km未満 ③15km以上～20km未満 ④20km以上～25km未満

⑤25km以上～30km未満 ⑥30km以上～40km未満 ⑦40km以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10km

未満

10km以上

～

15km未満

15km以上

～

20km未満

20km以上

～

25km未満

25km以上

～

30km未満

30km以上

～

40km未満

40km

以上

H21年度 156 208 159 82 60 62 59 786 22

H23年度 201 191 163 80 45 54 51 785 23

H25年度 184 247 206 121 66 67 50 941 19

H27年度 165 216 200 102 59 49 56 847 21

※平均値は不明・予約型運行（区域型）を除く

総計
平均値

：km

■１週間あたり運行回数について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

20.4

23.7

19.6

22.8

12.0

12.1

16.7

13.6

15.7

16.6

23.2

18.1

18.1

11.8

15.4

14.7

12.1

9.5

8.6

10.2

13.0

13.6

7.5

10.3

8.6

12.7

9.1

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①3未満 ②3以上～5未満 ③5以上～10未満 ④10以上～20未満

⑤20以上～30未満 ⑥30以上～50未満 ⑦50以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

3未満

3以上

～

5未満

5以上

～

10未満

10以上

～

20未満

20以上

～

30未満

30以上

～

50未満

50

以上

１週間

：回

１日

：回

H21年度 165 97 127 146 98 105 69 807 22 3

H23年度 179 91 125 89 72 103 96 755 24 3

H25年度 176 150 209 138 77 67 82 899 20 3

H27年度 176 105 140 114 79 80 79 773 23 3

※平均値は不明・予約型運行（路線型・区域型）を除く

平均値

総計
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

６）年間運行経費について 

○市町村単位でみると、H23 年度から H25 年度にかけて年間運行経費の平均値は減少していた

が、H27 年度には増加している。 

○一路線あたりの年間運行経費の平均値については、H25 年度から H27 年度にかけて増加して

いる。 

○路線１km あたり年間運行経費は概ね 20 万円／㎞程度で推移、１回あたり運行経費は概ね 4

千円／回程度で推移している。 

 

 

 

 

■年間運行経費について：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

※不明を除く

14.7

12.8

10.9

6.5

19.9

15.0

10.9

14.6

11.0

14.3

12.5

11.4

11.0

10.5

11.7

9.8

17.6

12.8

14.8

18.7

10.3

15.0

21.9

21.1

15.4

19.5

17.2

17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①500万円未満 ②500万円以上～1,000万円未満 ③1,000万円以上～1,500万円未満

④1,500万円以上～2,000万円未満 ⑤2,000万円以上～3,000万円未満 ⑥3,000万円以上～5,000万円未満

⑦5,000万円以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

500

万円

未満

500万円

以上～

1,000

万円未満

1,000

万円以上

～1,500

万円未満

1,500

万円以上

～2,000

万円未満

2,000

万円以上

～3,000

万円未満

3,000

万円以上

～5,000

万円未満

5,000

万円

以上

不明

H21年度 20 27 15 15 24 14 21 5 141 2,902

H23年度 17 20 19 14 17 20 26 9 142 3,243

H25年度 14 14 16 15 19 28 22 9 137 3,143

H27年度 8 18 14 12 23 26 22 6 129 3,326

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：万円

■年間運行経費について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

29.4

31.0

33.5

33.1

16.7

16.7

21.9

19.3

26.5

21.9

23.0

23.5

16.0

15.9

12.2

15.1

11.4

14.4

9.5

9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上

① ② ③ ④ ⑤

100万

円

未満

100万円以上

～

200万円未満

200万円以上

～

500万円未満

500万円以上

～

1,000万円未満

1,000万

円

以上

H21年度 252 143 227 137 98 857 460

H23年度 269 145 190 138 125 867 497

H25年度 354 231 243 129 100 1057 381

H27年度 327 190 232 149 89 987 414

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：万円
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

 

  

■年間運行経費について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数、不明を除く

※路線１㎞あたりは予約型運行（区域型）、１回あたりは予約型運行（路線型・区域型）を除く

19.71

22.47

20.16

20.36

4.11

4.02

3.92

4.05

0 5 10 15 20 25

■路線１kmあたり年間運行経費（万円）

H21年度《691》

H23年度《727》

H25年度《872》

H27年度《809》

■１回あたり運行経費 （千円）

H21年度《702》

H23年度《701》

H25年度《845》

H27年度《757》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

７）年間運賃収入について 

○市町村単位、路線単位どちらの場合でみても、H21・H23 年度に比べて H25 年度の年間運賃

収入の平均値は減少していたが、H27 年度には増加している。 

○路線１km あたり年間運賃収入についても、H21・H23 年度に比べて H25 年度は大きく減少し

ていたが、H27 年度には微増となっている。 

 

 

 

 

  

■年間運賃収入について：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

※不明を除く

21.4

22.2

22.4

18.6

22.1

19.0

9.6

15.3

22.9

19.8

28.8

28.8

17.6

20.6

24.8

17.8

16.0

18.3

14.4

19.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

100万円

未満

100万円以上

～

200万円未満

200万円以上

～

500万円未満

500万円以上

～

1,000万円未満

1,000万円

以上
不明

H21年度 28 29 30 23 21 10 141 739

H23年度 28 24 25 26 23 16 142 761

H25年度 28 12 36 31 18 12 137 646

H27年度 22 18 34 21 23 11 129 714

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：万円

■年間運賃収入について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

22.7

32.2

34.8

34.7

14.2

14.9

17.8

17.5

21.3

15.3

17.6

17.0

14.7

13.6

12.6

12.6

11.0

10.5

8.7

9.4

11.9

9.2

5.5

6.3

4.2

4.3

3.1

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①10万円未満 ②10万円以上～20万円未満 ③20万円以上～50万円未満 ④50万円以上～100万円未満

⑤100万円以上～200万円未満 ⑥200万円以上～500万円未満 ⑦500万円以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10万円

未満

10万円

以上～

20万円

未満

20万円

以上～

50万円

未満

50万円

以上～

100万円

未満

100万円

以上～

200万円

未満

200万円

以上～

500万円

未満

500万円

以上

H21年度 189 118 177 122 91 99 35 831 116

H23年度 273 126 130 115 89 78 36 847 113

H25年度 362 185 183 131 91 57 32 1,041 78

H27年度 343 173 168 124 93 62 25 988 85

※平均値は不明を除く

総計
平均値

：万円
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■年間運賃収入について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数、不明を除く

※路線１㎞あたりは予約型運行（区域型）、１回あたりは予約型運行（路線型・区域型）を除く

5.11

5.39

4.47

4.55

1.03

0.94

0.81

0.89

0 1 2 3 4 5 6

■路線１kmあたり年間運賃収入（万円）

H21年度《677》

H23年度《710》

H25年度《852》

H27年度《805》

■１回あたり運賃収入 （千円）

H21年度《683》

H23年度《679》

H25年度《815》

H27年度《815》
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８）年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合（収支率）について 

○市町村単位でみると、収支率の平均値は、H21年度25.0％⇒H23年度23.0％⇒H25年度20.5％

と減少傾向にあったが、H27 年度には 21.4％と増加し、やや上昇に転じている。 

○路線単位でもほぼ同じ状況となっているが、徐々に収支率 10％未満の路線割合が増加し、

H27 年度には４割を超えている。 

 

 

 

  

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について
　：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

※不明を除く

22.1

21.0

22.9

21.9

30.5

37.8

35.6

41.2

23.7

25.2

25.4

21.9

17.6

12.6

15.3

13.2

5.3

3.4

0.8

1.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

10％

未満

10％以上

～

20％未満

20％以上

～

30％未満

30％以上

～

50％未満

50％以上

～

100％未満

100％

以上
不明

H21年度 29 40 31 23 7 1 10 141 25.0%

H23年度 25 45 30 15 4 23 142 23.0%

H25年度 27 42 30 18 1 19 137 20.5%

H27年度 25 47 25 15 2 15 129 21.4%

※平均値は不明を除く

総計 平均値

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について
　：路線別集計（一路線あたりの数値）

※不明を除く

25.3

33.2

38.8

40.3

26.9

32.1

27.8

30.2

24.0

16.4

18.2

15.2

14.7

14.2

10.8

11.0

8.4

3.2

3.9

3.0

0.6

0.9

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21年度

H23年度

H25年度

H27年度

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

10％未満

10％以上

～

20％未満

20％以上

～

30％未満

30％以上

～

50％未満

50％以上

～

100％未満

100％

以上

H21年度 204 217 194 119 68 5 807 25.3%

H23年度 263 254 130 112 25 7 791 23.1%

H25年度 385 276 181 107 39 4 992 20.8%

H27年度 382 287 144 104 28 4 949 21.5%

※平均値は不明を除く

平均値総計
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９）年間実車走行キロについて 

○市町村単位・路線単位ともに、H27 年度の年間実車走行キロの平均値は H25 年度に比べて増

加している。 

○路線単位でみると、実車走行１㎞あたり年間運行経費は H23 から H27 年度にかけて徐々に

減少しているが、実車走行１㎞あたり年間運賃収入は H27 年度にやや増加している。 

 

 

 

 

  

■年間実車走行キロについて：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

20.4

26.3

22.5

16.9

16.8

23.3

22.5

31.4

23.3

13.4

14.6

16.3

4.2

4.4

6.2

22.5

6.6

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23年度

H25年度

H27年度

①5万㎞未満 ②5万㎞以上～10万㎞未満 ③10万㎞以上～20万㎞未満

④20万㎞以上～50万㎞未満 ⑤50万㎞以上 ⑥不明

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

5万

㎞

未満

5万㎞以

上～10万

㎞未満

10万㎞以

上～20万

㎞未満

20万㎞以

上～50万

㎞未満

50万

㎞

以上

不

明

H23年度 29 24 32 19 6 32 142 155,517

H25年度 36 23 43 20 6 9 137 150,925

H27年度 29 30 30 21 8 11 129 160,331

総計
平均値

：km

■年間実車走行キロについて：路線別集計（一路線あたりの数値）

17.6

14.9

18.1

16.5

23.4

19.5

13.0

17.5

17.6

17.1

19.2

17.6

9.9

7.3

7.9

12.3

8.7

10.0

13.7

8.9

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23年度

H25年度

H27年度

①2千㎞未満 ②2千㎞以上～5千㎞未満 ③5千㎞以上～1万㎞未満 ④1万㎞以上～2万㎞未満

⑤2万㎞以上～3万㎞未満 ⑥3万㎞以上～5万㎞未満 ⑦5万㎞以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

2千

㎞

未満

2千㎞

以上～

5千㎞

未満

5千㎞

以上～

1万㎞

未満

1万㎞

以上～

2万㎞

未満

2万㎞

以上～

3万㎞

未満

3万㎞

以上～

5万㎞

未満

5万

㎞

以上

H23年度 125 117 92 121 70 87 97 709 24,128

H25年度 158 249 186 204 78 92 95 1,062 18,191

H27年度 172 186 168 168 75 95 88 952 19,873

総計
平均値

：km
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■車両１台あたり年間実車走行キロについて：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数

23,363

14,715

25,000

6,562

6,340

13,608

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

■定員11人以上（㎞）

H23年度《442》

H25年度《583》

H27年度《497》

■定員11人未満（㎞）

H23年度《186》

H25年度《384》

H27年度《356》

■実車走行１㎞あたり経費・収入について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数

212

210

206

53

42

45

0 50 100 150 200 250

■実車走行１㎞あたり年間運行経費（円）

H23年度《658》

H25年度《975》

H27年度《908》

■実車走行１㎞あたり年間運賃収入（円）

H23年度《636》

H25年度《968》

H27年度《909》
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１０）年間総走行キロについて 

○年間総走行キロ平均値は、市町村単位、路線単位ともに H23 年度と H25 年度の差が非常に大

きくなっていたが、H27 年度の数字は H25年度の数字に近くなっている。 

○総走行１㎞あたり年間運行経費については概ね 180 円／㎞、総走行１㎞あたり年間運賃収

入は概ね 40円／㎞となっている。 

 

 

 

 

  

■年間総走行キロについて：当該市町村別集計（運行する全路線の合計）

13.4

21.9

13.4

17.6

14.6

17.6

14.1

25.5

14.1

16.2

16.8

16.2

38.7

21.2

38.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23年度

H25年度

H27年度

①5万㎞未満 ②5万㎞以上～10万㎞未満 ③10万㎞以上～20万㎞未満 ④20万㎞以上 ⑤不明

① ② ③ ④ ⑤

5万

㎞

未満

5万㎞以

上～10万

㎞未満

10万㎞以

上～20万

㎞未満

20万㎞

以上

不

明

H23年度 19 25 20 23 55 142 183,331

H25年度 30 20 35 23 29 137 157,652

H27年度 26 23 25 23 32 129 154,738

総計
平均値

：km

■年間総走行キロについて：路線別集計（一路線あたりの数値）

9.2

11.5

16.1

14.7

16.9

19.9

12.6

20.7

16.8

15.5

20.2

16.7

12.6

9.4

8.6

14.1

10.7

11.6

21.4

10.6

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23年度

H25年度

H27年度

①2千㎞未満 ②2千㎞以上～5千㎞未満 ③5千㎞以上～1万㎞未満 ④1万㎞以上～2万㎞未満

⑤2万㎞以上～3万㎞未満 ⑥3万㎞以上～5万㎞未満 ⑦5万㎞以上

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

2千

㎞

未満

2千㎞

以上～

5千㎞

未満

5千㎞

以上～

1万㎞

未満

1万㎞

以上～

2万㎞

未満

2万㎞

以上～

3万㎞

未満

3万㎞

以上～

5万㎞

未満

5万

㎞

以上

H23年度 45 72 62 76 62 69 105 491 32,484 1.18

H25年度 92 135 166 162 75 86 85 801 21,256 1.13

H27年度 110 136 115 114 59 79 70 683 21,976 1.14

総計
平均値

：km

総走行

台キロ

／

実車走行

台キロ
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■総走行１㎞あたり経費・収入について：路線別集計（一路線あたりの数値）

※《　》内の数字は総数

176

199

185

40

38

38

0 50 100 150 200 250

■総走行１㎞あたり年間運行経費（円）

H23年度《471》

H25年度《728》

H27年度《646》

■総走行１㎞あたり年間運賃収入（円）

H23年度《431》

H25年度《715》

H27年度《642》
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

（３）市町村によるバス・乗合タクシーへの運行費補助の状況について 

１）事業形態について（いずれかを選択） 

○九州管内の各市町村において、国・県・市町村等が運行費補助を実施している「交通事業者が

運営するバス・乗合タクシー」の路線総数は 909 となっており、その事業形態は「①バス事

業者」の割合が 90.6％と最も高い。 

 

２）運行区分について（いずれかを選択） 

○運行費補助を実施している路線の運行区分は「①道路運送法第４条に基づく路線定期運行」

の割合が 92.2％と最も高い。 

 

  

■事業形態について（n=909）

※【　】内の数字はn=909に対する割合

824

84

1

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

①バス事業者【90.6％】

②タクシー事業者【 9.2％】

③不明【 0.1％】

■運行区分について（n=909）

※【　】内の数字はn=909に対する割合

838

38

27

1

5

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

①道路運送法第４条に基づく「路線定期運行」【92.2％】

②道路運送法第４条に基づく「路線不定期運行」【 4.2％】

③道路運送法第４条に基づく「区域運行」【 3.0％】

④道路運送法第21条に基づく乗合運送許可【 0.1％】

⑤その他【 0.6％】
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３）運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況について（市町村別） 

○交通事業者が運営するバス・乗合タクシーに対して、国・県・市町村等が運行費補助を実施

している市町村の数は 132 となっており、補助実施率は全体で 76％、平均補助額は 5,182

万円となっており、Ｈ26年度調査の平均補助額 4,957 万円より上昇している。 

○人口５万人以上の市町村の平均補助額が非常に高い。 

○過疎地域がない市町村、高齢化率が低い市町村のほうが、平均補助額が高い。 

 

 

 

 

  

■運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況について：市町村別（n=132）

28.8

42.3

35.7

27.6

11.4

31.1

26.8

29.0

28.0

17.4

26.9

23.8

13.8

5.7

18.0

16.9

19.6

8.0

7.6

9.5

3.4

14.3

6.6

8.5

7.5

8.0

8.3

7.7

7.1

10.3

8.6

4.9

11.3

7.5

12.0

8.3

3.8

7.1

10.3

11.4

9.8

7.0

8.4

8.0

18.9

15.4

16.7

20.7

22.9

23.0

15.5

20.6

12.0

9.8

3.8

10.3

25.7

4.9

14.1

6.5

24.0

0.8

3.4

1.6

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①1,000万円未満 ②1,000万円以上～2,000万円未満 ③2,000万円以上～3,000万円未満

④3,000万円以上～4,000万円未満 ⑤4,000万円以上～5,000万円未満 ⑥5,000万円以上～1億円未満

⑦1億円以上 ⑧不明

①1千

万円

未満

②1千万

円以上

～

2千万

円未満

③2千万

円以上

～

3千万

円未満

④3千万

円以上

～

4千万

円未満

⑤4千万

円以上

～

5千万

円未満

⑥5千万

円以上

～

1億円

未満

⑦

1億円

以上

不

明

補助

実施

総計

市町

村

総計

補助

実施

率

平均

補助額

:万円

■総計　　　　　　　　　 38 23 10 11 11 25 13 1 132 173 76% 5,182

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 11 7 2 1 4 1 26 40 65% 2,910

b)１万人以上～３万人未満 15 10 4 3 3 7 42 57 74% 2,560

c)３万人以上～５万人未満 8 4 1 3 3 6 3 1 29 33 88% 4,420

d)５万人以上 4 2 5 3 4 8 9 35 43 81% 10,628

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 19 11 4 3 6 14 3 1 61 79 77% 3,790

b)過疎地域以外 19 12 6 8 5 11 10 71 94 76% 6,359

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 31 21 8 8 9 22 7 1 107 133 80% 3,961

b)高齢化率九州平均未満 7 2 2 3 2 3 6 25 40 63% 10,361

※平均値は不明を除く



 -118- 

第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

４）運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況について（路線別） 

○交通事業者が運営するバス・乗合タクシーに対して、国・県・市町村等が運行費補助を実施

している路線は 909 路線となっており、一路線あたりの平均補助額は 755 万円で、Ｈ26 年

度調査の平均補助額 692 万円より上昇している。 

○市町村別の場合と同様に、人口５万人以上の市町村の路線、過疎地域がない市町村の路線、

高齢化率が低い市町村の路線の平均補助額が高い。 

 

 

 

 

  

■運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況について：路線別（n=909）

27.2

23.8

32.7

35.3

18.7

28.8

26.0

29.2

20.7

23.9

23.8

23.2

26.9

21.7

26.0

22.3

23.3

25.8

12.2

19.0

8.9

10.2

13.0

16.5

8.9

13.2

9.2

15.3

12.7

16.1

14.5

16.6

13.2

16.9

15.3

15.2

16.9

19.0

13.1

10.2

23.8

10.4

21.9

14.9

23.5

3.4

1.6

4.8

0.7

5.7

3.1

3.7

2.7

5.5

1.1

1.2

2.1

0.6

2.0

0.4

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①100万円未満 ②100万円以上～300万円未満 ③300万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上～3,000万円未満 ⑥3,000万円以上

⑦不明

①

100

万円

未満

②100万

円以上

～

300万円

未満

③300万

円以上

～

500万円

未満

④500万

円以上

～

1,000

万円未満

⑤1,000

万円以上

～

3,000

万円未満

⑥

3,000

万円

以上

不

明

総

計

平均

補助額

:万円

■総計　　　　　　　　　 247 217 111 139 154 31 10 909 755

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 30 30 24 16 24 2 126 600

b)１万人以上～３万人未満 55 39 15 27 22 8 2 168 648

c)３万人以上～５万人未満 100 76 29 41 29 2 6 283 447

d)５万人以上 62 72 43 55 79 19 2 332 1,127

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 113 102 65 52 41 12 8 393 591

b)過疎地域以外 134 115 46 87 113 19 2 516 878

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 202 161 91 106 103 19 10 692 616

b)高齢化率九州平均未満 45 56 20 33 51 12 217 1,194

※平均値は不明を除く
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５）市町村による運行費補助の状況について（市町村別） 

○交通事業者が運営するバス・乗合タクシーに対して、運行費補助を実施している市町村の平

均補助額は 2,651 万円となっており、Ｈ26 年度調査の平均補助額 2,561 万円より上昇して

いる。 

○「①1,000 万円未満」の割合が 44.7％と４割以上を占めており、比較的補助額が低い市町村

も多く見られる。 

○「運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況」と場合と同様に、人口５万人以上の

市町村の路線、過疎地域がない市町村の路線、高齢化率が低い市町村の路線の平均補助額が

高い。 

 

 
 

  

■市町村による運行費補助の状況について：市町村別（n=132）

44.7
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66.7

37.9
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11.5
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10.3

24.0

1.5
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①1,000万円未満 ②1,000万円以上～2,000万円未満 ③2,000万円以上～3,000万円未満

④3,000万円以上～4,000万円未満 ⑤4,000万円以上～5,000万円未満 ⑥5,000万円以上

⑦不明

①1千

万円

未満

②1千万

円以上

～

2千万

円未満

③2千万

円以上

～

3千万

円未満

④3千万

円以上

～

4千万

円未満

⑤4千万

円以上

～

5千万

円未満

⑥

5千万

円以上

不

明

総

計

平均

補助額

:万円

■総計　　　　　　　　　 59 26 12 13 3 17 2 132 2,651

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 15 5 3 1 2 26 1,231

b)１万人以上～３万人未満 28 8 4 1 1 42 1,103

c)３万人以上～５万人未満 11 6 2 5 4 1 29 2,570

d)５万人以上 5 7 3 6 1 12 1 35 5,717

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 27 14 6 4 2 7 1 61 2,136

b)過疎地域以外 32 12 6 9 1 10 1 71 3,093

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 48 23 11 10 2 11 2 107 2,179

b)高齢化率九州平均未満 11 3 1 3 1 6 25 4,636

※平均値は不明を除く
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６）市町村による運行費補助の状況について（路線別） 

○交通事業者が運営するバス・乗合タクシーに対して市町村が運行費補助を実施している路線

の平均補助額は 389 万円となっており、平成 26 年度調査の平均補助額 362 万円よりも上昇

している。 

○市町村別の場合と同様に、人口５万人以上の市町村の路線、過疎地域がない市町村の路線、

高齢化率が低い市町村の路線の平均補助額が高い。 

 

 

 

 

  

■市町村による運行費補助の状況について：路線別（n=909）
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■総計

■人口規模別

a)１万人未満

b)１万人以上～３万人未満

c)３万人以上～５万人未満

d)５万人以上

■地域特性別

a)過疎地域

b)過疎地域以外

■高齢化特性別

a)高齢化率九州平均以上

b)高齢化率九州平均未満

①100万円未満 ②100万円以上～300万円未満 ③300万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上 ⑥不明・補助なし

①

100

万円

未満

②100万

円以上

～

300万円

未満

③300万

円以上

～

500万円

未満

④500万

円以上

～

1,000

万円未満

⑥

1,000

万円

以上

不

明

総

計

平均

補助額

:万円

■総計　　　　　　　　　 361 239 97 125 64 23 909 389

■人口規模別　　　　　　

a)１万人未満 61 31 16 14 4 126 254

b)１万人以上～３万人未満 75 45 14 20 8 6 168 286

c)３万人以上～５万人未満 137 75 24 29 11 7 283 261

d)５万人以上 88 88 43 62 41 10 332 604

■地域特性別　　　　　　

a)過疎地域 147 123 44 44 19 16 393 340

b)過疎地域以外 214 116 53 81 45 7 516 425

■高齢化特性別　　　　　

a)高齢化率九州平均以上 263 190 74 100 42 23 692 342

b)高齢化率九州平均未満 98 49 23 25 22 217 534

※平均値は不明を除く
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（４）その他市町村が支援を行っている交通について 

１）その他支援を行っている交通について（路線別、いずれかを選択） 

○「コミュニティバス・乗合タクシーに対する支援」「交通事業者が運営するバス・乗合タク

シーへの運行費補助」以外に、市町村が支援等の関与を行っている交通及び市町村自身が運

行している交通については、「②スクールバス」に対するものが最も多い。 

 

 

 

２）支援内容について（路線別、該当するものを全て選択） 

○支援内容としては「①運行補助金の支給（運行委託含む）」による支援が最も多く、次いで

「②車両の貸与」が多い。 

 

 

  

■その他支援を行っている交通について（n=264）

※【　】内の数字はn=264に対する割合

21

216

4

16

7

0 50 100 150 200 250

①市町村・ＮＰＯ等の自家用車無償運送【 8.0％】

②スクールバス【81.8％】

③病院の送迎バス【 1.5％】

④福祉の無料バス【 6.1％】

⑤その他【 2.7％】

■支援内容について（n=264）

※【　】内の数字はn=264に対する割合

167

56

28

46

11

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

①運行補助金の支給（運行委託含む）【63.3％】

③車両の貸与【21.2％】

④時刻表・路線図・利用案内ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等作成支援【10.6％】

⑤運行に至るまでのサポート支援（調整等）【17.4％】

⑥その他【 4.2％】
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（５）海上交通の状況について 

１）運航費補助の状況について（航路別） 

○32市町村から 72航路の回答があり、うち市町村が運行主体であるものが 18航路、民間事業

者等のものが 54航路となっている。 

○国からの補助を受けている航路  ：22 航路（平均補助額 4,799 万円） 

○県からの補助を受けている航路  ：26 航路（平均補助額 1,420 万円） 

○市町村からの補助を受けている航路：16航路（平均補助額 823 万円） 

※市町村が運行主体である航路を除く 

２）市町村の支援状況について（該当するものを全て選択） 

○市町村による民間事業者等に対する支援の内容としては、「①運行補助金の支給」「③乗船場

の整備（待合室整備、バリアフリー化等）」が多い。 

 

 

 

  

■市町村の支援について（n=54）

※【　】内の数字はn=54に対する割合

16

2

13

5

15

14

0 5 10 15 20

①運航補助金の支給【29.6％】

②時刻表・路線図・利用案内ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等の作成支援【 3.7％】

③乗船場の整備（待合室整備、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化等）【24.1％】

④その他【 9.3％】

⑤特に支援は行っていない【27.8％】

⑥不明（記入なし）【25.9％】
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３．アンケート調査結果のまとめ 

（１）集計結果から見える課題⇒国がすべき施策の方向性の検討・提案 

１）専門部署、担当職員の不足 

・今年度調査（平成 28 年度調査）における公共交通の専任担当者の配置状況については、「専

任担当者なし」の市町村が 83.2％となっており、公共交通専任の担当者が配置されている市

町村は少なく、過去数年間の調査でも同様の傾向が続いている。 

・また、兼任担当者の配置状況についても、50.3％は「１人」のみの配置となっており、全体

的に市町村における公共交通関連の担当職員の不足がうかがえる状況となっている。 

・「公共交通の取り組みを進める上での課題」についても、「専門部署の不足、担当職員の不足」

が課題であると回答した市町村は 64.7％と課題の第一位となっており、過去数年間の調査

でも同様に課題の第一位という状況が続いている。また、そのうち「特に重要」な課題であ

ると回答した市町村も 31.2％と多く見られる。 

・一方で、「人材確保に有効な取り組み」としては、「大学など教育機関と連携することで専門

的な人材を確保する」が 47.4％、「交通事業者から市町村へ出向してもらい、交通に関する

専門的な人材を確保するとともに、人材交流・育成を進める」が 46.2％と大学・交通事業者

との連携・交流から人材を確保することが有効であるとの回答が多くなっている。 

・また、「ＩＴ技術の活用により今までの業務が簡略化され、大がかりな実態調査を行う必要

がなくなるなど、既存業務を効率化することで空いた人材を確保する」が 35.3％、「住基ネ

ット等を活用して潜在的交通需要を把握し、より効率的な公共交通網の形成につなげるなど、

様々な既存データの活用が進むことで検討業務が容易になり、空いた人材の確保につながる」

が 32.9％と、先端技術の活用による業務の効率化や既存データの有効活用などによって空

いた人材を確保することが有効であるとの回答も比較的多くなっている。 

・国が、教育機関や交通事業者と市町村をマッチングし、自治体が交通に関する専門的な人材

を確保するとともに人材交流・育成を進めるなど、市町村の公共交通専門部署・担当職員不

足に対する国の支援が必要と考えられる。 

・また、専門的な人材育成を継続していくために、国が、新たな法制度や補助制度、先進事例

等に関する勉強会の開催や研修会の実施を、様々な機会を通じて、継続していくことが必要

と考えられる。 

２）財源の不足・行政負担の増加 

・今年度調査（平成 28 年度調査）の「コミュニティバス・乗合タクシー」に対する補助金（国・

県・市町村・その他の補助金合計）の状況を見ると、市町村単位（市町村内に運行している

全路線の合計値）の平均補助額は 2,021 万円となっており、前回調査（平成 26 年度調査）

の 1,734 万円に比べて増加している。 

・また、「民間事業者が運行しているバス・乗合タクシー」に対する補助金（国・県・市町村等

すべて含む）の状況を見ても、市町村単位（運行費補助を行っている全路線の合計値）の平

均補助額は 5,182 万円となっており、前回調査（平成 26 年度調査）の 4,957 万円に比べて

こちらも増加している。 

・「公共交通の取り組みを進める上での課題」について、「財源不足」が課題であると回答した

市町村は 50.3％と課題の第二位となっており、過去数年間の調査でも同様に課題の第二位

という状況が続いている。 
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・今後も、引き続き国・県・市町村などによる財政支援が必要であると考えられるが、その前

提として、乗車人員の増加・運賃収入の拡大に向けた取り組みが必要と考えられる。 

・「コミュニティバス・乗合タクシー」の状況については、乗車人員が「減少傾向」にある路線

の方が多く、「収支率（年間運賃収入／年間運行経費）」の状況を見ると、人口１万人以上市

町村（1～3 万人、3～5 万人、5 万人以上）の平均値は 22～23％であるのに対して、人口１

万人未満市町村については、年間運行経費の平均値が最も高く、年間運賃収入が最も低くな

っていることもあり、収支率の平均値は 11％と非常に低くなっている。 

・人口規模に関係なく、定時定路線運行のほうが予約型運行よりも年間運行経費の平均値は高

いが、年間運賃収入の平均値も高くなっており、結果的に収支率は定時定路線運行の方が高

くなる傾向が見られることから、それらの事例も参考にしながら、必要に応じて運行形態の

見直しを行うなど、利用者数の増加、運賃収入の増加につながる、市町村等による積極的な

取り組みの推進が必要と考えられる。 

３）的確な情報提供 

・今年度調査（平成 28 年度調査）において、「必要としている情報」の第一位は「国の支援制

度の内容」64.2％、第二位「計画の立て方（利用者ニーズの把握方法、需要予測等、交通計

画策定時における調査の方法、効果の検証の方法）」56.1％、第三位「他の地域における事例

やその成功要因」53.2％となっているが、過去数年間の調査においても、この３項目が必要

としている情報のベスト３となっている。 

・引き続き、「国の支援制度」「計画の立て方（マニュアル等の作成）」「成功事例」等の情報提

供を進めていくと共に、よりわかりやすく、的確に情報を提供するための手段・方法の検討

が必要であると考えられる。 

４）地域住民の理解・協力の不足 

・今年度調査（平成 28 年度調査）における「地域公共交通の事例に対する取り組み意向」につ

いては、市町村の意向が高かった項目は、福岡市の「数値目標を設定し、住民が利用促進を

続けながら新しいバス路線を確保維持する取り組み」24.3％、大分市の「自治会が有価物回

収によって公共交通運営経費を確保する取り組み」21.4％、函館市の「自治会が主導する運

行計画の改善・利用促進の取り組み」19.1％となっており、地域住民、自治会など、地域の

自主的・積極的な活動が一定の成果を上げている事例に対する取り組み意向が比較的高くな

っている。 

・一方で、市町村の取り組み意向が高かった上記の３項目について、その取り組みを進める上

での課題については、「住民の理解・協力が得られない」という回答がいずれの場合も突出し

て多くなっている。 

・今年度調査（平成 28 年度調査）における「公共交通の取り組みを進める上での課題」につい

て、「公共交通の維持・改善に対する住民の問題意識が低い」ことが課題であると回答した市

町村は 40.5％と課題の第三位となっており、過去数年間の調査でも同様に課題の第三位と

いう状況が続いている。 

・シンポジウムなど比較的広い範囲を対象としたイベント等だけでなく、校区単位など、もう

少し狭い範囲を対象とした、公共交通確保・維持・改善に対する地域住民の理解・協力を促

すような取り組みの実施が必要であると考えられる。 
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

５）高齢運転者の免許証返納に対する支援 

・今年度調査（平成 28 年度調査）において、「高齢運転者の免許証返納」の取り組み状況につ

いて、「実施している」41.6％、「実施していない」30.6％、「検討を行っている」23.1％とい

う回答が得られている。 

・「実施している」の中でも「交通事業者が独自で免許証返納者に対する割引等を実施してい

る」のとの回答が多く、市町村としての取り組みがやや不足していることが予想されること

から、その促進につながる国の支援施策等の検討が必要と考えられる。 

（２）自治体が今後地域公共交通の確保、維持、改善を行う上で配慮すべき事

項 

１）立地適正化計画と公共交通網形成計画の整合について 

・今年度調査（平成 28 年度調査）において、地域公共交通網形成計画を「策定済み・策定中・

策定検討中」の割合は 62.7％であるのに対して、立地適正化計画を「策定済み・策定中・策

定検討中」の割合は 23.6％という回答が得られている（いずれも不明を除く）。 

・人口減少・高齢化が進む中、特に地方都市において、地域の活力を維持するとともに、医療・

福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者が安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携し

て、コンパクトなまちづくりを進めるという「コンパクトシティ＋ネットワーク」の考えに

基づいたまちづくりを推進するためには、立地適正化計画と地域公共交通網形成計画の整合

性が重要な視点となる。 

・今後、立地適正化計画の策定が進む中で、先行して地域公共交通網形成計画が策定されてい

る場合は、両計画の間で十分に調整を図ると共に、必要に応じた地域公共交通網形成計画の

見直しにも配慮する必要がある。 

・また、「（１）集計結果から見える課題」でも整理したように、「４）地域住民の理解・協力の

不足」が公共交通の取り組みを進める上での課題となっていることから、地域公共交通網形

成計画の見直しを図る際に、地域住民の参画を促し、その意識向上を図るとともに、市町村

と地域住民が一体となった事業の推進につながるような、計画策定方法・体制への配慮も必

要と考えられる。 

２）コミュニティバス・乗合タクシーの位置づけ・役割について 

・「交通に関する計画や方針の策定状況」に対する市町村からの回答を見ると、策定された計

画や方針に最も多く記載されている分野は、平成 23 年度調査からの過去５回の調査すべて

において、「コミュニティバス・乗合タクシー関連」となっている。 

・特に今年度調査（平成 28 年度調査）においては、「コミュニティバス・乗合タクシー関連」

の記載割合は 95.7％と非常に高く、ほぼすべての計画・方針で何らかの記載がなされている

状況となっている。 

・各市町村においても、「コミュニティバス・乗合タクシー関連」分野の重要度が高くなってい

ると考えられることから、今後、地域公共交通の確保、維持、改善を進めていく上において、

公共交通分野の中で、コミュニティバス・乗合タクシーの位置づけがさらに高いものなり、

より重要な役割を担うことが求められる可能性が考えられる。 
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第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村） 

 

・しかし現況では、市町村によって人口規模、域内面積、公共交通（鉄道・路線バス等）の運

行状況、地形条件などがそれぞれ違うことから、コミュニティバス・乗合タクシーの位置づ

け・役割も違うと考えられ、実際に、今年度調査（平成 28 年度調査）における、各市町村域

内におけるコミュニティバス・乗合タクシーの運行状況については、運行していない市町村、

数路線のみが運行している市町村、50 以上の路線が運行している市町村など差が見られる。 

・例えば、「年間運行日数」は人口１万人未満市町村路線の平均値（217 日）が最も大きく、人

口規模が大きくなるにつれてその平均値は小さくなっている（人口５万人以上市町村路線の

平均値 186 日）ことから、人口規模が小さい市町村では「多くの日数運行する」ことがコミ

ュニティバス・乗合タクシーに求められていることが予想される。 

・一方で、「年間実車走行キロ」は人口５万人以上市町村の路線の平均値（約 24 万㎞）が最も

大きく、人口規模が小さくなるにつれてその平均値は小さくなっている（人口１万人未満市

町村の路線の平均値約 8万㎞）ことから、人口規模が大きい市町村では「より広いエリアや

より長い距離、より密度高く運行する」ことがコミュニティバス・乗合タクシーに求められ

ていることが予想される。 

・各市町村の公共交通を取り巻く状況（人口増減・高齢化状況、土地利用・立地施設の状況、

鉄道・路線バス等の公共交通の運行状況）を正確に把握するとともに、その将来動向等にも

留意しながら、それぞれの市町村に相応しいコミュニティバス・乗合タクシーの位置づけ・

役割を検討する必要がある。 
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地

域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

１．離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公

共交通特性の整理 

「第２章 九州管内における公共交通に関するアンケート調査（市町村）」において整理した

項目の中で、離島地域の特性・課題等を把握する上で有効と考えられる項目について、回答が

あった離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域：以下、離島地域という。）の市町村

に限定した別途集計を行う。 

（１）交通関連予算額について 

○離島地域・全地域ともに、交通関連予算の配分先としては、「バス関係（福祉・教育を除く）」

との回答が最も多い。 

○離島地域では、全地域に比べて「旅客船関係」の予算を配分している市町村の割合が高く、

平均予算額を見ても、旅客船関係の数値が最も高い。 

○逆に、鉄軌道関連の予算を配分している市町村はない。 

※「交通関連予算」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、

スクールバス、旅客船など、人の移動を支援する交通に対する予算額（自家用車及び貨物輸

送に係る移動に関わるものなどを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・

福祉タクシー乗車券）などに対する予算額も含むもの 

※割合は、それぞれの市町村数合計（離島地域 15、全地域 173）に対する割合 

 
  

市町村数 （割合）
平均予算額

（千円）
市町村数 （割合）

平均予算額

（千円）

鉄軌道関係 0 (0%) 0 53 (31%) 372,695

バス関係（福祉・教育除く） 12 (80%) 47,548 156 (90%) 97,638

タクシー関係（福祉・教育除く） 4 (27%) 5,382 64 (37%) 11,649

福祉関係（福祉バスなど） 6 (40%) 4,293 84 (49%) 41,614

教育関係（スクールバスなど） 10 (67%) 47,679 81 (47%) 28,419

旅客船関係 8 (53%) 131,590 28 (16%) 261,273

その他交通関係 4 (27%) 26,231 46 (27%) 11,685

交通関連予算総額 15 (100%) 150,152 173 (100%) 286,135

離島地域 全地域

項目
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（２）公共交通担当者数について 

○公共交通関連業務について、専任担当者を配置している市町村の割合は、全地域よりも離島

地域の方が高い。 

 

 

（３）協議会等の設置の有無について（該当するものを全て選択） 

○全地域では、「①道路運送法に基づく地域公共交通会議や運営協議会」を設置していると回答

した市町村の割合が 76.3％と最も高いが、離島地域では、「②地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律に基づく法定協議会」を設置していると回答した市町村の割合が 60.0％と最も

高くなっている。 

○「④協議会等を設置していない」と回答した市町村の割合は、全地域・離島地域ともにほぼ同

じ割合となっている。 

 
  

■公共交通等の専任担当者数について

8.1

6.7

8.7

20.0

83.2

73.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）

①1人 ②2人以上 ③専任担当者なし

■公共交通等の兼任担当者数について

50.3

60.0

28.9

26.7

11.6

6.7

9.2

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）

①1人 ②2人 ③3人以上 ④兼任担当者なし

■協議会等の設置の有無について （％）

76.3

41.0

25.4

13.9

53.3

60.0

26.7

13.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①地域公共交通会議や運営協議会を設置

②法定協議会を設置

③その他の任意の会議を設置

④協議会等を設置していない

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（４）公共交通の取り組みを進める上での課題について 

（該当する課題を全て選択、特に重要な課題を１つ選択） 

○公共交通の取り組みを進める上での課題については、全地域・離島地域ともに「④専門部署

がない、または担当職員が不足している」ことが課題であると回答した市町村の割合が高く

なっている。 

○全地域では、次いで「⑦財源が不足している」を課題としてあげている市町村の割合が高く

なっているが、離島地域では「⑥地域公共交通の確保・維持・改善に関する情報が不足してい

る」ことを課題としてあげている市町村の割合が高くなっている。 

○離島地域では、その他に「①-6自治体が赤字補填しているため、事業者の経営改善努力が不

足している」「⑤地域公共交通の確保・維持・改善の企画立案時に相談できる相手がいない」

「⑦財源が不足している」という回答も多くなっている。 

 

  

■公共交通の取り組みを進める上での課題について（「特に重要＋重要」の各総数に対する割合）

4%

23%

24%

23%

1%

36%

11%

9%

5%

40%

12%

1%

10%

12%

10%

65%

19%

27%

50%

20%

2%

6%

13%

7%

7%

27%

7%

7%

7%

7%

7%

13%

47%

27%

33%

27%

7%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①交通事業者の協力不足

1)鉄軌道導入・延伸時の事業者との調整難航

2)ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ等導入時の事業者との調整難航

3)既存路線ﾈｯﾄﾜｰｸ再編時の事業者との調整難航

4)事業者からの情報提供が不十分

5)合意・協議内容の事後破棄

6)事業者の経営改善努力の不足

②市民・住民、利用者の理解・協力不足

1)地域公共交通体系変更への理解・協力不足

2)運行本数等の見直しに対する理解・協力不足

3)運賃又は制度見直しに対する理解・協力不足

4)住民の当事者意識の不足

5)活動に対する住民の協力不足

6)その他

③市町村内部の連携・理解不足

1)予算措置への理解不足

2)異なる部署間の連携不足

3)市町村の重要施策との位置づけ不足

④専門部署の不足、担当職員の不足

⑤相談相手の不足

⑥地域公共交通関連情報の不足

⑦財源不足

⑧どのように取り組んでよいかわからない

⑨その他

⑩特に課題はない

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（５）異なる部署間の連携状況について 

（該当するものを全て選択、特に不足しているものを１つ選択） 

○全地域・離島地域ともに「⑭特に連携不足はない」という回答が最も多く、特に離島地域では

その割合が半数以上となっている。 

○次いで「④福祉関連部署（高齢者関連）」との連携が不足しているという回答が多く、「⑤福祉

関連部署（高齢者関連以外）」「⑥教育関連部署」「⑦観光関連部署」との連携が不足している

という回答もそれに続くという傾向は、全地域・離島地域ともに同じとなっている。 

 

  

■異なる部署間の連携状況について（「特に不足＋不足」の各総数に対する割合）

5%

16%

8%

31%

20%

20%

20%

4%

8%

9%

5%

3%

3%

46%

7%

7%

40%

27%

27%

27%

13%

7%

53%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①交通関連部署との連携不足

②都市計画関連部署との連携不足

③総務・企画関連部署との連携不足

④福祉関連部署（高齢者関連）との連携不足

⑤福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携不足

⑥教育関連部署との連携不足

⑦観光関連部署との連携不足

⑧農業・産業関連部署との連携不足

⑨財政関連部署との連携不足

⑩道路関連部署との連携不足

⑪環境関連部署との連携不足

⑫区役所・出張所など出先機関との連携不足

⑬その他の部署との連携不足

⑭特に連携不足はない

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（６）人材確保に有効な取り組みについて（特に有効を１つ、有効を２つ選択） 

○担当職員等の人材確保を進めるために有効な取り組みとしては、全地域では「①大学など教

育機関と連携することで専門的な人材を確保する」という回答が最も多いが、離島地域では

「②交通事業者から市町村へ出向してもらい、交通に関する専門的な人材を確保するととも

に、人材交流・育成を進める」という回答が最も多い。 

○一方で、「（４）公共交通の取り組みを進める上での課題について」において「④専門部署がな

い、または担当職員が不足している」ことを課題としてあげた市町村が最も多かったが、全

地域に比べてその割合は低く、半数以下であったこともあり、「⑦特に人材不足は感じていな

い」という回答の割合も高くなっている。 

 

（７）日頃から相談する相手について（該当するものを全て選択） 

○市町村が地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、日頃から相談している相

手は、全地域・離島地域ともに「①交通事業者（協会等含む）」「③県の担当者」「④運輸局又

は運輸支局の担当者」と回答した市町村が多い。 

○「②他の市区町村の担当者」については、全地域ではその割合が高いが、離島地域では低い。 

  

■人材確保に有効な取り組みについて（「特に有効＋有効」の各総数に対する割合）

47%

46%

25%

35%

33%

5%

20%

27%

33%

20%

27%

13%

7%

33%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

①大学など教育機関との連携による専門的な人材の確保

②交通事業者から市町村への出向による専門的な人材の確保

③市町村から交通事業者への出向による専門的な人材の育成

④既存業務効率化（IT活用等）による空いた人材の確保

⑤検討業務容易化（ﾃﾞｰﾀ活用等）による空いた人材の確保

⑥その他

⑦特に人材不足は感じていない

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）

■日常的に相談する相手について（各総数に対する割合）

70%

56%

54%

66%

1%

14%

17%

1%

4%

4%

60%

33%

60%

67%

33%

7%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①交通事業者（協会等含む）

②他の市町村の担当者

③県の担当者

④運輸局または運輸支局の担当者

⑤地方整備局の担当者

⑥有識者・学識経験者

⑦コンサルタント

⑧その他

⑨特定の相手がおらず困っている

⑩特に相談する必要はない

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（８）必要としている情報について（特に必要を１つ、必要を２つ選択） 

○地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、全地域・離島地域ともに「①国の

支援制度の内容」に関する情報が重要であると考えている市町村が最も多い。 

○次いで、「⑤計画の立て方（利用者ニーズの把握方法、需要予測等、交通計画策定時における

調査の方法、効果の検証の方法）」「④他の地域における事例やその成功要因」に関する情報

が重要であると考えている市町村が多い。 

 

（９）交通に関する計画や方針の策定状況について（該当するものを全て選択） 

○全地域・離島地域ともに「③コミュニティバス・乗合タクシー関連」の内容が記載された計

画・方針が最も多く、次いで「②路線バス関連」の計画・方針が多くなっており、全体的にバ

ス関連の内容が記載されている計画・方針が多いという傾向は共通している。 

○離島地域については、「④離島航路関連」の内容が記載された計画・方針の割合が高くなって

いる。 

  

■必要としている情報について（「特に重要＋重要」の各総数に対する割合）

64%

41%

27%

53%

56%

34%

3%

6%

1%

2%

67%

33%

7%

53%

60%

33%

0%

7%

0%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①国の支援制度の内容

②県の支援制度の内容

③地域の関係者との合意形成の方法

④他の地域における事例やその成功要因

⑤計画の立て方

⑥各種交通システムのしくみ

⑦どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか

⑧どのコンサルタントを選べばよいのか

⑨その他

⑩特に必要な情報はない

全地域（173市町村）

離島地域（15市町村）

■関連している策定内容について

45%

75%

96%

9%

23%

17%

57%

93%

43%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①鉄軌道関連

②路線バス関連

③コミュニティバス・乗合タクシー関連

④離島航路関連

⑤バリアフリー関連

⑥その他

全地域（163計画・方針）

離島地域（14計画・方針）
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（１０）コミュニティバス・乗合タクシーの運行状況について 

回答があった市町村のうち、コミュニティバス・乗合タクシーの運行ありと回答したの

は 9市町村、51 路線となっている。 

１）運行形態について 

○運行形態については、全地域と離島地域の間に大きな差は見られない。 

 

２）所要時間について 

○平均値（全地域）：41分 

○平均値（離島地域）：38分 

・全地域に比べて、離島地域は所要時間が短い路線の割合がやや高く、所要時間の平均値も離

島地域のほうがやや小さい。 

 

３）路線キロについて 

○平均値（全地域）：21㎞ 

○平均値（離島地域）：17㎞ 

・全地域に比べて、離島地域は路線キロが短い路線の割合がやや高く、路線キロの平均値も離

島地域のほうがやや小さい。 

  

■運行形態について

※不明を除く

77.7

75.5

22.3

24.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（1,015路線）

離島地域（49路線）

①定時運行 ②予約型運行

■所要時間について

※不明・予約型運行（区域型）を除く

11.5

17.5

19.1

17.5

21.9

25.0

18.3

22.5

12.7

7.5

16.6

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（837路線）

離島地域（40路線）

①20分未満 ②20～29分 ③30～39分 ④40～49分 ⑤50～59分 ⑥60分以上

■路線キロについて

※不明・予約型運行（区域型）を除く

19.5

22.0

25.5

24.4

23.6

19.5

12.0

14.6

7.0

12.2

5.8

4.9

6.6

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（847路線）

離島地域（41路線）

①10km未満 ②10km以上～15km未満 ③15km以上～20km未満 ④20km以上～25km未満

⑤25km以上～30km未満 ⑥30km以上～40km未満 ⑦40km以上
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

４）年間運行回数について 

○平均値（全地域）：1,060 回 

○平均値（離島地域）：1,028 回 

・年間運行回数の平均値については、全地域と離島地域の間に大きな差は見られない。 

 

５）年間運行経費について 

○平均値（全地域）：414 万円 

○平均値（離島地域）：658 万円 

・年間運行経費の平均値については、離島地域の数値が全地域に比べてかなり高くなっている。 

・路線１㎞あたり年間運行経費や、１回あたり運行経費を見ても、離島地域の数字は全地域に

比べてかなり高くなっている。 

 

 

  

■年間運行回数について

※不明を除く

11.8

8.0

20.2

10.0

9.4

16.0

13.3

8.0

15.4

10.0

16.6

30.0

13.3

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（1,029路線）

離島地域（50路線）

①100未満 ②100以上～200未満 ③200以上～300未満 ④300以上～500未満

⑤500以上～1,000未満 ⑥1,000以上～2,000未満 ⑦2,000以上

■年間運行経費について

※不明を除く

33.1

21.7

19.3

8.7

23.5

26.1

15.1

30.4

9.0

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（987路線）

離島地域（46路線）

①100万円未満 ②100万円以上～200万円未満 ③200万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上

■年間運行経費について

※路線１㎞あたりは予約型運行（区域型）を除く

20.36

41.53

3.83

6.66

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

■路線１kmあたり年間運行経費（万円）

全地域（809路線）

離島地域（36路線）

■１回あたり運行経費 （千円）

全地域（979路線）

離島地域（46路線）



 -135- 

第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

６）年間運賃収入について 

○平均値（全地域）：85万円 

○平均値（離島地域）：144 万円 

・年間運行経費の平均値は離島地域の数値が高かったが、年間運賃収入の平均値についても同

様に、離島地域の数値が全地域に比べてかなり高くなっている。 

・路線１㎞あたり年間運行経費や、１回あたり運行経費を見ても、離島地域の数字は全地域に

比べてかなり高くなっている。 

 

 

７）年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合（収支率）について 

○平均値（全地域）：21％ 

○平均値（離島地域）：23％ 

・離島地域の年間運行経費、年間運賃収入の平均値は、共に全地域に比べて高くなっていたが、

「年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合（収支率）」は、やや離島地域の方が高くな

っている。 

 

  

■年間運賃収入について

※不明を除く

34.7

33.3

17.5

12.5

17.0

12.5

12.6

18.8

9.4

14.6

6.3

6.3

2.5

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（988路線）

離島地域（48路線）

①10万円未満 ②10万円以上～20万円未満 ③20万円以上～50万円未満 ④50万円以上～100万円未満

⑤100万円以上～200万円未満 ⑥200万円以上～500万円未満 ⑦500万円以上

■年間運賃収入について

※路線１㎞あたりは予約型運行（区域型）を除く

4.55

9.18

0.82

1.39

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

■路線１kmあたり年間運賃収入（万円）

全地域（805路線）

離島地域（38路線）

■１回あたり運賃収入 （千円）

全地域（981路線）

離島地域（48路線）

■年間運行経費のうち年間運賃収入が占める割合について

※不明を除く

40.3

48.9

30.2

28.9

15.2

8.9

11.0

6.7

3.0

6.7

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（949路線）

離島地域（45路線）

①10％未満 ②10％以上～20％未満 ③20％以上～30％未満

④30％以上～50％未満 ⑤50％以上～100％未満 ⑥100％以上
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

８）１便あたりの平均乗車人員について 

○平均値（全地域）：5.8 人 

○平均値（離島地域）：6.4 人 

・年間運賃収入の平均値は離島地域のほうが全地域より高くなっていることもあり、１便あた

りの平均乗車人員についても、離島地域のほうが高くなっている。 

 

９）H26 年度～H27 年度の増減状況について 

○全地域で見ると、H26 年度から H27 年度にかけて利用者数が減少している路線の方が多くな

っているが、離島地域では、逆に H26 年度から H27 年度にかけて増加している路線の方が多

くなっている。 

 

  

■１便あたりの平均乗車人員について

※不明を除く

30.6

28.0

37.3

42.0

21.6

18.0

6.5

6.0

4.0

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（837路線）

離島地域（40路線）

①2人未満 ②2人以上～5人未満 ③5人以上～10人未満 ④10人以上～15人未満 ⑤15人以上

■H26年度～H27年度の増減状況について

※不明を除く

46.5

55.1

53.5

44.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（837路線）

離島地域（40路線）

①増加 ②減少
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（１１）バス・乗合タクシーへの運行費補助の状況について 

１）運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況について 

○平均補助額（全地域）：755 万円 

○平均補助額（離島地域）：547 万円 

・国・県・市町村など様々な主体からの補助合計額を見ると、離島地域の平均補助額は、全地域

の平均補助額よりも低くなっている。 

 

２）市町村による運行費補助の状況について 

○平均補助額（全地域）：389 万円 

○平均補助額（離島地域）：444 万円 

・市町村のみの運行費補助に限定した場合、離島地域の平均補助額のほうが、全地域の平均補

助額よりも高くなっている。 

 

  

■運行費補助（国・県・市町村等すべて含む）の状況について

※不明を除く

27.5

25.4

24.1 12.3

11.9

15.5

20.9

17.1

9.0

3.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（899路線）

離島地域（67路線）

①100万円未満 ②100万円以上～300万円未満 ③300万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上～3,000万円未満 ⑥3,000万円以上

■市町村による運行費補助の状況について

※不明・補助なしを除く

40.7

26.9

27.0 10.9

6.0

14.1

20.9

7.2

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域（886路線）

離島地域（67路線）

①100万円未満 ②100万円以上～300万円未満 ③300万円以上～500万円未満

④500万円以上～1,000万円未満 ⑤1,000万円以上～3,000万円未満
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

２．離島地域に対する追加調査の実施 

（１）調査対象 

・離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の公共交通の現状・課題を把握するた

めに、長崎、大分、鹿児島の各県において「離島振興対策実施地域」及び「奄美振興地域」

に全域が指定されている市町村のみを対象として追加アンケート調査を実施 

≪調査対象市町村：計 24 市町村≫ 

○離島振興対策実施地域：全域指定：12 市町村 

・離島振興法第２条第１項の規定に基づき離島振興対策実施地域として指定 

○奄美振興地域：12 市町村 

・奄美群島振興開発特別措置法に基づく指定 

（２）アンケートの配布状況 

１）配布・回収方法 

・以下に示す「送信ファイル（ワード・エクセルファイル）」の電子メールによる送信（離島振

興対策実施地域及び奄美振興地域に該当する市町村交通担当者への送信） 

・記入済み「アンケート調査票（エクセルファイル）」の電子メールによる回収（九州運輸局へ

の返信による回収） 

２）送信ファイル 

①「離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート

調査」のお願い 

②離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調

査 

３）アンケート実施時期 

・平成 29 年 2月 24 日（金）～平成 29 年 3月 10 日（金） 

（３）アンケートの回収状況 

 送信数 回収数 回収率 

離島振興対策実施地域 12 6 50％ 

奄美振興地域 12 5 42％ 

合計 24 11 46％ 
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

３．追加アンケート調査の集計 

【問１ 航空路・航路について】 

（１）航空路について 

１）１週間の運航本数について 

○回答があった 11 市町村のうち、市町村域内に立地している空港に発着している飛行機の運

航状況について回答した市町村は「7（空港なし 4）」となっている。 

○回答があった計 22 航路のうち、半数以上は１週間の運航本数が「①7 往復以下（１日１往

復程度）」となっている。 

※最も運航本数が多かった時期（夏季等）の回数を回答している。 

 

２）H27 年度年間のべ利用者数について 

○各航路の平成 27 年度の年間のべ利用者数を見ると、「５万人未満（①＋②＋③）」の航路が

半数以上を占めている。 

  

■１週間の運航本数について（n=22）

※（　）内の数字は実数

①7往復以下（13）

59.1%
②8～14往復（4）

18.2%

③15往復以上（5）

22.7%

■H27年度年間のべ利用者数について（n=22）

※（　）内の数字は実数

①1万人未満（5）

22.7%

②1万人以上～3万人未

満（4）

18.2%
③3万人以上～5万人未

満（4）

18.2%

④5万人以上～10万人未

満（6）

27.3%

⑤10万人以上（3）

13.6%
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（２）航路について 

１）航路パターンについて（該当するものを全て選択） 

○回答があった 11 市町村のうち、市町村域内に立地している乗船場に発着している旅客船の

運航状況について回答した市町村は「8（乗船場なし 3）」となっている。 

○回答があった計 29航路は、「④別の離島市町村への航路」が最も多く、次いで「①本土（本

州･九州など）・本島（沖縄）への航路」が多くなっている。 

※複数回答 

 

 

 

２）経由する乗船場の数について 

○出発・到着港以外の経由する乗船場の数については、「①経由なし」が約１／４となってお

り、複数の乗船場を経由している航路の方が多くなっている。 

 

 

  

■航路パターンについて（n=29）

※（　）内の数字は総航路数（29）に対する割合

16

7

11

18

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

①本土・本島への航路（55％）

②島内の別の乗船場への航路（24％）

③市町村内の別の離島への航路（38％）

④別の離島市町村への航路（62％）

■経由する乗船場の数について（n=29）

※（　）内の数字は実数

①経由なし（7）

24.1%

②1・2港経由（10）

34.5%

③3・4港経由（8）

27.6%

④5港以上経由（4）

13.8%
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３）１週間の運航本数について 

○約半数の航路は１週間の運航本数が「①7 往復以下（１日１往復程度）」となっているが、

「③15往復以上（１日３往復以上程度）」と比較的運航本数が多い航路も約４割と多く、航

路によって差が見られる。 

※最も運航本数が多かった時期（夏季等）の回数を回答している。 

 

 

 

４）H27 年度年間のべ利用者数について 

○各航路の平成 27年度の年間のべ利用者数を見ると、「①1万人未満」の航路が約半数を占め

ているが、これらの路線は全て利用者数５千人未満となっている。 

 

 

  

■１週間の運航本数について（n=29）

※（　）内の数字は実数

①7往復以下（14）

48.3%

②8～14往復（2）

6.9%

③15往復以上（11）

37.9%

④不明（2）

6.9%

■H27年度年間のべ利用者数について（n=29）

※（　）内の数字は実数

①1万人未満（13）

44.8%

②1万人以上～3万人未

満（5）

17.2%

③3万人以上～5万人未

満（4）

13.8%

④5万人以上～10万人未

満（0）

0.0%

⑤10万人以上（4）

13.8%

⑥不明（3）

10.3%



 -142- 

第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

【問２ 島内の陸上公共交通について】 

（１）陸上公共交通事業者数について 

１）タクシー運行事業者について 

・市町村内のタクシー事業者数が「5 事業者以上」と回答した市町村は「3」、「4 事業者以

下」と回答した市町村は「6」となっている。 

・「個人タクシー事業者あり」と回答したのは 1市町村のみ（1事業者のみ）となっており、

他は全て「法人タクシー事業者」となっている。 

・タクシー事業者「なし」と回答した市町村は「2」となっている。 

２）バス運行事業者について 

・市町村内に複数のバス事業者数があると回答した市町村は「3」、1社のバス事業者のみ記

載した市町村は「5」となっている。 

・市町村内に「30 以上の路線が運行している」と回答した市町村は「4」となっているが、

それ以外の「4」市町村では、路線数は 10 路線未満となっており、市町村によって差が見

られる。 

・バス事業者「なし」と回答した市町村は「3」となっている。 

 

  



 -143- 

第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（２）バス運行について 

１）バスが経由している施設について（いずれかを選択） 

・最も経由しているとの回答が多かった施設は「①空港」「②乗船場」となっており、離島

地域においては、バスが公共交通同士を繋ぐ重要な手段となっているものと見られる。 

・次いで、「⑤商業施設」「⑥医療施設」「⑩文化施設」「⑪教育施設」との回答が多いが、そ

れ以外の施設も比較的経由されている施設が多い。 

・「⑤行政関連施設（市役所・町役場以外）」「⑨運動関連施設」については、経由されてい

ない市町村も比較的多い。 

 

※この設問は、（１）で回答があったバス運行事業者が運行するバス路線に加えて、コミュ

ニティバス等のバス路線も含めたアンケート回答となっている。 

 

  

■バスが経由している施設について（n=9）

8

8

1

6

4

7

7

6

4

7

7

6

6

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

4

2

1

2

4

2

1

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

①空港

②乗船場

③路線バス等のバスターミナル

④市役所・町村役場

⑤行政関連施設（市役所・町役場以外）

⑥商業施設（商店街・スーパーなど）

⑦医療施設（多数の診療科を有している病院）

⑧福祉施設（高齢者福祉施設・高齢者憩い施設など）

⑨運動関連施設（体育館・プール・各種グラウンドなど）

⑩文化施設（公民館・図書館・美術館・博物館など）

⑪教育施設（高等学校・大学・専門学校など）

⑫観光施設（観光センター・観光名所など）

経由している 島内に立地なし 経由していない
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２）バスの運行状況について（いずれかを選択） 

○バス利用者数 

・「③全体的には減少傾向」という回答が最も多いが、「①及び②」のように増加傾向にある

路線があると回答した市町村も見られる。 

○バス路線数 

・「③路線数変化なし」と回答した市町村が最も多い。 

○バス運行本数 

・「④運行本数変化なし」と回答した市町村が最も多い。 

○バス関連補助金 

・「①運行補助金支給額が年々増加」と回答した市町村が最も多い。 

 

※この設問は、（１）で回答があったバス運行事業者が運行するバス路線に加えて、コミュ

ニティバス等のバス路線も含めたアンケート回答となっている。 

 

  

■バスの運行状況について（n=9）

1

3

4

1

2

7

2

6

5

2

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8

【バス利用者数】

①全体的には増加傾向

②増加路線も減少路線もあり

③全体的には減少傾向

④数字を把握していない

【バス路線数】

①路線数は増加

②路線数は減少

③路線数変化なし

④コミュニティバス等へ移行

【バス運行本数】

①全体的には増加傾向

②増加路線も減少路線もあり

③全体的には減少傾向

④運行本数変化なし

【バス関連補助金】

①補助金支給額が年々増加

②補助金支給額変化なし

③補助金支給額は減少傾向

④補助金支給なし
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３）バス運行関連の取り組み状況について（実施しているものすべてを選択、特に効果

が大きかったものを別途選択） 

・バス関連の取り組みとしては、「③運行ルートの見直し」を実施していると回答している

市町村が最も多い。 

・実施効果が大きかった取り組みとしては、「⑤運行形態の変更（デマンド運行の導入等）」

という回答が 2市町村となっているが、バス運行回数や運行ルートの「見直し」、乗り放

題フリー切符や割引の導入・無料化の実施などの「サービス面の改善」が効果を上げてい

るとの回答も見られる。 

 

※この設問は、（１）で回答があったバス運行事業者が運行するバス路線に加えて、コミュ

ニティバス等のバス路線も含めたアンケート回答となっている。 

 

  

■バス運行関連の取り組み状況について（n=9）

1

1

2

1

1

1

1

1

5

3

1

3

3

2

1

0 1 2 3 4 5 6 7

①１日のバス運行回数の見直し

②１週間のバス運行日数の見直し

③運行ルートの見直し

④運行時間の変更

⑤運行車両の変更

⑥運行形態の変更

⑦ＩＣカードシステムの導入

⑧乗り放題フリー切符の導入

⑨往復割引の導入

⑩高齢者・障がい者・子ども割引の導入

⑪高齢者・障がい者・子ども無料化の実施

⑫その他

実施（効果大） 実施
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（３）各公共交通機関の乗り継ぎの状況について 

１）空港におけるバス・タクシーの乗り継ぎについて（いずれかを選択） 

・空港におけるバス・タクシーの乗り継ぎに関する取り組みについては、多くの項目で「取

り組みを実施している」もしくは「取り組む必要がない（当初から良好）」という回答が

多くなっている。 

・「②乗り継ぎ案内サイン等の設置」「⑤乗り継ぎ情報の提供」については、「課題として認

識しているが、取り組みは行っていない」という回答が見られる。 

・「市町村域内に空港はあるが、そこまでのバス路線がない」と回答した市町村は「1」とな

っている。 

 

２）乗船場におけるバス・タクシーの乗り継ぎについて（いずれかを選択） 

・空港の場合と同様に、乗船場におけるバス・タクシーの乗り継ぎに関する取り組みについ

ても、多くの項目で「取り組みを実施している」もしくは「取り組む必要がない（当初か

ら良好）」という回答が多くなっている。 

・「②乗り継ぎ案内サイン等の設置」「⑤乗り継ぎ情報の提供」については、「課題として認

識しているが、取り組みは行っていない」という回答が見られる。 

・「市町村域内に乗船場はあるが、そこまでのバス路線がない」と回答した市町村は「2」と

なっている。 

 

■空港におけるバス・タクシーの乗り継ぎについて（n=9）

4

1

1

5

3

1

2

2

3

3

5

2

1

1

2

2

2

0 1 2 3 4 5 6 7 8

①空港入口とバス・タクシー乗降場の近接化

②乗り継ぎ案内サイン等の設置

③案内誘導員の配置

④飛行機の運航にあわせたバス運行時間の設定

⑤乗り継ぎ情報の提供

取り組み実施（全て） 取り組み実施（一部） 課題として認識、取り組みなし 必要なし（当初から良好） 不明

■乗船場におけるバス・タクシーの乗り継ぎについて（n=9）

3

1

1

5

2

2

1

3

2

4

2

2

1

2

2

2

0 1 2 3 4 5 6 7

①乗船場入口とバス・タクシー乗降場の近接化

②乗り継ぎ案内サイン等の設置

③案内誘導員の配置

④船の運航にあわせたバス運行時間の設定

⑤乗り継ぎ情報の提供

取り組み実施（全て） 取り組み実施（一部） 課題として認識、取り組みなし 必要なし（当初から良好） 不明
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【問３ 公共交通利用促進に向けた施策の実施状況について】 

（１）広報資料の作成状況について 

１）作成状況について（いずれかを選択） 

○航空路、航路、陸上交通などの公共交通に関する広報資料（ネットワーク図、時刻表、料金表

など）の作成状況 

「作成している」………6市町村 

「作成してない」………5市町村 

・半数以上の市町村で作成されている。 

２）作成内容について（該当するものを全て選択） 

○乗り方案内パンフレットの作成状況 

「作成している」………1市町村 

「作成してない」………5市町村 

・作成している市町村は少ない。 

○乗り方案内パンフレットの配布・更新等の状況 

・作成していると回答した市町村では、市町村が発行主体となっており、「市町村全域」「庁

舎等の施設」で配布するとともに、「ＨＰ等によるダウンロード」が可能となっており、「変

更が発生したときのみ更新」されている。 

 

○時刻表の作成状況 

「作成している」………6市町村 

「作成してない」………0市町村 

・時刻表は「広報資料を作成している」と回答したすべての市町村において作成されている。 

○配布・更新の状況 

・作成していると回答した市町村では、すべての市町村で「ＨＰ等によるダウンロード」が

可能となっており、「市町村全域」「庁舎等の施設」で配布している市町村も見られる。 

・更新については、5市町村で「変更が発生したときのみ更新」と回答されており、毎年更新

しているのは 1市町村のみとなっている。 

・作成費用負担については、「市町村」「運行事業者」それぞれが費用負担しているケースが

多く（共同作成ではない）見られる。 
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○路線図の作成状況 

「作成している」………4市町村 

「作成してない」………2市町村 

・路線図も「作成している」と回答した市町村の方が多い。 

○配布・更新の状況 

・作成していると回答した市町村では、「庁舎等の施設における配布」「ＨＰ等によるダウン

ロード」により配布している市町村が多い。 

・更新については、作成しているすべての市町村で「変更が発生したときのみ更新」と回答

されている。 

・作成費用負担については、「市町村」が費用負担しているケースが多く見られる。 

 

 

  

■時刻表の作成状況について（n=6）

2

3

6

4

4

1

0 1 2 3 4 5 6

【配布方法】

市町村全域に配布

庁舎等の施設における配布

ＨＰ等によるダウンロード配布

【作成費用負担】

市町村による作成

運行事業者による作成

国等の補助金による作成

■路線図の作成状況について（n=4）

2

3

3

3

1

1

0 1 2 3 4

【配布方法】

市町村全域に配布

庁舎等の施設における配布

ＨＰ等によるダウンロード配布

【作成費用負担】

市町村による作成

運行事業者による作成

国等の補助金による作成
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（２）モニタリング調査の実施状況について 

１）利用者モニタリング調査について 

○利用者モニタリング調査（実際の利用者に対する利用状況調査など）の実施状況（いずれか

を選択） 

「実施している」………2市町村 

「実施してない」………9市町村 

・実施している市町村は少ない。 

○モニタリング調査の内容（該当するものを全て選択） 

・実施方法は「ヒアリング調査：1 市町村」「アンケート調査：1 市町村」となっており、い

ずれの場合も「バス・タクシー」利用者に対する調査となっている。 

２）居住者モニタリング調査について 

○居住者モニタリング調査（市町村内にお住まいの世帯に対する調査など）の実施状況（いず

れかを選択） 

「実施している」………2市町村 

「実施してない」………9市町村 

・実施している市町村は少ない。 

○モニタリング調査の内容（該当するものを全て選択） 

・実施方法は「アンケート調査：1市町村」（1市町村は調査方法回答なし）となっている。 

（３）地域住民に対する意識向上活動への取り組み状況について 

（該当するものを全て選択） 

○地域住民に対する、公共交通に関する意識を向上させるための活動の実施状況 

「実施している」………1市町村 

「実施してない」………9市町村 

・実施している市町村は少ない（回答なし市町村 1）。 

○内容 

・取り組みの内容は「ご当地ヒーローを活用した公共交通ＰＲ番組の作成」となっている。 
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【問４ その他】 

（１）他分野との連携状況について 

１）連携が重要だと考えている分野について（特に重要を１つ、重要を２つ選択） 

○「特に連携が重要（すでに密接に連携している）」分野としては、「医療分野」との回答が最も

多くなっている。 

○「特に連携が重要＋重要」の数で見ると、「医療分野」「観光分野」「福祉分野」の順に多くな

っており、離島地域においては、観光分野との連携が非常に重要な要素と考えられている。 

 

２）他分野と連携した取り組みの実施状況について（該当するものを全て選択） 

○教育分野 

・「スクールバスからの移管」「教育施設による利用環境向上への取り組み（バス停上屋・ベン

チ整備等）」の取り組みが見られる。 

○医療分野 

・「施設内への車両の乗り入れ（施設内へのバス停配置）」「医療施設による利用環境向上への取

り組み（バス停上屋・ベンチ整備等）」の取り組みが見られる。 

○福祉分野 

・「福祉タクシー、介護タクシーの運行」の取り組みが見られる。 

○観光分野 

・「観光用バス路線の設定」「観光用乗車券等の発行（観光用１日フリーパス等）」「施設内への

車両の乗り入れ（観光施設内へのバス停配置）」「観光施設による利用環境向上への取り組み

（バス停上屋・ベンチ整備等）」の取り組みが見られる。 

 

○全体的には、観光分野と連携した取り組みの実施事例が多く見られる。 

  

■他分野との連携状況について（n=11）

1

5

2

2

3

4

5

1

6

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

①教育分野（小・中・高様々な教育施設等との連携）

②医療分野（病院等との連携）

③福祉分野（高齢者福祉施設等との連携）

④労働分野（企業等との連携）

⑤観光分野（観光施設等との連携）

特に連携が重要 重要
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（２）公共交通に関する課題について 

１）市町村側から見た課題 

○人口減少・公共交通利用者の減少、利用者増加に向けた取り組みの実施（5市町村） 

○財政負担の増加・予算の確保（3市町村） 

○その他 

・道路運送法に沿った手続き関係が難しい。 

・道路等ハードの整備が遅れていて公共交通機関の整備まで至っていない。 

・市町村担当職員の不足、ノウハウ不足。 

２）公共交通事業者から寄せられている課題 

○財政支援等に対する要望（3市町村） 

○その他 

・運転手の確保が困難となってきている。 

・運営面について、人員や事務負担等に関する検討が必要。 

３）住民から寄せられている課題 

○運行本数増便、運行ダイヤ見直し（3市町村） 

○公共交通空白地への対応、運行ルート見直し（3市町村） 

○運賃の低廉化 

○その他 

・バスの小型化。 

・定時運行がなされない。 
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

４．調査結果のまとめ 

（１）現況及び課題の整理 

１）専門部署、担当職員の不足 

・「今年度（平成 28 年度）の九州管内における公共交通に関するアンケート調査（以下、公共

交通調査）」における「公共交通の専任担当者の配置状況」の設問について、全地域では「専

任担当者あり」の市町村が 16.8％となっているのに対して、離島地域の市町村ではその割合

が 26.7％と１割程度高くなっている。 

・一方で、「公共交通の取り組みを進める上での課題」の設問については、「専門部署の不足、

担当職員の不足」が課題であると回答した離島地域の市町村は 47％となっており、全地域の

65％に比べると低いが、課題の第一位であることは同様であり、重要な課題となっている。 

２）情報不足 

・公共交通調査における「公共交通の取り組みを進める上での課題」の設問については、「地域

公共交通の確保・維持・改善に関する情報が不足している」ことが課題であるとの回答が離

島地域の中では第二位（全地域では第五位）となっており、全地域と比較してもその割合が

高くなっている。 

・また、「必要としている情報」としては、「国の支援制度の内容」「計画の立て方（利用者ニー

ズの把握方法、需要予測等、交通計画策定時における調査の方法、効果の検証の方法）」「他

の地域における事例やその成功要因」の３項目に対する回答が多く、必要としている情報の

ベスト３となっている（全地域と同様）。 

３）乗り継ぎ利便性の強化 

・「離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート

調査（以下、離島調査）」における「各公共交通機関の乗り継ぎの状況」の設問について、「空

港・乗船場入口とバス・タクシー乗降場の近接化」「飛行機・船の運航にあわせたバス運行時

間の設定」などについては、「取り組みを行っている」もしくは「当初から良好なので必要な

し」との回答が多くなっている。 

・一方で、空港・乗船場ともに、バスとの間の「乗り継ぎ案内サイン等の設置」「乗り継ぎ情報

の提供」については、「課題として認識しているが、取り組みは行っていない」との回答が見

られる。 

４）バス関連補助金の増加 

・離島調査における「バスの運行状況」の設問について、バス路線数やバス運行本数は「変化

なし」との回答が多いが、「バス関連補助金支給額」については「補助金支給額が年々増加し

ている」との回答が多くなっている。 

・また、公共交通調査の「バス・乗合タクシーへの運行費補助の状況」の設問について、市町

村が支給している一路線あたりの運行補助金は、全地域の平均補助額が 389 万円であるのに

対して、離島地域の平均補助額は 444 万円と高くなっている。 
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第３章 離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）の地域公共交通に関するアンケート調査 

 

（２）視点の整理 

１）住民意向の施策への反映 

・公共交通調査における「公共交通の取り組みを進める上での課題」について、「公共交通の維

持・改善に対する住民の問題意識が低い」ことが課題であると回答した市町村は、全地域で

は 40％（課題の第三位）となっているが、離島地域では 7％と低く、課題としての認識は低

いと考えられる。 

・一方で、離島調査の中では、アンケート調査・ヒアリング調査などによる、地域住民等を対

象とした「利用者・居住者モニタリング調査」や、シンポジウム・ワークショップ等の地域

住民等の「意識向上活動」の取り組みについては、ほとんどの市町村において「実施してい

ない」との回答が多くなっている。 

・住民のニーズに合致したより利便性の高い公共交通網の形成、公共交通利用の促進等を進め

ていくためには、問題意識が高いと考えられる住民の意向等を的確に把握し、上手く施策に

反映させていくという視点が重要と考えられる。 

２）様々な分野との連携促進 

・公共交通調査における、行政内部の「公共交通分野と、それ以外の異なる部署間の連携状況」

については、全地域・離島地域ともに「福祉関連部署（高齢者関連・高齢者関連以外両方）」

「教育関連部署」「観光関連部署」との連携が不足しているとの回答が多くなっているが、そ

の割合は離島地域の方が高くなっている。 

・離島調査においても、「医療分野」「観光分野」「福祉分野」との連携が重要（すでに密接に連

携している）との回答が多くなっており、観光用バス路線の設定、観光施設内へのバス停配

置など、実際に観光施設等と連携した取り組みも進んでいる状況が見られる。 

・今後も、様々な分野との連携促進という視点に基づいて、行政内部の異なる部署間の連携促

進、先進事例等を参考にしながら、医療・福祉・教育・観光施設等との共同施策などに取り

組んでいく必要がある。 
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1 県名

2 担当部署名

3 記入者（担当者）氏名

4 電話番号

5 ｅメールアドレス

※電話番号・ｅメールアドレスは、所属部署のものをご記入ください。

県用

九州管内における公共交通に関するアンケート調査

本アンケート調査は、各県における、公共交通のご担当者様よりお答えください。

【問Ａ１】ご記入者の状況についてお答えください。

≪記入に当たっての注意事項≫

予算額（千円）

1 0千円

2 0千円

3 0千円

4 0千円

5 0千円

6 0千円

7 0千円

0千円

問Ｂ　貴県における交通関連予算や国からの補助金の活用状況についておたずねします。

【問Ｂ１】平成27年度の貴県における「交通に関連する予算額」をお答えください。

○「交通関連予算」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、スクールバス
　旅客船など、人の移動を支援する交通に対する予算額（自家用車及び貨物輸送に係る移動に関わるものな
　どを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・福祉タクシー乗車券）などに対する予算
　額も含むものとします。

○一般会計、特別会計、公営企業会計の区別なく、合計をお答えください。

○項目別に記入することが難しい場合は、合計欄に合計のみをご記入いただいても結構です。

交通関係予算合計

鉄軌道関係

バス関係（福祉・教育除く）

タクシー関係（福祉・教育除く）

項目

福祉関係（福祉バスなど）

教育関係（スクールバスなど）

旅客船関係

その他交通関係
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≪記入に当たっての注意事項≫

省庁・部局名 補助事業名
補助額
（千円）

国（国土交通省） 0千円

からの補助 0千円

1 0千円

※ただし運輸局 0千円

　関係を除く 0千円

0千円

国（他省庁） 0千円

2 からの補助 0千円

0千円

0千円

【問Ｂ２】貴県が平成27年度に国から受けた交通関連補助額についてお答えください。

○「交通関連補助額」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、スクールバ
　ス、旅客船など、人の移動を支援する交通に対する補助金額（自家用車及び貨物輸送に係る移動に関わる
　ものをなどを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・福祉タクシー乗車券）などに対
　する補助額も含むものとします。

○補助額には、負担金・交付金を含みます。

○貴県が把握されている範囲でお答えください。

○記入欄が足りない場合は、お手数ですが、回答欄を下側に追加してお答えください。

回答欄
（人数を記入）

1 0人

2 0人

回答欄
（該当するものすべてに○）

1

2

3

【問Ｃ２】貴県における協議会等の設置の有無についてお答えください。

道路運送法に基づく「地域公共交通会議」や「運営協議会」

その他の任意の会議（分科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱等に基づく協議会
など）

協議会等を設置していない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

問Ｃ　貴県の地域公共交通に対する施策の取り組み状況についておたずねします。

【問Ｃ１】貴県における公共交通の専任担当者数・兼任担当者数をお答えください。

専任担当者数

兼任担当者数
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≪記入に当たっての注意事項≫

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

回答欄
（該当するものすべてに○、
特に重要なもの１つに◎）

①

1

2

3

4

5

6

7

②

1

2

3

4

5

6

③

1

2

3

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

鉄軌道の導入・延伸等に当たって、交通事業者との調整が難航する。

【問Ｃ３】貴県における公共交通の取り組みを進める上での課題についてお答えください。

黄色
：該当するものすべてに「○」をご記入いただき、その中で特に重要と考えられるもの１つに「◎」
　をご記入ください。

緑色

課題の内容

交通事業者（バス、タクシー鉄道等）の協力が得られない。

その他（回答欄に自由記述）

コミュニティバス・乗合タクシーの運行など、新しい地域公共交通の導入等
に当たって、バス事業者、タクシー事業者との調整が難航する。

交通事業者の既存路線も含めたネットワークの再編を行う際に、調整が難航
する。

データ提供等、地域公共交通に関する取組を進める上で、事業者が有する情
報提供が不十分である。

一度合意・協議が成立していたものの、新しい地域公共交通が導入された後
など、事後に合意・協議が遵守されなかったことがある（破棄されたことが
ある）。

自治体が赤字補填をしているため、事業者の経営改善努力が不足している。

その他（回答欄に自由記述）

市民・住民、利用者の理解・協力が得られない。

地域公共交通体系の変更（既存地域公共交通の廃止、新しい地域公共交通の
導入など）に対して理解が得られない。

運行本数・運行時間の見直し、停留所の見直しなどに理解が得られない。

運賃又はその制度の見直しなどに理解が得られない。

利用促進・周知活動などに住民の協力が得られない。

公共交通の維持・改善に対する住民の問題意識が低い。

県内部での連携・理解（予算面も含む）が不足している。

予算措置への理解がない。

異なる部署間の連携がうまくいっていない。

県の重要施策との位置づけがない。

専門部署がない、または担当職員が不足している。

地域公共交通の確保・維持・改善の企画立案時に相談できる相手がいない。

地域公共交通の確保・維持・改善に関する情報が不足している。

財源が不足している。

どのように取り組むべきか、方法が分からない。

その他（回答欄に自由記述）

特に課題はない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

回答欄
（該当するものすべてに○、

特に不足していると感じている
もの１つに◎）

1 交通関連部署との連携が不足している。

2 都市計画関連部署との連携が不足している。

3 総務・企画関連部署との連携が不足している。

4 福祉関連部署（高齢者関連）との連携が不足している。

5 福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携が不足している。

6 教育関連部署との連携が不足している。

7 観光関連部署との連携が不足している。

8 農業・産業関連部署との連携が不足している。

9 財政関連部署との連携が不足している。

10 道路関連部署との連携が不足している。

11 環境関連部署との連携が不足している。

12 県の出先機関との連携が不足している。

13

14

：該当するものすべてに「○」をご記入いただき、その中で特に不足していると考えられるもの１つに
　「◎」をご記入ください。

【問Ｃ４】貴県において公共交通の取り組みを進める上で、異なる部署間の連携状況についてど
　　　　　のように感じているか、お答えください。

黄色

緑色

その他（回答欄に自由記述）の部署との連携が不足している。

特に連携不足は感じていない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

回答欄
（特に有効：１つに◎、
　　　有効：２つに○）

1

2

3

4

5

6

7

≪記入に当たっての注意事項≫

：該当するものすべてに「○」をご記入ください。

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

回答欄
（該当するものすべてに○）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

【問Ｃ５】貴県において公共交通の取り組みを進める上で、担当職員等の人材確保を進めるため
　　　　　に有効だと思う取り組みについてお答えください。

黄色 ：特に有効と考えられるもの１つに「◎」、有効と考えられもの２つに「○」をご記入ください。

【問Ｃ６】貴県で地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、日頃から相談してい
　　　　　る相手についてお答えください。

緑色 ：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

※「6 その他（自由記述）」も含めて、合計３箇所にご記入ください。
　（「7 特に人材不足は感じていないので必要ない」を選択する場合を除く）

大学など教育機関と連携することで専門的な人材を確保する。

交通事業者から県へ出向してもらい、交通に関する専門的な人材を確保するとと
もに、人材交流・育成を進める。

交通事業者に県から出向させることで、交通に関する専門的な人材交流・育成を
進める。

ＩＴ技術の活用により今までの業務が簡略化され、大がかりな実態調査を行う必
要がなくなるなど、既存業務を効率化することで空いた人材を確保する。

住基ネット等を活用して潜在的交通需要を把握し、より効率的な公共交通網の形
成につなげるなど、様々な既存データの活用が進むことで検討業務が容易にな
り、空いた人材の確保につながる。

その他（回答欄に自由記述）

特に人材不足は感じていないので必要ない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

特に相談する必要はない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

運輸局または運輸支局の担当者

地方整備局の担当者

有識者・学識経験者

コンサルタント

その他（回答欄に自由記述）

相談できる相手がほしいが、特定の相手がおらず困っている。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

黄色

緑色

交通事業者（協会等含む）

他の都道府県の担当者

市区町村の担当者
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≪記入に当たっての注意事項≫

回答欄
（特に重要：１つに◎、
　　　重要：２つに○）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

他の地域における事例やその成功要因

計画の立て方（利用者ニーズの把握方法、需要予測等、交通計画策定時における
調査の方法、効果の検証の方法）

【問Ｃ７】貴県で地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、必要としている情報
　　　　　についてお答えください。

黄色 ：特に重要と考えられるもの１つに「◎」、重要と考えられもの２つに「○」をご記入ください。

緑色 ：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

※「8 その他（自由記述）」も含めて、合計３箇所にご記入ください。
　（「9 特に必要な情報はない」を選択する場合を除く）

国の支援制度の内容

地域の関係者との合意形成の方法

各種交通システムのしくみ（事業の取り組み方　等）

どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか。

どのコンサルタントを選べばよいのか（問題分析、計画策定、助言等）。

その他（自由記述）

特に必要な情報はない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。
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【問Ｄ１】 【問Ｄ２】

回答欄
（該当するものす

べてに○）

回答欄
（該当する番号を

記入）

1

2

3

4

5

6

8

9

免許証返納に関する取り組みを実施していないが、今後の実施
に向けて検討を行っている。
※8・9については、上記のいずれかにご記入いただいた場合は
選択しないでください。

免許証返納に関する取り組みは実施していない。
※8・9については、上記のいずれかにご記入いただいた場合は
選択しないでください。

7
その他（以下の欄に自由に記述してください）

免許証返納者に対して、割引運賃が適用される乗車証等を発行
している。

免許証返納者に対して、補助金を支給している。

免許証返納者に対して、公共交通機関の乗車券以外の特典（記
念品等）を付与している。

民間事業者等と連携して、免許証返納者が飲食店等で特典（割
引等）が受けられる取り組みを実施している。

交通事業者が独自で免許証返納者に対する割引等を実施してい
る。

免許証返納者に対して、公共交通機関の乗車券・回数券等（IC
カード含む）を発行している。

問Ｄ　高齢運転者の免許証返納についておたずねします。

【問Ｄ１】免許証返納を行った高齢者に対する取り組みについてお答えください。

　昨今の高齢者による自動車事故報道や平成29年3月の道路交通法改正により、高齢者の免許証返納は増加するもの
と思われます。貴県において、以下1～6のような「免許証返納を行った高齢者に対する取り組み」を実施している
場合は、問Ｅ１の回答欄（緑色の縁）に「○」をご記入ください（該当するものすべてに○）。

【問Ｄ２】問Ｅ１において「○」をつけた取り組みの開始時期をお答えください。

　問Ｄ１の回答欄に「○」をつけた取り組みの開始時期について、次の「①～③の選択肢」の中から該当するもの
を一つ選び、問Ｆ２の回答欄（オレンジ色の縁）に番号をご記入ください。
※問Ｆ１の回答欄に「○」をつけた取り組みに関してのみお答えください。

　①平成26年度以前から
　②平成27年度から
　③平成28年度から

「
○
」
を
つ
け
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
の
み
お
答
え
く
だ
さ
い



 -161- 

 
  

≪記入に当たっての注意事項≫

計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6

1 計画の名称

2 策定年次（西暦でご記入ください）

3

4

鉄軌道関連

路線バス関連

コミュニティバス・
乗合タクシー関連

離島航路関係

バリアフリー関連

その他

○記入欄が足りない場合は、お手数ですが、回答欄を右側に追加してお答えください。

5

問Ｅ　交通に関する計画や方針の策定状況についておたずねします。

【問Ｅ１】貴県における交通に関する計画や方針の策定状況についてお答えください。

○交通に関する基本計画や方針とは、都市基本計画や交通基本計画などのマスタープラン、貴市町村独自で
　行っている鉄軌道やバスの維持活性化に関する計画、連携計画や生活交通ネットワーク計画等の補助対象
　事業における計画などとお考えください（問Ｆ１の計画も含めてご記入ください）。

計画の策定主体について、次の選択肢の中か
らいずれかをお答えください。
　①貴県単独
　②複数県
　③貴県が参加している協議会
　④その他

策定内容について、該
当するものに「○」を
つけてください。

計画の最終年次・目標年次（西暦でご記入く
ださい）

○「計画期間中の計画・方針（目標年次等を過ぎた過去の計画を除く）」に限定してお答えください。

○計画期間中の計画・方針がない場合は、空欄のままで結構です。
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≪記入に当たっての注意事項≫

○以下に示すように、記入欄の色分けに従ってご回答ください。

緑色 ：数字・文字等を記入してください（数字はすべて半角でご記入ください）

黄色 ：それぞれの選択肢の中からいずれかをお答えください

記入例 路線1 路線2

1 ○○○線

2 (株)□バス

選択肢（１つ） ①

その他自由記述

選択肢（１つ） ①

その他自由記述

5 ①

6 9,000千円 0千円 0千円

7 6,000千円 0千円 0千円

4

事業区分について、次の選択肢の中からいずれかをお答えくださ

い。

　①道路運送法第４条に基づく「路線定期運行」

　②道路運送法第４条に基づく「路線不定期運行」

　③道路運送法第４条に基づく「区域運行」

　④道路運送法第４条に基づく「市町村借り上げによる無料

　　バス･タクシー」

　⑤道路運送法第43条に基づく「特定旅客自動車運送事業」

　⑥道路運送法第78条に基づく「市町村運営有償運送（交通

　　空白輸送）」

　⑦道路運送法第78条に基づく「市町村運営有償運送（市町

　　村福祉輸送）」

　⑧道路運送法第78条に基づく「過疎地有償運送」

　⑨道路運送法第78条に基づく「福祉有償運送」

　⑩道路運送法第21条に基づく乗合運送許可

　⑪市町村の自家用車を活用した無償輸送（⑫～⑭を除く）

　⑫スクールバス

　⑬病院の送迎バス

　⑭福祉の無料バス

　⑮その他（自由記述）

※事業区分の詳細は、本エクセルの「事業区分」シートをご

　参照ください。

問Ｆ　貴県における公共交通機関の「平成27年度の状況」についておたずねします。

【問Ｆ１】平成27年度の貴県における『交通事業者が運営するバス・乗合タクシーなど』のなかで、
　　　　　貴県が運行費補助を実施している路線等についてお答えください。

○交通事業者が運営するバス・乗合タクシーのなかで、平成27年度に貴県が何らかの金銭的支援を実施して
　いる（していた）交通についてお答えください（平成26年度までに終了したもの、平成28年度からのもの
　平成28年度以降に予定されているものは対象外です）。

○自治体が公営交通事業者として運行・経営する「公営バス等」は除きます。

○災害時やイベント時のもの、旅館の送迎など単発的な交通は除き、定められた路線を定期的に運行してい
　る交通についてお答えください。

○運行費補助額については、路線ごとに分離できない場合、複数路線をまとめることも可とします。その場
　合、該当する路線のセルを結合させて、数字をご記入ください。

路線名又は愛称等をご記入ください。

事業者名をご記入ください。

※運行費補助を受けている運行主体名をご記入ください。

3

当該事業者の主な事業形態について、次の選択肢の中からいずれか

をお答えください。

　①バス事業者　　　　　　　　②タクシー事業者

　③その他（自由記述）

有償・無償の別をお答えください。

　①有償　　　　　　　　　　　②無償

当該路線に対するすべての運行費補助額をご記入ください（単位：千円）。

※貴県の補助、国による補助、その他補助などすべてを含んだ額をご記入くだ

　さい。

上記の運行費補助額のうち、貴県による補助額をご記入ください（単位：千円）。



 -163- 

 
 

 

 

 
  

≪記入に当たっての注意事項≫

○以下に示すように、記入欄の色分けに従ってご回答ください。

緑色 ：数字・文字等を記入してください（数字はすべて半角でご記入ください）。

黄色 ：それぞれの選択肢の中からいずれかをお答えください。

記入例 航路1 航路2

1 ○○航路

2 (株)○○汽船

3
◇◇港～
△△港

4 5,000千円 0千円 0千円貴県からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

○把握されている限りで結構です。

航路名又は愛称等をご記入ください。

事業者名をご記入ください。
※運航を実施している主体名をご記入ください（市町村が運航主体の場合は、市町村
名をご記入ください）。

運航区間またはエリアをご記入ください。
※複数ある場合は3つまでお答えください。

【問Ｆ２】平成27年度の貴県における「海上交通（離島航路等）」のなかで、貴県が運航費補助を
　　　　　実施している航路等についてお答えください。

○平成27年度に運航している（していた）海上交通についてお答えください（平成26年度までに終了したも
　の、平成28年度からのもの平成28年度以降に予定されているものは対象外です）。

≪記入に当たっての注意事項≫

：該当するものすべてに「○」をご記入ください

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください

回答欄
（該当するものすべてに○）

1 交通計画の策定の方法に関する相談

2 財政支援に関する相談

3 近隣市町村との協議における調整や仲介

4 民間事業者との協議における調整や仲介

5 地域住民等と市町村との協議における調整や仲介

6 他県の市町村との協議における調整や仲介

7 県主体での取り組みの要請

8 その他（回答欄に自由記述）

9

問Ｇ　貴県の平成27年度における市町村との関わり状況についておたずねします。

【問Ｇ１】貴県が市町村から相談を受ける際の具体的な相談内容についてお答えください。

黄色

緑色

特に相談されることはない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。
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回答欄
（いずれかに○）

1

2

≪記入に当たっての注意事項≫

：該当するものすべてに「○」をご記入ください

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください

回答欄
（該当するものすべてに○）

1

2

3

4

5

6

7

8

県としての、地域公共交通のあり方や指針についての検討

その他（回答欄に自由記述）

特に財政支援以外の支援は行っていない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。

緑色

市町村が抱える課題に対する適切なアドバイス（地域公共交通会議の設置・運営
に対する助言など）の実施

複数市町村で取り組みを進める時の仲介、市町村担当者間の連携を進める際の仲
介（コーディネーター役）

市町村主宰の地域公共交通会議への参加

県による具体的な取り組みの実施（地域協議会など）

セミナー・研修等の実施

黄色

【問Ｇ２】貴県における市町村に対する財政支援の状況についてお答えください。

市町村（公益法人含む）に財政支援を行っている

市町村（公益法人含む）に財政支援を行っていない

【問Ｇ３】貴県における市町村に対する財政支援以外の支援の状況についてお答えください。
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1 市町村名

2 担当部署名

3 記入者（担当者）氏名

4 電話番号

5 ｅメールアドレス

※電話番号・ｅメールアドレスは、所属部署のものをご記入ください。

市町村用

九州管内における公共交通に関するアンケート調査

本アンケート調査は、各市町村における、公共交通のご担当者様よりお答えください。

【問Ａ１】ご記入者の状況についてお答えください。

≪記入に当たっての注意事項≫

予算額（千円）

1 0千円

2 0千円

3 0千円

4 0千円

5 0千円

6 0千円

7 0千円

0千円

項目

福祉関係（福祉バスなど）

教育関係（スクールバスなど）

旅客船関係

その他交通関係

問Ｂ　貴市町村における交通関連予算や国・県からの補助金の活用状況についておたずねします。

【問Ｂ１】平成27年度の貴市町村における「交通に関連する予算額」をお答えください。

○「交通関連予算」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、スクールバス
　旅客船など、人の移動を支援する交通に対する予算額（自家用車及び貨物輸送に係る移動に関わるものな
　どを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・福祉タクシー乗車券）などに対する予算
　額も含むものとします。

○一般会計、特別会計、公営企業会計の区別なく、合計をお答えください。

○項目別に記入することが難しい場合は、合計欄に合計のみをご記入いただいても結構です。

交通関係予算合計

鉄軌道関係

バス関係（福祉・教育除く）

タクシー関係（福祉・教育除く）
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≪記入に当たっての注意事項≫

　①欠損補助

　②車両購入（バリアフリー・省エネ以外）

　③バリアフリー車両導入

　④省エネ車両導入

　⑤ターミナル等施設のバリアフリー化

　⑥交差点改良・バスカット

　⑦バス停上屋・ベンチ・バスシェルター整備

　⑧バスセンター整備

　⑨駅前広場整備

　⑩駅舎改築（バリアフリー以外）

　⑪スクールバス運行

　⑫福祉バス運行

　⑬タクシー補助

　⑭公共交通利用促進

　⑮その他

省庁・部局名 補助事業名 補助対象
補助率
（％）

補助額
（千円）

国（国土交通省） 0% 0千円

からの補助 0% 0千円

1 0% 0千円

※ただし運輸局 0% 0千円

　関係を除く 0% 0千円

0% 0千円

国（他省庁） 0% 0千円

2 からの補助 0% 0千円

0% 0千円

0% 0千円

0% 0千円

0% 0千円

3 県からの補助 0% 0千円

0% 0千円

0% 0千円

○「補助対象」欄については、次の選択肢の中からいずれかをプルダウンメニューから選択してお答えくだ
　さい。

○記入欄が足りない場合は、お手数ですが、回答欄を下側に追加してお答えください。

【問Ｂ２】貴市町村（法定協議会を含む）が平成27年度に国や県から受けた交通関連補助額について
　　　　　お答えください。

○「交通関連補助額」とは、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、福祉バス、スクールバ
　ス、旅客船など、人の移動を支援する交通に対する補助金額（自家用車及び貨物輸送に係る移動に関わる
　ものをなどを除く）とし、高齢者・障がい者向けの割引措置（無料バス・福祉タクシー乗車券）などに対
　する補助額も含むものとします。

○補助額には、負担金・交付金を含みますが、地方交付税交付金は市町村の一般財源となるため、除外して
　ください（地方交付税交付金かどうかの判断が難しい場合は、全てご記入いただいて結構です）。

○複数市町村にまたがる路線に対する補助額については、受け取った市町村が全額計上してください。
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回答欄
（人数を記入）

1 0人

2 0人

回答欄
（該当するものすべてに○）

1

2

3

4

問Ｃ　貴市町村の地域公共交通に対する施策の取り組み状況についておたずねします。

【問Ｃ１】貴市町村における公共交通の専任担当者数・兼任担当者数をお答えください。

専任担当者数

兼任担当者数

【問Ｃ２】貴市町村における協議会等の設置の有無についてお答えください。

道路運送法に基づく「地域公共交通会議」や「運営協議会」

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく「法定協議会」

その他の任意の会議（分科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱等に基づく協議会
など）

協議会等を設置していない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

回答欄
（該当するものすべてに○、
特に重要なもの１つに◎）

①

1

2

3

4

5

6

7

②

1

2

3

4

5

6

③

1

2

3

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

市町村の役所内部での連携・理解（予算面も含む）が不足している。

予算措置への理解がない。

異なる部署間の連携がうまくいっていない。

市町村の重要施策との位置づけがない。

専門部署がない、または担当職員が不足している。

地域公共交通の確保・維持・改善の企画立案時に相談できる相手がいない。

地域公共交通の確保・維持・改善に関する情報が不足している。

財源が不足している。

どのように取り組むべきか、方法が分からない。

その他（回答欄に自由記述）

特に課題はない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

課題の内容

交通事業者（バス、タクシー鉄道等）の協力が得られない。

その他（回答欄に自由記述）

コミュニティバス・乗合タクシーの運行など、新しい地域公共交通の導入等
に当たって、バス事業者、タクシー事業者との調整が難航する。

交通事業者の既存路線も含めたネットワークの再編を行う際に、調整が難航
する。

データ提供等、地域公共交通に関する取組を進める上で、事業者が有する情
報提供が不十分である。

一度合意・協議が成立していたものの、新しい地域公共交通が導入された後
など、事後に合意・協議が遵守されなかったことがある（破棄されたことが
ある）。

自治体が赤字補填をしているため、事業者の経営改善努力が不足している。

その他（回答欄に自由記述）

市民・住民、利用者の理解・協力が得られない。

地域公共交通体系の変更（既存地域公共交通の廃止、新しい地域公共交通の
導入など）に対して理解が得られない。

運行本数・運行時間の見直し、停留所の見直しなどに理解が得られない。

運賃又はその制度の見直しなどに理解が得られない。

利用促進・周知活動などに住民の協力が得られない。

公共交通の維持・改善に対する住民の問題意識が低い。

鉄軌道の導入・延伸等に当たって、交通事業者との調整が難航する。

【問Ｃ３】貴市町村における公共交通の取り組みを進める上での課題についてお答えください。

黄色
：該当するものすべてに「○」をご記入いただき、その中で特に重要と考えられるもの１つに「◎」
　をご記入ください。

緑色
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≪記入に当たっての注意事項≫

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

回答欄
（該当するものすべてに○、

特に不足していると感じている
もの１つに◎）

1 交通関連部署との連携が不足している。

2 都市計画関連部署との連携が不足している。

3 総務・企画関連部署との連携が不足している。

4 福祉関連部署（高齢者関連）との連携が不足している。

5 福祉関連部署（高齢者関連以外）との連携が不足している。

6 教育関連部署との連携が不足している。

7 観光関連部署との連携が不足している。

8 農業・産業関連部署との連携が不足している。

9 財政関連部署との連携が不足している。

10 道路関連部署との連携が不足している。

11 環境関連部署との連携が不足している。

12 区役所・出張所など出先機関との連携が不足している。

13

14
特に連携不足は感じていない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

黄色

緑色

その他（回答欄に自由記述）の部署との連携が不足している。

【問Ｃ４】貴市町村において公共交通の取り組みを進める上で、異なる部署間の連携状況についてど
　　　　　のように感じているか、お答えください。

：該当するものすべてに「○」をご記入いただき、その中で特に不足していると考えられるもの１つに
　「◎」をご記入ください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

回答欄
（特に有効：１つに◎、
　　　有効：２つに○）

1

2

3

4

5

6

7

≪記入に当たっての注意事項≫

：該当するものすべてに「○」をご記入ください。

：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

回答欄
（該当するものすべてに○）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

運輸局または運輸支局の担当者

地方整備局の担当者

有識者・学識経験者

コンサルタント

その他（回答欄に自由記述）

相談できる相手がほしいが、特定の相手がおらず困っている。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

黄色

緑色

交通事業者（協会等含む）

他の市区町村の担当者

特に相談する必要はない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

都道府県の担当者

【問Ｃ６】貴市町村で地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、日頃から相談してい
　　　　　る相手についてお答えください。

緑色 ：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

※「6 その他（自由記述）」も含めて、合計３箇所にご記入ください。
　（「7 特に人材不足は感じていないので必要ない」を選択する場合を除く）

大学など教育機関と連携することで専門的な人材を確保する。

交通事業者から市町村へ出向してもらい、交通に関する専門的な人材を確保する
とともに、人材交流・育成を進める。

交通事業者に市町村から出向させることで、交通に関する専門的な人材交流・育
成を進める。

ＩＴ技術の活用により今までの業務が簡略化され、大がかりな実態調査を行う必
要がなくなるなど、既存業務を効率化することで空いた人材を確保する。

住基ネット等を活用して潜在的交通需要を把握し、より効率的な公共交通網の形
成につなげるなど、様々な既存データの活用が進むことで検討業務が容易にな
り、空いた人材の確保につながる。

その他（回答欄に自由記述）

特に人材不足は感じていないので必要ない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

【問Ｃ５】貴市町村において公共交通の取り組みを進める上で、担当職員等の人材確保を進めるため
　　　　　に有効だと思う取り組みについてお答えください。

黄色 ：特に有効と考えられるもの１つに「◎」、有効と考えられもの２つに「○」をご記入ください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

回答欄
（特に重要：１つに◎、
　　　重要：２つに○）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

各種交通システムのしくみ（事業の取り組み方　等）

どの人物（有識者等）が相談に乗ってくれるか。

どのコンサルタントを選べばよいのか（問題分析、計画策定、助言等）。

その他（自由記述）

特に必要な情報はない。
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

※「9 その他（自由記述）」も含めて、合計３箇所にご記入ください。
　（「10 特に必要な情報はない」を選択する場合を除く）

国の支援制度の内容

県の支援制度の内容

地域の関係者との合意形成の方法

他の地域における事例やその成功要因

計画の立て方（利用者ニーズの把握方法、需要予測等、交通計画策定時における
調査の方法、効果の検証の方法）

【問Ｃ７】貴市町村で地域公共交通施策に関する取り組みを進めるにあたって、必要としている情報
　　　　　についてお答えください。

黄色 ：特に重要と考えられるもの１つに「◎」、重要と考えられもの２つに「○」をご記入ください。

緑色 ：その他に該当する意見がある場合は、自由にご記入ください。

　以下1～13のような全国で実施されている特徴的な地域公共交通の取り組み事例について、貴市町村においても
「取り組んでみたい」と思った事例があれば問Ｄ１の回答欄（緑色の縁）に「○」をご記入ください（該当するも
のすべてに○）。
※各取り組みの具体的な内容については、参考資料の該当ページをご参照ください。

【問Ｄ２】問Ｄ１において「○」をつけた取り組みを貴市町村で実施する場合に問題になりそうな
　　　　　ことをお答えください。

　貴市町村において、問Ｄ１の回答欄に「○」をつけた取り組みを実施する場合に「問題になりそうなこと」につ
いて、以下の選択肢の中から「特に問題」と考えられるものを１つ、「問題」と考えられものを２つ選択し、問Ｄ
２の回答欄（オレンジ色の縁）にそれぞれの番号をご記入ください。
※問Ｄ１の回答欄に「○」をつけた取り組み事例に関してのみお答えください。
※特に問題はないとお考えの場合は、番号記入なしで結構です。

　①交通事業者の理解・協力が得られない。　②住民の理解・協力が得られない。
　③行政内部の理解・協力が得られない。　　④議会の理解・協力が得られない。
　⑤計画・施策の位置づけが必要。　　　　　⑥担当する部署がない。
　⑦担当できる人材がいない。　　　　　　　⑧部署・人材はあるが新しい取り組みを実施する余力がない。
　⑨予算の確保が難しい。　　　　　　　　　⑩既存の枠組みを変更できない。
　⑪取り組み方法が分からない・情報不足。　⑫取り組みの主体を決められない。
　⑬その他（回答欄に⑬を入力し、その下のセルに具体的な内容をご記入ください。）

問Ｄ　全国の市町村・交通事業者等が実施している地域公共交通の取り組み事例について
　　　おたずねします（右に示す「記入のしかた」を参照してご記入ください）。

【問Ｄ１】特徴的な地域公共交通の取り組み事例について、貴市町村の取り組み意向をお答えくだ
　　　　　さい。
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【問Ｄ１】

特に問題
（該当番号を１つ

だけ記入）

14

12

13

≪福岡市柏原三丁目：参考資料４≫
数値目標を設定し、住民が利用促進を続けなが
ら新しいバス路線を確保維持する取り組み

≪北九州市：参考資料５≫
運行収益に応じた補助金支給の取り組み

≪北海道函館市：参考資料６≫
自治会が主導する運行計画の改善・利用促進の
取り組み

≪青森県：参考資料７≫
児童・生徒・学生を対象としたモビリティマネ
ジメントの取り組み

≪兵庫県明石市：参考資料８≫
数値目標の設定により見直し基準を明確化し、
利用促進を実施する取り組み

≪兵庫県加西市：参考資料９≫
住民ボランティアによる交通拠点整備の取り組
み

≪兵庫県加西市：参考資料９≫
住民ボランティアによる交通拠点の賑わい創出
の取り組み

≪愛知県北設楽群：参考資料１０≫
行政区域を越えたコミュニティバス運行の取り
組み

≪島根県松江市：参考資料１１≫
バス利用をすると地元商店で特典を受けること
ができる取り組み

≪島根県松江市：参考資料１１≫
地元企業と連携したノーマイカーウィークの取
り組み

7

8

9

10

11

≪大分市富士見が丘：参考資料１≫
自治会が有価物回収によって公共交通運営経費
を確保する取り組み

1

取り組みたい事例は特にない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選
択しないでください。

【問Ｄ２】

回答欄

問題
（該当番号を２つ

まで記入）

回答欄
（該当するも
のすべてに

○）

≪大分県豊後大野市：参考資料２≫
地域の事業者によるバス停環境整備を実施し、
これを表彰する取り組み

2

≪宮崎県西米良村：参考資料３≫
貨客混載による買い物支援・見守りサービスの
取り組み

3

4

5

6

「
○
」
を
つ
け
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
の
み
お
答
え
く
だ
さ
い
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記入のしかた

【問Ｄ１】

特に問題
（該当番号を１つ

だけ記入）

② ① ⑨

⑬ ⑤ ⑥

隣接市の理解が得られそうにない

14

取り組みたい事例は特にない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選
択しないでください。

12
≪島根県松江市：参考資料１１≫
バス利用をすると地元商店で特典を受けること
ができる取り組み

13
≪島根県松江市：参考資料１１≫
地元企業と連携したノーマイカーウィークの取
り組み

10
≪兵庫県加西市：参考資料９≫
住民ボランティアによる交通拠点の賑わい創出
の取り組み

11
≪愛知県北設楽群：参考資料１０≫
行政区域を越えたコミュニティバス運行の取り
組み

○

8
≪兵庫県明石市：参考資料８≫
数値目標の設定により見直し基準を明確化し、
利用促進を実施する取り組み

9
≪兵庫県加西市：参考資料９≫
住民ボランティアによる交通拠点整備の取り組
み

○

6
≪北海道函館市：参考資料６≫
自治会が主導する運行計画の改善・利用促進の
取り組み

7
≪青森県：参考資料７≫
児童・生徒・学生を対象としたモビリティマネ
ジメントの取り組み

4
≪福岡市柏原三丁目：参考資料４≫
数値目標を設定し、住民が利用促進を続けなが
ら新しいバス路線を確保維持する取り組み

○

5
≪北九州市：参考資料５≫
運行収益に応じた補助金支給の取り組み

2
≪大分県豊後大野市：参考資料２≫
地域の事業者によるバス停環境整備を実施し、
これを表彰する取り組み

3
≪宮崎県西米良村：参考資料３≫
貨客混載による買い物支援・見守りサービスの
取り組み

【問Ｄ２】

回答欄
（該当するも
のすべてに

○）

回答欄

問題
（該当番号を２つ

まで記入）

1
≪大分市富士見が丘：参考資料１≫
自治会が有価物回収によって公共交通運営経費
を確保する取り組み

「
○
」
を
つ
け
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
の
み
お
答
え
く
だ
さ
い

参考資料を確認の上、「取り組

んでみたい」と思った事例があ

れば回答欄に「○」を記入

「○」をつけた取り組みを貴市

町村で実施する場合に特に問題

になりそうなことを、選択肢の

中から１つだけ記入

★この取り組みをやってみたいけ

ど、住民の理解・協力を得るの

が一番難しいだろうな…。

⇒「②」を選択

特に問題以外に、次いで問題に

なりそうなことを、選択肢の中

から２つまで記入

★交通事業者の協力が得られるか

な…、そもそも予算が確保でき

るかな…。

⇒「①」「⑨」を選択

取り組んでみたい事例が複数あ

れば全部選択

課題がなければ番号なしでＯＫ

「⑬その他」を選択した場合は、その

下の青色セルに具体的な内容を記入
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【問Ｅ１】 【問Ｅ２】

回答欄
（該当するものす

べてに○）

回答欄
（該当する番号を

記入）

1

2

3

4

5

6

8

9

免許証返納に関する取り組みを実施していないが、今後の実施
に向けて検討を行っている。
※8・9については、上記のいずれかにご記入いただいた場合は
選択しないでください。

免許証返納に関する取り組みは実施していない。
※8・9については、上記のいずれかにご記入いただいた場合は
選択しないでください。

7
その他（以下の欄に自由に記述してください）

免許証返納者に対して、割引運賃が適用される乗車証等を発行
している。

免許証返納者に対して、補助金を支給している。

免許証返納者に対して、公共交通機関の乗車券以外の特典（記
念品等）を付与している。

民間事業者等と連携して、免許証返納者が飲食店等で特典（割
引等）が受けられる取り組みを実施している。

交通事業者が独自で免許証返納者に対する割引等を実施してい
る。

免許証返納者に対して、公共交通機関の乗車券・回数券等（IC
カード含む）を発行している。

問Ｅ　高齢運転者の免許証返納についておたずねします。

【問Ｅ１】免許証返納を行った高齢者に対する取り組みについてお答えください。

　昨今の高齢者による自動車事故報道や平成29年3月の道路交通法改正により、高齢者の免許証返納は増加するもの
と思われます。貴市町村において、以下1～6のような「免許証返納を行った高齢者に対する取り組み」を実施して
いる場合は、問Ｅ１の回答欄（緑色の縁）に「○」をご記入ください（該当するものすべてに○）。

【問Ｅ２】問Ｅ１において「○」をつけた取り組みの開始時期をお答えください。

　問Ｅ１の回答欄に「○」をつけた取り組みの開始時期について、次の「①～③の選択肢」の中から該当するもの
を一つ選び、問Ｆ２の回答欄（オレンジ色の縁）に番号をご記入ください。
※問Ｆ１の回答欄に「○」をつけた取り組みに関してのみお答えください。

　①平成26年度以前から
　②平成27年度から
　③平成28年度から

「
○
」
を
つ
け
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
の
み
お
答
え
く
だ
さ
い
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≪記入に当たっての注意事項≫

　①策定済み

　②策定中

　③策定について検討を行っている

　④策定する予定はない

策定状況

1

2

≪記入に当たっての注意事項≫

計画1 計画2 計画3 計画4 計画5 計画6

1 計画の名称

2 策定年次（西暦でご記入ください）

3

4

鉄軌道関連

路線バス関連

コミュニティバス・
乗合タクシー関連

離島航路関係

バリアフリー関連

その他

○記入欄が足りない場合は、お手数ですが、回答欄を右側に追加してお答えください。

5

問Ｆ　交通に関する計画や方針の策定状況についておたずねします。

【問Ｆ２】貴市町村における交通に関する計画や方針の策定状況についてお答えください。

○交通に関する基本計画や方針とは、都市基本計画や交通基本計画などのマスタープラン、貴市町村独自で
　行っている鉄軌道やバスの維持活性化に関する計画、連携計画や生活交通ネットワーク計画等の補助対象
　事業における計画などとお考えください（問Ｆ１の計画も含めてご記入ください）。

計画の策定主体について、次の選択肢の中か

らいずれかをお答えください。
　①貴市町村単独

　②複数市町村
　③貴市町村が参加している協議会

　④その他

策定内容について、該

当するものに「○」を
つけてください。

計画の最終年次・目標年次（西暦でご記入く

ださい）

○「計画期間中の計画・方針（目標年次等を過ぎた過去の計画を除く）」に限定してお答えください。

○計画期間中の計画・方針がない場合は、空欄のままで結構です。

【問Ｆ１】貴市町村における地域公共交通網形成計画等の策定状況についてお答えください。

○以下の２つの計画について、その策定状況を次の選択肢の中からいずれかをプルダウンメニューから選択
　してお答えください。

立地適正化計画

地域公共交通網形成計画

項目
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問Ｇ　貴市町村における公共交通機関の「平成27年度の状況」についておたずねします。

★問Ｇ全体について（問Ｇ１～Ｇ４すべてについて）

○「平成27年度の貴市町村における地域公共交通」についてお答えください（平成26年度ま
　でに終了している取り組み、平成28年度からの取り組み、平成28年度以降に予定されてい
　る取り組みは対象外です）。
○民間路線バス・コミュニティバス・乗合タクシーなどのうち、貴市町村が何らかの支援を
　行った交通について、幅広くお答えください。
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≪本調査で対象とするコミュニティバス・乗合タクシーについて≫

≪記入に当たっての注意事項≫

○以下に示すように、記入欄の色分けに従ってご回答ください。

緑色 ：数字・文字等を記入してください（数字はすべて半角でご記入ください）。

黄色 ：それぞれの選択肢の中からいずれかをお答えください。

ピンク色 ：自動的に計算されますので、記入の必要はありません。

○記入欄が足りない場合は、お手数ですが、回答欄を右側に追加してお答えください。

≪路線別データがない場合≫

順位①「21.年間実車走行キロデータ」

⇒順位②「41.平成27年度総利用者数データ」

　⇒順位③「22.年間総走行キロデータ」

　　⇒順位④「その他、系統キロ比、便数比など市町村が定めたルール」

回答欄

≪記入例の運行状況（設定）≫

○年度の途中で運行内容を変更している場合は、期間が長かったほうの運行内容をご記入（例えば11月から
　変更している場合、11月～翌3月までの5ヶ月間より4月～10月までの7ヶ月間のほうが長いため、変更前の
　内容で記入）いただき、変更前後の期間が同じ場合は、変更後の運行内容をご記入ください。ただし、運
　行回数、利用者数などの数字データについては、１年間合計の数字をご記入ください。

・月・水・金の週３回運行（年末年始は休みのため平成27年度
　は合計154日運行）
・１日4回（4往復）運行（午前2回、午後2回）
・車両2台を使用し、午前・午後で車両を交代
・Ａバス停を出発し、Ｂバス停到着後、休憩を挟んで折り返し
　運行

★１日の実車走行キロ：20㎞(往復)×2回×2台＝80㎞
★１日の総走行キロ　：(20㎞(往復)×2回＋2㎞)×2台＝84㎞
★年間の実車走行キロ：80㎞×154日＝12,320㎞
★年間の総走行キロ　：84㎞×154日＝12,936㎞

○次ページ以降に示す「記入例」は、以下のような運行状況を設定しています。

【問Ｇ１】平成27年度の貴市町村における
　　　　　『市町村が運営するコミュニティバス・乗合タクシー（スクールバス、病院送迎について
　　　　　　は一般旅客との混乗の場合）』や、
　　　　　『貴市町村がなんらかの金銭的支援を行っている非営利団体（ＮＰＯ）、第３セクター、
　　　　　　住民等が運営する交通（鉄軌道等・海上交通を除く）』
　　　　　について、路線ごとに状況をお答えください。
　　　　　なお、市町村自身が公営交通事業者として運行・経営する公営バスは除きます。

○複数路線の合計値のみで路線別データがない場合は、以下に示すルールに基づいて数字の按分を行い、ご
　記入ください。
○順位①「21.年間実車走行台キロデータ」がある場合はその比率で按分を行い、そのデータがない場合は順
　位②「41.平成25年度総利用者数」の比率で按分を行う…という順番で考え、いずれかの方法で按分を行っ
　た数字をご記入ください。

○１路線を複数市町村が協同で運営・運行している場合、市町村ごとに分割せず、路線全体に対する実績を
　関係する市町村でご調整の上、一の市町村よりお答えください。

○便によって、一部経由の異なる区間がある路線について、その区間が「路線キロ10％以内まで」の場合は
　同一路線として扱ってください。ただし、生活交通ネットワーク計画の協議を行った協議会において「路
　線キロ20％以内」の同一路線として定められているものについては、同様としてください。

○同一路線に見えても、生活交通ネットワーク計画において、別系統とされている路線（乗り継ぎバス停で
　中継されている路線、重複区間がある路線など）については、それぞれ別路線として扱ってください。

○本調査において対象とする「コミュニティバス・乗合タクシー」とは、平成21年12月18日の通達「地域
　公共交通会議に関する国土交通省としての考え方について（国自旅第161号）」の別添２「コミュニテ
　ィバスの導入に関するガイドライン」に定義されているものとします。

《抜粋》　２．コミュニティバスの定義
　本ガイドラインで「コミュニティバス」とは、交通空白地域・不便地域の解消等を図るため、市町村
等が主体的に計画し、以下の方法により運行するものをいう。
①交通事業者に委託して運送を行う乗合バス(乗車定員11人未満の車両を用いる｢乗合タクシー｣を含む)
②市町村自らが自家用有償旅客運送者の登録を受けて行う市町村運営有償運送

○データを按分して記入する場合は、上記の選択肢の中から採用した按分ルールをお答えください（順位④
　の場合は、具体的な項目をご記入ください）。
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記入例 路線1 路線2

1 ○○○バス

2 ①

3 ①

4 ②

5 ①

6 200508

選択肢（１つ） ①

その他自由記述

8 ①

選択肢
（２つまで）

③④

その他自由記述

選択肢（１つ）

その他自由記述

選択肢（１つ） ①

その他自由記述

選択肢（１つ） ③

その他自由記述

事業区分について、次の選択肢の中からいずれかをお答えくださ
い。
　①道路運送法第４条に基づく「路線定期運行」

　②道路運送法第４条に基づく「路線不定期運行」
　③道路運送法第４条に基づく「区域運行」

　④道路運送法第４条に基づく「市町村借り上げによる無料
　　バス･タクシー」
　⑤道路運送法第78条に基づく「市町村運営有償運送（交通

　　空白輸送）」
　⑥道路運送法第78条に基づく「市町村運営有償運送（市町

　　村福祉輸送）」
　⑦道路運送法第78条に基づく「過疎地有償運送」
　⑧道路運送法第78条に基づく「福祉有償運送」

　⑨道路運送法第21条に基づく乗合運送許可
　⑩その他（自由記述）

※事業区分の詳細は、本エクセルの「事業区分」シートをご
　参照ください。

7

運行の主目的について、次の選択肢の中から２つまでお答えくださ
い。
　①通勤　　　　　　　　　　　②通学

　③通院　　　　　　　　　　　④買い物
　⑤観光　　　　　　　　　　　⑥その他（自由記述）

運行の段階について、次の選択肢の中からいずれかをお答えください。
　①実証（試験）運行段階　　　②本格運行段階

10

有償・無償の別をお答えください。

　①有償　　　　　　　　　　　②無償

運行開始時期をご記入ください（年月を西暦で記入）。

※記入例）2005年8月　→　200508

11

事業の運営主体について、次の選択肢の中からいずれかをお答えく

ださい。
　①貴市町村　　　　　　　　　②他市町村

　③第３セクター　　　　　　　④非営利団体
　⑤住民等　　　　　　　　　　⑥その他（自由記述）

12

コミュニティバス・乗合タクシー等の名称・愛称等をご記入ください。

運行・路線形態について、次の選択肢の中からいずれかをお答えください。
 

現在運行している路線の前身がスクールバス、病院バス、福祉バ
ス、企業バスである場合は、経緯を次の選択肢の中からお答えくだ

さい。
　①スクールバスを混乗化　　　②スクールバスから移管
　③病院バスを混乗化　　　　　④病院バスから移管

　⑤福祉バスを混乗化　　　　　⑥福祉バスから移管
　⑦企業バスを混乗化　　　　　⑧企業バスから移管

　⑨その他（自由記述）
※前身がスクールバス、病院バス、福祉バス、企業バスのい
　ずれにも該当しない場合、また、前身がない場合は空欄の

　ままで結構です。

フリー乗降の状況をお答えください。
　①フリー乗降あり　　　　　　②フリー乗降なし

予約型（デマンド）運行の状況をお答えください。
　①予約型運行実施　　　　　　②定時運行（予約型運行なし）

※区域型運行の場合は「①」を選択してください。

9

事業の運行主体について、次の選択肢の中からいずれかをお答えく
ださい。
　①貴市町村　　　　　　　　　②他市町村

　③民間事業者　　　　　　　　④第３セクター
　⑤非営利団体　　　　　　　　⑥その他（自由記述）
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13 (株)△バス

選択肢（１つ） ②

その他自由記述

15 ①

定員11人以上 2台 0台 0台

定員11人未満 0台 0台 0台

選択肢（１つ） ⑤

その他自由記述

定路線運行(分) 30分 0分 0分

区域運行(時間) 0時間 0時間 0時間

19 10.0㎞ 0.0㎞ 0.0㎞

年間運行日数
（日）

154日 0日 0日

年間運行回数

（回）
616回 0回 0回

通常の週間運行
日数（日）

3日 0日 0日

通常の週間運行
回数（回）

12回 0回 0回

21 12,320.0㎞ 0.0㎞ 0.0㎞

22 12,936.0㎞ 0.0㎞ 0.0㎞

23 8:00 0:00 0:00

24 16:00 0:00 0:00

選択肢
（該当すべて）

①

その他自由記述

終発時間をご記入ください。

20

「年間実車走行キロ」をご記入ください（単位：㎞）。

※年間実車走行キロとは、回送などの実車運行以外の走行分を除いた年間走行
　距離です。
※運行期間が１年間未満の場合は、その期間の数字をご記入ください。

「年間総走行キロ」をご記入ください（単位：㎞）。

※年間総走行キロとは、実車走行キロに回送など実車運転以外の走行分を加え
　た年間走行距離です。
※運行期間が１年間未満の場合は、その期間の数字をご記入ください。

使用車両台数をご記入ください（単位：台）。

定路線運行の場合は「路線（系統）の所要時間（分）」を、区域運

行の場合は「１日のサービス提供時間（時間）」をご記入くださ
い。

平成27年度の「年間運行日数・年間運行回数」及び「通常の週間運
行日数・週間運行回数」をご記入ください。

※予約型運行など、週間運行日数・回数が決まっていない場
　合は、平均日数・回数をご記入ください。

■回数のカウントについて

協議会等の設置状況について､次の選択肢の中からいずれかをお答えください｡

　①道路運送法に基づく地域公共交通会議
　②道路運送法に基づく運営協議会

　③地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく法定協議会
　④その他任意の会議（分科会、庁内連絡会議、補助金交付要綱等に基づく協議会
　　など）

　⑤「①」及び「③」
　⑥設置していない

運行主体名をご記入ください。

※委託であれば、委託先を記入するなど、実際に運行を行っている主体名をご
　記入ください。

14

運行事業者との契約状況について、次の選択肢の中からいずれかを
お答えください。

　①自主運行
　②委託（協定等を締結した上での運行補助金の支給などを含む）
　③指定管理者

　④その他（自由記述）

25

利用者制限について、次の選択肢の中から該当するものを全てお答

えください。
　①制限なし　　　　　　　　　②学生限定

　③高齢者限定　　　　　　　　④障がい者限定
　⑤その他（自由記述）

16

18

定路線運行の場合は、路線キロ（系統キロ）をご記入ください（単位：㎞）。
※往路・復路でキロ数が異なる場合は、長い方のキロ数のみご記入ください。

※区域運行の場合（問3で③と回答した路線）は記入なし。

17

使用車両の所有形態について、次の選択肢の中からいずれかをお答

えください。
　①市町村所有（運行事業者へ有償貸与）
　②市町村所有（運行事業者へ無償貸与）

　③その他の運営主体所有（運行事業者へ有償貸与）
　④その他の運営主体所有（運行事業者へ無償貸与）

　⑤運行事業者所有
　⑥その他（自由記述）
※複数の所有形態がある場合は主なものをお答えください。

※①及び②には、他市町村が所有している場合も含みます。

始発時間をご記入ください。
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26 ①

27 ○

選択肢

（該当すべて）
①③

その他自由記述

実施の場合は

「○」を記入
○

支援内容

自由記述

利用料金の半

額化

30 2,500千円 0千円 0千円

31

32 600千円 0千円 0千円

選択肢

（該当すべて）
①

その他自由記述

34 25千円 0千円 0千円

35 0千円 0千円 0千円

36 0千円 0千円 0千円

37 1,875千円 0千円 0千円

38 0千円 0千円 0千円

39 2,500千円 0千円 0千円

40 24% #DIV/0! #DIV/0!

平成25年度 5,500人 0人 0人

平成26年度 5,800人 0人 0人

平成27年度 6,000人 0人 0人

平成25年度 8.9人 0.0人 0.0人

平成26年度 9.4人 0.0人 0.0人

平成27年度 9.7人 #DIV/0! #DIV/0!

選択肢（１つ） ①

変更自由記述

【このセルは自動的に計算されますので、入力しないでください。】

★収入合計（32＋34＋35＋36＋37＋38）（単位：千円）

【このセルは自動的に計算されますので、入力しないでください。】

★収支率＝「32.年間運賃収入」÷「30.年間運行経費」×100％

41

「年間運賃収入」をご記入ください（単位：千円）。

運賃制度について、次の選択肢の中からいずれかをお答えください。

　①均一運賃　　　　　　　　　②ゾーン運賃

　③対距離別運賃　　　　　　　④その他（自由記述）

小人運賃を設定している場合は、「○」印をご記入ください。

平成25・26年度の１便あたりの平均利用者数をご記入ください（単

位：人）。

【平成27年度の数字は自動的に計算されますので、入力しないでく

ださい。】

★「41.年間総利用者数」÷「20.年間運行回数」

年間総利用者数をご記入ください（単位：人）。

国からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

県からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

貴市町村からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

上記33の運賃外収入の金額をご記入ください（単位：千円）。

「年間運行経費」をご記入ください（単位：千円）。

【要注意】
※年間運行経費とは、「人件費」「燃料費」「減価償却費」「車両賃
　料」「デマンド等システム経費」など、コミュニティバス・乗合タ
　クシーを１年間運行するために必要とした費用をすべて合計した数
　字です。

その他、補助、収入等がある場合はご記入ください（単位：千円）。

29

43

今後の状況について、次の選択肢の中からいずれかをお答えくださ

い。

　①継続　　　②廃止　　　③変更（自由記述）

42

33

補助金以外の運賃外収入があれば、次の選択肢の中から該当するも

のを全てお答えください。

　①広告収入　　　　　　　　　②住民負担

　③地元企業負担　　　　　　　④寄付

　⑤その他（自由記述）

高齢者運転免許自主返納に対して、コミュニティバス・乗合タク

シー等による支援（回数乗車券の配布、利用料金の半額化など）を

実施している場合は、「○」印をご記入ください。

また、その実施内容を具体的にご記入ください。

デマンドシステムを導入している場合、システムの種類について、次の選択肢の中か

らいずれかをお答えください。

※平成25年度に使用しているものをお答えください。

　①東大型　　　　　　　　　　②ＮＴＴ型

　③タクシー会社の無線　　　　④ＮＰＯ

　⑤その他

28

運賃割引導入状況（無料化含む）について、次の選択肢の中から該

当するものを全てお答えください。

　①高齢者割引　　　　　　　　②乗り継ぎ割引

　③障がい者割引　　　　　　　④定期・回数券

　⑤往復割引　　　　　　　　　⑥フリー切符

　⑦その他（自由記述）
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≪記入に当たっての注意事項≫

○以下に示すように、記入欄の色分けに従ってご回答ください。

緑色 ：数字・文字等を記入してください（数字はすべて半角でご記入ください）。

黄色 ：それぞれの選択肢の中からいずれかをお答えください。

記入例 路線1 路線2

1 ○○○線

2 (株)□バス

選択肢（１つ） ①

その他自由記述

選択肢（１つ） ①

その他自由記述

5 ①

6 9,000千円 0千円 0千円

7 6,000千円 0千円 0千円

有償・無償の別をお答えください。
　①有償　　　　　　　　　　　②無償

○交通事業者が運営するバス・乗合タクシーのなかで、平成27年度に貴市町村が何らかの金銭的支援を実施
　している（していた）交通についてお答えください（平成26年度までに終了したもの、平成28年度からの
　もの、平成28年度以降に予定されているものは対象外です）。

○市町村自身が公営交通事業者として運行・経営する「公営バス」及び「問Ｇ１」でお答えいただいたもの
　は除きます。ただし、他の市町村が公営交通事業者として運行・経営している公営バスに対して補助を実
　施している場合は含まれます。

【問Ｇ２】平成27年度の貴市町村における『交通事業者が運営するバス・乗合タクシー』のなかで、
　　　　　貴市町村が運行費補助を実施している路線等についてお答えください。

上記の運行費補助額のうち、貴市町村による補助額をご記入ください（単位：千

円）。

○運行費補助額については、路線ごとに分離できない場合、複数路線をまとめることも可とします。その場
　合、該当する路線のセルを結合させて、数字をご記入ください。

当該路線に対するすべての運行費補助額をご記入ください（単位：千円）。

※貴市町村の補助、国・県による補助、その他補助などすべてを含んだ額をご

　記入ください。

3

当該事業者の主な事業形態について、次の選択肢の中からいずれか

をお答えください。

　①バス事業者　　　　　　　　②タクシー事業者
　③他市町村の公営交通局　　　④その他（自由記述）

路線名又は愛称等をご記入ください。

事業者名をご記入ください。
※運行費補助を受けている運行主体名をご記入ください。

4

事業区分について、次の選択肢の中からいずれかをお答えくださ

い。
　①道路運送法第４条に基づく「路線定期運行」

　②道路運送法第４条に基づく「路線不定期運行」
　③道路運送法第４条に基づく「区域運行」

　④道路運送法第21条に基づく乗合運送許可

　⑤その他（自由記述）
※事業区分の詳細は、本エクセルの「事業区分」シートをご

　参照ください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

○以下に示すように、記入欄の色分けに従ってご回答ください。

緑色 ：数字・文字等を記入してください（数字はすべて半角でご記入ください）。

黄色 ：それぞれの選択肢の中からいずれかをお答えください。

記入例 路線1 路線2

1 ○○ｽｸｰﾙﾊﾞｽ

2 ◇◇町

選択肢（１つ） ②

その他自由記述

選択肢
（該当すべて）

①④

その他自由記述

○災害時やイベント時のもの、旅館の送迎など単発的な交通は除き、定められた路線を定期的に運行してい
　る交通についてお答えください。

○把握されている限りで結構です。

路線名又は愛称等をご記入ください。

事業者名をご記入ください。
※運行を実施している主体名をご記入ください。

区分について、次の選択肢の中からいずれかをお答えください。
　①市町村の自家用車を活用した無償輸送（②～⑤を除く）
　②スクールバス
　③病院の送迎バス
　④福祉の無料バス
　⑤その他（自由記述）

3

貴市町村が行っている（行っていた）支援の具体的な内容につい
て、次の選択肢の中から該当するものを全てお答えください。
　①運行補助金の支給
　②車両の貸与
　③時刻表・路線図・利用案内パンフレット等の作成支援
　④運行に至るまでのサポート支援（調整等）
　⑤その他（自由記述）

4

○問Ｇ１及びＧ２及び公営バス等以外の交通について、平成27年度に貴市町村が何らかの支援等を実施して
　いる（していた）交通についてお答えください（平成26年度までに終了したもの、平成28年度からのもの
　平成28年度以降に予定されているものは対象外です）。

【問Ｇ３】問Ｇ１及びＧ２の他に、平成27年度に貴市町村が何らかの支援等の関与を行っているバス
　　　　　交通及び貴市町村自身が運行しているバス交通等についてお答えください。
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≪記入に当たっての注意事項≫

○以下に示すように、記入欄の色分けに従ってご回答ください。

緑色 ：数字・文字等を記入してください（数字はすべて半角でご記入ください）。

黄色 ：それぞれの選択肢の中からいずれかをお答えください。

記入例 航路1 航路2

1 ○○航路

2 (株)○○汽船

3
◇◇港～

△△港

4 0千円 0千円 0千円

5 0千円 0千円 0千円

6 5,000千円 0千円 0千円

7 0千円 0千円 0千円

選択肢

（該当すべて）
①④

その他自由記述

○平成27年度に運航している（していた）海上交通についてお答えください（平成26年度までに終了したも
　の、平成28年度からのもの平成28年度以降に予定されているものは対象外です）。

○把握されている限りで結構です。

○市町村自身が公営交通事業者として運行・経営する海上交通も含め、貴市町村内に乗船場があるすべての
　海上交通航路についてお答えください。

航路名又は愛称等をご記入ください。

事業者名をご記入ください。
※運行を実施している主体名をご記入ください（市町村が運行主体の場合は、市町村

名
　をご記入ください）。

8

貴市町村以外が運航主体である航路において、何らかの支援を行っ
ている（行っていた）場合は、その具体的な内容について、次の選

択肢の中から該当するものを全てお答えください（特に何も行って
いない場合は⑥をご記入ください）。

　①運航補助金の支給
　②船の貸与

　③時刻表・路線図・利用案内パンフレット等の作成支援
　④乗船場の整備（待合室整備、バリアフリー化等）

　⑤その他（自由記述）

　⑥特に支援は行っていない

運航区間またはエリアをご記入ください。

※複数ある場合は3つまでお答えください。

国からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

県からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

貴市町村からの補助額をご記入ください（単位：千円）。

※運行主体が市町村自身である場合は、年度の運行予算総額をご記入ください。

その他の補助額（住民、企業等）がある場合はご記入ください

（単位：千円）。

アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。

【問Ｇ４】平成27年度の貴市町村内における「海上交通（離島航路等）」についてお答えください。
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1 市町村名

2 担当部署名

3 記入者（担当者）氏名

4 電話番号

5 ｅメールアドレス

※電話番号・ｅメールアドレスは、所属部署のものをご記入ください。

別シートの【問Ａ】へお進みください

■公共交通モードと質問シートの対応

○アンケート調査票は、右図に示す公
　共交通モードごとにシート別に作成
　しています。

○貴市町村にない公共交通モードにつ
　いては、お答えいただく必要はあり
　ませんが、【問Ｄ】【問Ｅ】につい
　ては、必ずご回答いただきますよう
　よろしくお願いいたします。

離島地域（離島振興対策実施地域及び奄美振興地域）
の地域公共交通に関するアンケート調査

　このアンケート調査は、長崎、大分、鹿児島の各県において「離島振興対策実施地域」及び「奄美
振興地域」に全域が指定されている市町村のみを対象として実施するアンケート調査であり、離島地
域の地域公共交通特性を整理・分析することを目的としています。
　今年度、すでにご回答させていただいております「九州管内における公共交通に関するアンケート
調査」の内容と併せてより詳細な分析を行いたいと考えておりますので、アンケート調査へのご協力
をお願いいたします。

本アンケート調査は、各市町村における、公共交通のご担当者様よりお答えください。

　まず、ご記入者の状況についてお答えください。
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記入例 行先1 行先2

1 福岡空港

2 運航会社 ANA・JAL

3 １週間の運航本数 28往復

4 始発便の出発時間 9:30

5 最終便の出発時間 16:30

6 平成27年度年間のべ利用者数 50,000人

別シートの【問Ｂ】へお進みください

　問Ａ　航空路についておたずねします。

【問Ａ１】平成27年度（前年度）の飛行機の運航状況についてお答えください。

設
問
①

　市町村域内に立地している空港に発着している飛行機の「平成27年度（前年度）の運行状況」についてお答え
ください。なお、市町村域内に空港がない場合は、「行先1の到着空港」の欄に「なし」とご記入ください。
※運航本数は、1往復を1回（片道0.5回）としてカウントし、最も運行本数が多かった時期（夏季等）の回
　数をお答えください。
※同じ行先で、複数の運航会社が運航している場合、全ての運航会社名を記入すると共に、運航本数は合計
　の数字をご記入ください。
※始発便、最終便の時刻についても、最も運行本数が多かった時期（夏季等）の時刻をお答えください。
※把握されている範囲でご記入ください。

設問

到着空港

【問Ａ２】航空路運行事業者との取り組みについてお答えください。

設
問
①

　より利便性の高い航空路運営をめざして、運行事業者と一緒に実施している取り組み等がありましたら、自由
にご記入ください。

回答欄
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■航路パターン

記入例 行先1 行先2

1 ○○航路

2 出発港名 △△港

3 到着港名 □□港

4 運航会社 (株)○○ﾌｪﾘｰ

5 航路パターン（図のア～エから選択） ア・イ

6 経由する乗船場の数（出発・到着港含む） 4港

7 １週間の運航本数 21往復

8 平成27年度年間のべ利用者数 30,000人

別シートの【問Ｃ】へお進みください

　問Ｂ　航路についておたずねします。

【問Ｂ１】平成27年度（前年度）の旅客船の運航状況についてお答えください。

設
問
①

　市町村域内に立地している乗船場に発着している旅客船の「平成27年度（前年度）の運行状況」についてお答
えください。なお、市町村域内に乗船場がない場合は、「航路1の航路名」の欄に「なし」とご記入ください。
※運航本数は、1往復を1回（片道0.5回）としてカウントし、最も運行本数が多かった時期（夏季等）の回
　数をお答えください。
※航路パターンは、下図に示す「ア～エ」の中から選択し、複数のパターンに該当する場合はそのすべてを
　記入してください。。
※把握されている範囲でご記入ください。

設問

航路名

【問Ｂ２】航路運行事業者との取り組みについてお答えください。

設
問
①

　より利便性の高い航路運営をめざして、運行事業者と一緒に実施している取り組み等がありましたら、自由に
ご記入ください。

回答欄
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回答欄
（数字を記入）

1 法人タクシー

2 個人タクシー

記入例 事業者1 事業者2

1 ○○交通（株）

2 公設・民営別 民営

3 路線数 5路線

4 １週間のうち平日の運行回数（全路線合計） 250回

5 １週間のうち土曜日の運行回数（全路線合計） 45回

6 １週間のうち日曜日の運行回数（全路線合計） 40回

7 年間のべ乗車人数（全曜日、全路線の合計） 200,000人

　問Ｃ　島内の陸上公共交通についておたずねします。

【問Ｃ１】島内の陸上公共交通の運行状況についてお答えください。

設
問
②

　島内の「平成27年度バス運行事業者の状況」についてお答えください。なお、バス運行事業者がない場合（バ
スが走行していない場合）は、事業者1の事業者名の欄に「なし」とご記入ください。
※コミュニティバス・乗合タクシーの運行につきましては、今年度別途実施させていただいております「九
　州管内における公共交通に関するアンケート調査」において既にお答えいただいておりますので、それ以
　外の路線についてお答えください。
※運行回数は、巡回型の場合は1巡回を1回、往復型の場合は1往復を1回（片道0.5回）としてカウントし、
　平成27年度の運行回数をお答えください。
※運行回数は全路線の合計をお答えください（1日10回運行しているバス路線が3路線ある場合、5日（月～
　金）×10回×3路線＝150回）
※把握されている範囲でご記入ください。

設問

事業者名

　貴市町村内の「平成27年度タクシー運行事業者数」を、「法人・個人別」にお答えください。なお、運行事業
者がない場合は、回答欄に「なし」とご記入ください。
※把握されている範囲でご記入ください。

設
問
①

設問
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回答欄
（該当する記号を

選択）

1 空港

2 乗船場

3 路線バス等のバスターミナル

4 市役所・町村役場

5 行政関連施設（市役所・町役場以外）

6 商業施設（商店街・スーパーなど）

7 医療施設（多数の診療科を有している病院）

8 福祉施設（高齢者福祉施設・高齢者憩い施設など）

9 運動関連施設（体育館・プール・各種グラウンドなど）

10 文化施設（公民館・図書館・美術館・博物館など）

11 教育施設（高等学校・大学・専門学校など）※小中学校、幼稚園除く

12 観光施設（観光センター・観光名所など）

13 その他（回答欄に自由記述）

回答欄
（該当する記号を

選択）

1

2

3

4

5

選択肢

設
問
③

■この設問は、「設問②」でご記入いただいたバスの他、コミュニティバス等も含めてお答えください。な
　お、市町村域内にバス運行がない場合は、「設問③～⑤」にご回答いただく必要はありませんので、【問
　Ｃ２】へお進みください。
　貴市町村のバスが経由している施設（バス路線で結ばれている施設）についてお答えください。
　次の選択肢の中から、経由している施設には「○」、経由していない施設には「×」、島内に立地していない
施設には「△」をご記入ください。
※１つのバス路線ですべての施設を経由している必要はありません。複数のバス路線で結ばれている場合で
　も「○」をご記入ください。
※市町村域外へもバスが運行している場合、域外の施設等も含めてお答えください。

■この設問は、「設問②」でご記入いただいたバスの他、コミュニティバス等も含めてお答えください。
　近年の貴市町村におけるバス運行状況に関する以下の各設問について、それぞれ該当する記号を１つ選択し、
回答欄にご記入ください。
※把握されている範囲でお答えください。

バス利用者数についてお答えください。
　ア．全体的は増加傾向にある
　イ．増加している路線もあれば、減少している路線もある（地域差がある、運行会
　　　社・主体によって差がある）
　ウ．全体的には減少傾向にある
　エ．数字を把握していない

バス路線数についてお答えください。
　ア．路線数は増加している
　イ．路線数は減少している
　ウ．路線数は変わらない
　エ．路線数は変わらないが、コミュニティバス等への移行が進んでいる

設
問
④

設問

バス運行本数についてお答えください。
　ア．全体的は増加傾向にある
　イ．増加している路線もあれば、減少している路線もある（地域差がある、運行会
　　　社・主体によって差がある）
　ウ．全体的には減少傾向にある
　エ．運行本数は変わらない

バス関連補助金の支給状況についてお答えください。
　ア．補助金支給額が年々増加している（額の増加、支給対象の増加）
　イ．補助金支給額は変化していない
　ウ．補助金支給額は減少傾向にある
　エ．補助金支給は行っていない

その他、近年バス運行状況に何か変化があれば、自由にご記入ください。
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回答欄
（該当する記号を

選択）

1 １日のバス運行回数の見直し（増やしたり、減らしたり、適正な回数へ）

2 １週間のバス運行日数の見直し（増やしたり、減らしたり、適正な日数へ）

3 運行ルートの見直し（長くしたり、短くしたり、適正なルートへ）

4 運行時間の変更（早くしたり、遅くしたり、住民ニーズに合わせた運行へ）

5 運行車両の変更（小型化、大型化、適正な車両へ）

6 運行形態の変更（デマンド運行の導入等）

7 ＩＣカードシステムの導入

8 乗り放題フリー切符の導入

9 往復割引の導入

10 高齢者・障がい者・子ども割引の導入（いずれか一つでもＯＫ)

11 高齢者・障がい者・子ども無料化の実施（いずれか一つでもＯＫ)

12 その他 自由記述⇒

13

回答欄
（該当する記号を

選択）

1 空港入口とバス・タクシー乗降場の近接化

2 乗り継ぎ案内サイン等の設置

3 案内誘導員の配置

4 飛行機の運航に併せたバス運行時間の設定（飛行機の到着にあわせてバス発車等）

5 乗り継ぎ情報の提供（HP、時刻表作成等）

6 その他（回答欄に自由記述）

7

8

9

【問Ｃ２】各公共交通機関の乗り継ぎ（ネットワーク）の状況についてお答えください。

　空港とバス乗り場、タクシー乗り場の乗り継ぎ（ネットワーク）利便性向上に向けた以下の取り組み状況につ
いて、該当する番号をご記入ください。
　なお、空港が立地していない場合、もしくは空港はあるがそこまでのバス路線がない場合は「7～9までのいず
れかに○」をご記入ください（1～6の欄は空欄でＯＫです）。

　ア．取り組みを行っている（すべての空港で行っている）
　イ．取り組み中（一部取り組みを行っていない空港あり）
　ウ．取り組みを行う計画（予定）がある
　エ．課題として認識しているが、取り組みは行っていない
　オ．取り組む必要がない（当初から良好）

選択肢

設
問
①

市町村域外に空港はあるが、そこまでのバス路線がない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

市町村域内に空港はあるが、そこまでのバス路線がない
※1～6のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

島内（市町村域外も含めて）に空港がない
※1～6のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

■この設問は、「設問②」でご記入いただいたバスの他、コミュニティバス等も含めてお答えください。
　貴市町村におけるバス運行関連の取り組み状況について、実施されているものすべてに「○」をご記入くださ
い。また、その中で、利用者増加につながったり、利用者からの評価が高かったなど実施効果が大きかった取り
組みについては「◎」をご記入ください。

設問

特に実施していない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は、選択しないでください。

設
問
⑤
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回答欄
（該当する記号を

選択）

1 乗船場の入口とバス・タクシー乗降場の近接化

2 乗り継ぎ案内サイン等の設置

3 案内誘導員の配置

4 船の運航に併せたバス運行時間の設定（船の到着にあわせてバス発車等）

5 乗り継ぎ情報の提供（HP、時刻表作成等）

6 その他（回答欄に自由記述）

7

8

9

別シートの【問Ｄ】へお進みください

設
問
②

　乗船場とバス乗り場、タクシー乗り場の乗り継ぎ（ネットワーク）利便性向上に向けた以下の取り組み状況に
ついて、該当する番号をご記入ください。
　なお、市町村域内に乗船場が立地していない場合は「7に○」を、乗船場はあるがそこまでのバス路線がない
場合は「8に○」をご記入ください（1～6の欄は空欄でＯＫです）。

　ア．取り組みを行っている（すべての乗船場で行っている）
　イ．取り組み中（一部取り組みを行っていない乗船場あり）
　ウ．取り組みを行う計画（予定）がある
　エ．課題として認識しているが、取り組みは行っていない
　オ．取り組む必要がない（当初から良好）

選択肢

市町村域外に乗船場はあるが、そこまでのバス路線がない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

島内（市町村域外も含めて）に乗船場がない
※1～6のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

市町村域内に乗船場はあるが、そこまでのバス路線がない
※1～6のいずれかにご記入いただいた場合は選択しないでください。

設
問
①

　より利便性の高い路線運営をめざして、運行事業者と一緒に実施している取り組み等がありましたら、自由に
ご記入ください。

回答欄

【問Ｃ３】陸上公共交通事業者との取り組みについてお答えください。
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作成していない ⇒問Ｄ２へ

作成している
以下の問いにお答
えいただいた後、
問Ｄ２へ

1 乗り方案内
パンフレット

2 時刻表 3 路線図

その他回答欄

その他回答欄

その他回答欄

 問Ｄ　公共交通利用促進に向けた施策の実施状況についておたずねします。

【問Ｄ１】広報資料の作成状況についてお答えください。

設
問
⑤

設
問
④

　各広報資料の配付方法について、次の選択肢の中か
ら該当するものをすべてお答えください（該当するも
のすべて記入）。

 ア．市町村全域に配布
 イ．庁舎等の施設における配布
 ウ．ＨＰ等によるダウンロード配布
 エ．その他（回答欄に自由記述）

　各広報資料の更新状況について、次の選択肢の中か
らいずれかをお答えください（いずれか一つを記
入）。

 ア．毎年更新
 イ．変更が発生したときのみ更新
 ウ．更新していない
 エ．その他（回答欄に自由記述）

　各広報資料の作成費用負担の状況について、次の選
択肢の中から該当するものをすべてお答えください
（該当するものすべて記入）。

 ア．市町村による作成
 イ．運行事業者による作成
 ウ．「1」「2」による共同作成
 エ．広告収入等による作成
 オ．国等の補助金による作成
 カ．その他（回答欄に自由記述）

回答欄

回答欄

設
問
③

設
問
①

　航空路、航路、陸上交通などの公共交通に関する広
報資料（ネットワーク図、時刻表、料金表など）の作
成状況について、いずれかに「○」をご記入くださ
い。

設
問
②

　現在までに作成している広報資料について、該当す
るものすべてに「○」をご記入ください。
※１枚の紙に時刻表・路線図などをまとめて記載し
　ている場合などは、両方に○をつけ、それぞれ以
　下の問いにお答えください。
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実施していない ⇒問Ｄ３へ

実施している
以下の問いにお答
えいただいた後、
問Ｄ３へ

1
ヒアリング調査

2
アンケート調査

3
その他

設
問
③

1
飛行機

2
旅客船

3
バス・タクシー

実施していない ⇒問Ｄ４へ

実施している
以下の問いにお答
えいただいた後、
問Ｄ４へ

回答欄
（単位：回）

1 ヒアリング調査

2 アンケート調査

3 その他 自由記述⇒

【問Ｄ２】利用者モニタリング調査の実施状況についてお答えください。

　利用者モニタリング調査を実施した公共交通機関に
ついて、該当するものすべてに「○」をご記入くださ
い。

設
問
④

回答欄

【問Ｄ３】居住者モニタリング調査の実施状況についてお答えください。

設
問
①

　市町村内にお住まいの世帯に対する居住者モニタリ
ング調査の実施状況について、いずれかに「○」をご
記入ください。
※今年度の取り組みに限定するものではなく、過
　去に実施しているものも含めてご記入ください。

回答欄

設
問
②

　居住者モニタリング調査の過去５年間の実施回数について、調査方法別にその回数をご記入ください。なお、
実施していない調査については、空欄のままで結構です。

選択肢

設
問
①

　公共交通に関する利用者モニタリング調査（実際の
利用者に対する利用状況調査など）の実施状況につい
て、いずれかに「○」をご記入ください。
※今年度の取り組みに限定するものではなく、過
　去に実施しているものも含めてご記入ください。

回答欄

設
問
②

　利用者モニタリング調査の実施方法について、該当
するものすべてに「○」をご記入ください。また、ヒ
アリング調査・アンケート調査以外の方法（目安箱の
設置による意見募集など）でモニタリングを実施して
いる場合は、その他の欄にその方法をご記入くださ
い。

回答欄

　各利用者モニタリング調査について、過去５年間の
実施回数をご記入ください（単位：回）。
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回答欄
（該当するもの
　すべてに○）

1 公共交通に関するシンポジウムを開催している。

2 ワークショップを開催している。

3 町内会に対する説明会等を開催している。

4 地域で活動している各種団体に対する説明会等を開催している。

5 学校等の活動にあわせて説明会等を開催している。

6 その他 自由記述⇒

7

別シートの【問Ｅ】へお進みください

【問Ｄ４】地域住民に対する意識向上活動への取り組み状況についてお答えください｡

　地域住民に対して、公共交通に関する意識を向上させるための活動について、実施しているものすべてに
「○」をご記入ください。
※今年度の取り組みに限定するものではなく、過去に実施しているものも含めてお答えください。

設
問
①

特に実施していない
※上記のいずれかにご記入いただいた場合は、選択しないでください。

選択肢

回答欄（特に重要
１つに◎、重要２

つに○）

1 教育分野（小・中・高様々な教育施設等との連携）

2 医療分野（病院等との連携）

3 福祉分野（高齢者福祉施設等との連携）

4 労働分野（企業等との連携）

5 観光分野（観光施設等との連携）

6 その他の分野　　　　　　　　　　　自由記述⇒

　問Ｅ　その他

【問Ｅ１】他分野との連携状況についてお答えください。

設
問
①

　限られた財政、限られた人・モノの中で質の高い公共交通サービスを住民に対して提供することは非常に難し
いため、今後は、様々な分野と連携した公共交通体系を形成していくことが重要と考えられます。
　そこで、島内の公共交通利便性を確保するために、特に連携が重要だと考えている（すでに密に連携してい
る）分野１つに「◎」、重要だと考えられる分野２つに「○」をご記入ください。

選択肢
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回答欄
（該当する記号を

選択）

1 スクールバスを混乗化

2 スクールバスから移管

3 施設内への車両の乗り入れ（施設内へのバス停配置）

4 教育施設による利用環境向上への取り組み（バス停上屋・ベンチ整備等）

5 その他 自由記述⇒

1 病院バスを混乗化

2 病院バスから移管

3 施設内への車両の乗り入れ（施設内へのバス停配置）

4 医療施設による利用環境向上への取り組み（バス停上屋・ベンチ整備等）

5 医療施設をネットワークするバス路線の設定

6 医療施設による公共交通料金補填（特別料金の設定）

7 その他 自由記述⇒

1 福祉バスを混乗化

2 福祉バスから移管

3 施設内への車両の乗り入れ（施設内へのバス停配置）

4 福祉施設による利用環境向上への取り組み（バス停上屋・ベンチ整備等）

5 福祉施設をネットワークするバス路線の設定

6 福祉施設による公共交通料金補填（特別料金の設定）

7 福祉タクシー、介護タクシーの運行

8 その他 自由記述⇒

1 企業バスを混乗化

2 企業バスから移管

3 施設内への車両の乗り入れ（工場、企業敷地内へのバス停配置）

4 企業による利用環境向上への取り組み（バス停上屋・ベンチ整備等）

5 その他 自由記述⇒

1 観光用バス路線の設定

2 観光用乗車券等の発行（観光用１日フリーパス等）

3 施設内への車両の乗り入れ（観光施設内へのバス停配置）

4 観光施設による利用環境向上への取り組み（バス停上屋・ベンチ整備等）

5 その他 自由記述⇒

観光分野

設
問
②

医療分野

教育分野

　貴市町村における、公共交通以外の分野と連携した取り組みの実施状況について、各項目ごとに該当する番号
をご記入ください。

　ア．実施している
　イ．実施する計画（予定）がある
※実施していない（計画がない）場合、回答欄は空欄のままで結構です。

設問

福祉分野

労働分野
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設
問
①

回答欄

設
問
②

　公共交通事業者から寄せられている公共交通の課題について、自由にご記入ください。
※「路線維持が困難であるため、補助額を増額してほしい」「交通事業者だけの対応では難しいため、行政
　や地域住民などみんなが当事者意識をもって取り組みむ必要がある」など自由にご記入ください。

回答欄

以上です。アンケートにご協力いただき、ありがとうございました。

【問Ｅ２】公共交通に関する課題についてお答えください。

　市町村側から見た公共交通の課題について、率直なご意見を自由にご記入ください。
※「公共交通関連の予算を確保することが難しい」「人口減少が公共交通利用者の減少に直結しており、利
　用者増加に向けた有効な手立てがない」など自由にご記入ください。
※貴市町村内における運行の有無に関係なく、航空、船舶、鉄道、バス、タクシーなど幅広い公共交通分野
　についてお答えいただいて結構です。

　住民から寄せられている公共交通の課題について、自由にご記入ください。
※「バス・船などの運行頻度、運行時間、運行ルート、運賃などに対する要望・意見」など自由にご記入く
　ださい。設
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